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ｘ 

○ 原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり 

○ ふくしまを愛し、心を寄せるすべての人々の力を結集した復興 

○ 誇りあるふるさと再生の実現 

※国・原子力発電事業者に対して、県内の原子力発電所の全基廃炉を求めることとしている。

福島県復興計画（第２次）の構成

Ⅱ 基本理念

１ 復興計画策定の趣旨・策定までの経過 

２ 復興計画の性格 
Ⅰ はじめに

１ 情報の発信 

２ 民間団体や県民等との連携 

３ 市町村との連携 

４ 国への要請等 

５ 復興に係る各種制度の活用 

６ 実効性の確保 

Ⅳ 復興の実現に向けて
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○  平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに引き続く大津波は、  

1,915人の死者、65人の行方不明者、81,216棟の家屋の全・半壊（平成23年12月27

日現在※１）や産業・交通・生活基盤の壊滅的被害など、浜通りを中心に県内全域に甚大な被

害をもたらした。 

○  本県をさらに困難な状況に追い込んだのは、その後発生した東京電力福島第一原子力発電

所の事故であり、自主的に避難している方も含めて 15 万人に及ぶ県民が県内外に避難し、

そのうち福島県外に避難している方は6万人を超えた（平成23年12月25日現在※２）。震

災前202万4千人だった本県人口は、昭和53年以来33年ぶりに200万人を割り込み、

198万 5千人（平成23年 12月 1日現在福島県現住人口調査※３）にまで減少している。

9 町村が県内外の地域に役場機能を移転せざるを得なくなったほか、原発から 100km 離

れた会津地方を含め県内全域に風評被害が及び、農林水産業のみならず製造業を含めたあら

ゆる産業が大きな打撃を受けるなど、原子力災害は、文字通り本県の基盤を根底から揺るが

すものとなっている。 

○  こうした事態を踏まえて、復興に向けて希望の旗を掲げ、すべての県民が思いを共有しな

がら一丸となって復興を進めていくため、有識者で構成する復興ビジョン検討委員会での活

発な審議、市町村との意見交換、1,538 件に上る多くの意見をいただいたパブリックコメ

ント、県議会東日本復旧・復興対策特別委員会等からの要請等、県議会からの意見を踏まえ

るなどして、平成23年8月 11日に「原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可

能な社会づくり」等 3 つの基本理念と 7 つの主要施策を内容とする福島県復興ビジョンを

策定した。 

○  今回の災害は、人類がこれまで経験したことのない未曾有のものであり、その克服は、一

地方自治体の力を超えている。また、原子力災害は、事業者とともに国策として原子力発電

を進めてきた国が責任を負うべきものである。このため、復興ビジョンの策定と並行して、

国の復興構想会議を通じ、本県の復興に必要な事項に関して意見を主張してきた。その結果、

本県の主張が復興構想会議の第 1 次提言及び国の復興基本方針に盛り込まれており、復興

ビジョンは、国の復興基本方針と整合性が取れたものとなっている。 

Ⅰ はじめに 

１ 復興計画策定の趣旨・策定までの経過

大震災及び原発事故の発生 

復興ビジョンの策定  

※１ 平成 24 年 12 月 25 日現在 死者 3,051 人（うち震災関連死 1,231 人）、行方不明者 5 人。家屋全・半壊 93,407 棟 

※２ 平成 24 年 12 月 25 日現在 県内避難者 97,887 人、県外避難者 57,954 人、計 155,841 人 

※３ 平成 24 年 12 月 1 日現在 福島県現住人口調査 1,960,523 人 

復興計画（第２次）
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○  復興ビジョンに基づき、さらに具体的な復興のための取組や事業を示すため、平成23年

12月 28日、福島県復興計画（第1次）を策定した。 

○  復興計画の策定に当たり、平成 23 年 9 月に有識者や関係団体からの代表者で構成する

復興計画検討委員会及びその分科会を設置し、活発な審議を行った。緊急時避難準備区域の

復旧計画、各市町村復興ビジョン・復興計画や津波被災地のまちづくりに関する考え方など

について、各市町村と意見交換するなど、市町村の復興に向けた考え方との調整を行った。

地方振興局ごとの地域を基本として 9 箇所で地域懇談会を開催し、また、パブリックコメ

ントなどにより県民から様々な意見を伺うとともに、県議会東日本大震災復旧・復興対策特

別委員会等からの要請など、県議会からの意見を踏まえることに努めた。 

○  また、国の復興基本方針に基づき設置された「原子力災害からの福島復興再生協議会」を

通じて本県の復興に関して国と協議を行っており、復興計画は、策定時までの協議内容を反

映したものとした。 

○  復興ビジョン策定の直前、政府は、「東京電力福島第一原子力発電所事故の収束へ向けた

道筋」のステップ１を達成したと発表し、平成 23 年 9 月 30 日には緊急時避難準備区域

を解除、同年10月 29日には中間貯蔵施設の整備に係る工程表を発表した。復興計画の策

定に当たっては、できる限り、これらの新たな動きに対応することに努めた。 

○  平成 23 年 7 月末に発生した新潟・福島豪雨災害は、会津地方を中心として、多くの住

家被害のほか、河川、道路、鉄道、農地、林地などに甚大な被害をもたらした。また、平成

23 年 9 月下旬に本県を通過した台風 15 号は、中通り地方を中心として浸水により住家、

農地などに多大な被害をもたらした。このため、東京電力福島第一原子力発電所の事故が収

束しない中で発生したこれらの災害の復旧・復興のための取組についても、本復興計画に盛

り込むこととした。 

○  なお、福島復興再生特別措置法（平成 24 年 3 月 31 日施行）及び同法に基づく基本方

針（平成 24 年 7 月 13 日閣議決定）は、本県の復興計画（第１次）の内容が反映されて

おり、整合が取れたものとなっている。 

復興計画（第１次）の策定 

復興計画（第２次）
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○  復興計画（第１次）策定以降、平成24年 4月 1日の田村市、川内村を始め、これまで6

市町村において避難指示区域の見直しが行われるなど、避難生活を送られている方々を取り

巻く状況は日々刻々と変化し、それに伴う新たな課題への対応が必要となっている。 

○  このようなことを踏まえ、復興計画（第２次）では、有識者や県内各種団体の代表者、県

内外に避難している方などで構成する福島県復興計画評価・検討委員会を始め、県議会、県

民、市町村などの意見を踏まえながら、避難の長期化に伴う支援強化や新たな生活拠点の整

備、さらには、帰還を加速する取組など、被災者それぞれの状況に応じた新たな取組を追加

した。 

○  なお、現在策定中の福島復興再生特別措置法基本方針に基づく避難解除等区域復興再生計

画、産業復興再生計画、重点推進計画に、本県復興計画（第2次）の内容が盛り込まれるよ

う、市町村と連携し国との協議を進めていく。 

復興計画（第２次）の策定 

復興計画（第２次）
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○  復興計画は、平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震やその余震、それに伴う

大津波、東京電力福島第一原子力発電所事故と風評、さらに東京電力福島第一原子力発電所

の事故が収束しない中で発生した新潟・福島豪雨、台風15号などの一連の災害からの復興

に向けての取組を総合的に示すための計画である。 

○  本県の復興は、国、市町村、民間団体、企業、県民等、様々な主体と力を合わせて行わな

ければならないことは言うまでもない。そのため、県が実施するもののほか、県以外の主体

の取組であっても、県が関わるものを盛り込んでいる。 

○  復興ビジョンは、本県の復興に当たっての基本的な方向を示したものであり、復興計画は、

復興ビジョンで定めた３つの基本理念及び７つの主要施策に沿って、さらに具体的な取組や

当該取組に基づく主要な事業を示すものである。 

○  総合計画は、県政全体の基本的方針を示す最上位の計画であり、復興計画は、総合計画と

将来像を共有しながら、本県の一日も早い復興のために必要な取組を機動的かつ確実に進め

るための計画である。 

○  なお、本計画における重点プロジェクトを総合計画の重点プロジェクトとして位置付け、

取組を一体的に進めていく。 

○  復興ビジョンと同じく、計画期間は10年とする。 

○  復興計画は、策定されただけではなく、随時、進捗状況を管理するとともに、現実に実行

されなければならない。そのため、復興計画に盛り込まれた各取組の実施状況について毎年

度点検を行い、福島県復興計画評価・検討委員会による評価を受け、その評価結果や社会経

済状況の変化等を踏まえて加除・修正を図るなど、適切な進行管理を行う。 

○  復興計画は、今後の原子力発電所事故の収束状況や進行管理の結果等を踏まえ、県民の意

向に細やかに対応しながら、復興に向けて必要な取組が行われるよう、適時、柔軟に見直し

を行う。  

２ 復興計画の性格 

（１） 復興計画の位置付け 

（２） 復興ビジョンとの関係 

（３） 総合計画との関係 

（４） 計画期間 

（５） 進行管理及び柔軟な見直し 

復興計画（第２次）
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復興計画は、復興ビジョンで掲げた以下の基本理念の下に復興を進めるものとする。 

Ⅱ 基本理念 

○ 「脱原発」という考え方の下、原子力に依存しない社会を目指し、環境との共生

が図られた社会づくりを推進。このため、国及び原子力発電事業者に対し、事故

の完全収束を求めるとともに、県内の原子力発電所についてはすべて廃炉とする

ことを求める。 

○ 地域でエネルギー自立を図る多極分散型モデル、経済的活力と環境との共生が両

立するモデルを提示。 

○ 何よりも人命を大切にする。 

○ 環境放射線モニタリングの徹底・除染対策、産業・生活基盤の迅速な復旧により、

安全・安心なコミュニティと持続的に発展しうる産業を再構築。 

○ ハード・ソフト両面で様々な手段を重層的に確保し、万一の際に対応できる、安

全で安心な社会を構築。 

○ 人口減少・超高齢社会に全国に先駆けて的確に対応。 

○ 放射性物質による影響から長期にわたって県民の健康を守るほか、さらに一歩進

んで全国に誇れる健康長寿の県づくりを推進。 

○ 全県民が今回の災害を自らのものとして受け止め、「ふくしま」全体で支えあい、

復興を推進。 

○ 県民一人一人の生活基盤の再建が復興の基本であり、復興の主役は住民。 

○ 復興の主体は、地域や市町村。 

○ 県民、企業、民間団体、市町村、県など、あらゆる主体が力を合わせる。 

○ 本県の復興は、国内外の他地域の復興などに積極的に寄与するものと位置づけ。

○ 国内外でふくしまを愛し、ふくしまに心を寄せるすべての人の力を結集。 

○ 原子力災害に関して国が全面的責任を負うべきであり、国による財政的、法的バ

ックアップを求める。 

○ 本県に脈々と息づく地域のきずなを守り育て、世界に発信。 

○ すべての県民がふるさとで元気な生活を取り戻すことができた日にこそ、ふくし

まの復興の第一歩が記されるという思いを県民すべてが共有。 

○ 地域のきずなが一層高められたコミュニティづくりを着実に推進。 

○ 子ども・若者たちが誇りを持つことのできるふくしまの再生。 

１ 原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり 

２ ふくしまを愛し、心を寄せるすべての人々の力を結集した復興 

３ 誇りあるふるさと再生の実現 

復興計画（第２次）
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○ 主要施策は、復興ビジョンの策定に当たり、地震、津波、原子力災害及び風評被害、

並びに新潟・福島豪雨災害及び台風１５号による被害に対応する施策として位置づけ

たものであり、７つの主要施策にとりまとめた。 

○ 「ⅰ 復興へ向けた重点プロジェクト」では、７つの主要施策に係る取組を政策目

的別に１２の重点プロジェクトとして示した。 

○ 「ⅱ 具体的取組」では、主要施策を実現するために必要な具体的取組について、

その取組内容と取組主体、年度計画を示した。 

○ 「ⅲ 地域別の取組」では、被害状況を踏まえたエリアごとに、重点的に推進する

施策を示した。 

Ⅲ 主要施策 

復興計画（第２次）
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復興へ向けた重点プロジェクト 全体図

ふるさとで働く

5 農林水産業再生プロジェクト

6 中小企業等復興プロジェクト

7 再生可能エネルギー推進プロジェクト

8 医療関連産業集積プロジェクト

安心して住み、暮らす

４ 未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

まちをつくり、人とつながる

9 ふくしま・きずなづくりプロジェクト

10 ふくしまの観光交流プロジェクト

11 津波被災地等復興まちづくりプロジェクト

12 県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

福島県復興計画「ⅱ 具体的取組」のうち、本県の復旧・復興のための特に重要な取組

を、政策目的別に12の「重点プロジェクト」として位置付けた。

各プロジェクトにおいては、目指す姿とプロジェクトの内容を示した。本県が復興を成

し遂げるために、全ての力を結集し、これらのプロジェクトを推進する。

ⅰ 復興へ向けた重点プロジェクト

１ 環境回復プロジェクト

２ 生活再建支援プロジェクト

３ 県民の心身の健康を守るプロジェクト

復興計画（第２次）
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○県民のふるさとへの一刻も早い帰還や安心して生活できる環境の確保に向け、放射性物質
に汚染された生活圏、農地、森林などの徹底した除染及び汚染廃棄物の円滑な処理により、
美しく豊かな県土が回復している。
○農産物など食品の検査体制強化及び安全・安心に関する情報提供により流通・消費におけ
る安全が確保され、県内で生産された食品が安心して消費されている。

目指す姿

プロジェクトの内容

１ 環境回復プロジェクト

（１）全県におけるモニタリングの充実・強化
国や市町村と連携して県内の空間線量率の状況や、農林地、河川、海、土壌などの放射性物質

による汚染状況を把握するとともに、その動態を解明し、わかりやすく公開
（２）生活圏（家屋・庭、道路、学校・幼稚園・保育所・公園・事業所など）、農地、森林などにつ

いて、放射性物質汚染対処特措法に基づき、国、県、市町村などが連携するとともに、人材の育
成や除染技術の向上を図ることにより、強力に除染を推進。また、その効果を確認（除染実施計
画の策定・実施に当たっては、他地域へ影響を及ぼさないよう配慮）
① 除染特別地域

〔実施主体〕国 〔目標〕段階的かつ迅速に縮小
② その他の地域

〔実施主体と除染対象〕国：国が管理する土地・施設等
県：県が管理する土地・施設等
市町村：各除染実施計画に基づく除染対象

特定避難勧奨地点は、市町村の除染実施計画に基づき優先的に実施

〔長期的目標〕追加被ばく線量が年間１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ（ ＝毎時0. 23ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ ）以下
〔短期的目標〕平成25年８月末までに
・県民の追加被ばく線量 約５0％減少 ・子どもの追加被ばく線量 約６0％減少

（３）農林地等の除染
・農地及び農業用施設については、県産農産物から放射性セシウムが検出されないこと等を
目標として除染実施

・森林については、地域の実情を十分反映した実施方針の早期決定を国に要請し、方針に基づき
着実に除染を実施

（４）仮置場等の確保、維持管理
・放射線の影響や除染に関する住民の不安・疑問を解消し、安全・安心を醸成して仮置場等の確保を
進める。

１ 除染の推進

橙色のエリア：除染特別地域
黄色及び緑のエリア：その他の地域

※橙色及び黄色のエリアは地表面から
１ｍの高さの空間線量率が年間１ミリ
シーベルト以上

〔平成23年８月28日現在の値に換算〕

復興計画

重点プロジェクト

復興計画（第２次）
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• 汚染・災害廃棄物の円滑な処理
汚染廃棄物の一時保管量 下水汚泥等 約 ５万７千トン（平成24年10月現在）

焼却灰 約 ７万７千トン（平成24年11月末現在）など
災害廃棄物の発生見込量 約 366万8千トン（平成24年8月現在）
農業系汚染廃棄物の発生見込量 約 25万５千トン（平成24年8月現在）

• 処理施設の確保
仮設焼却炉等の整備、中間貯蔵施設のあり方検討

• 建設副産物の適正な処理

• 環境放射能等モニタリング機能をはじめ、環境回復・創造技術の調査・研究機能、情報収集・発
信機能、教育・研修・交流機能を備えた拠点施設の整備
（※研究者及び研究機関のネットワーク構築などによる医療の拠点等との連携）

• 国内外の研究機関の誘致

３ 廃棄物等の処理

４ 拠点の整備

• 農産物などのモニタリング体制の強化、住民自らが身近なところで食品を検査できる環境の整備

２ 食品の安全確保

※ なお、環境回復の前提となる廃炉に向けた安全監視に取り組む。

・安全監視組織の設置 ・安全確保協定の見直し ・原子力に関する専門職員の配置

道路の除染

廃棄物等の処理

環境創造戦略拠点の整備

身近に食品を検査
できる体制整備等

除染の推進

生活圏・食品などの放射線量や環境回復へ
向けた取組等の情報を国内外へ発信

農地等の除染

家屋の除染

食品の安全確保

公共施設の除染

森林の除染

・ 事業者の育成加速化
・ 技術的支援の強化
・ 住民理解の促進

仮置場

処理施設の確保

復興計画（第２次）
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復興計画

重点プロジェクト

早期に帰還する避難者、長期避難者など被災者それぞれのおかれた状況に応じた、よりき
め細かな支援が行われ、全県民が将来の生活設計を描くことができ、生活再建を進めている。

目指す姿

・相談窓口の設置
・行政情報、生活情報などに関する
福島県、避難元自治体、避難先自
治体からのきめ細かな情報提供

・賠償金の請求支援

・コミュニティの確保
・住まいに関する相談窓口の継続
・応急仮設住宅（借上住宅）の供与
期間延長、住み替えへの柔軟な対応
・県内自主避難者への対応
・恒久住宅への円滑な移行
・二重ローンの利子補給

・甲状腺検査、内部被ばく検査等
の実施

・避難の長期化に伴う心のケアや
孤立化防止
・避難先における子育て支援、介護
サービスや障がい者福祉サービス
の確保

・就職相談・職業訓練の実施
・企業の事業再開のための多様な
支援
・避難先での営農再開に向けた支援
・緊急雇用創出基金活用による雇用
の確保

・仮設住宅及び周辺地域等における
治安維持確保
・帰還困難区域等所在宅の防犯・防火

情

報

賠
償

住

環

境

保
健
・
医
療
・福
祉

雇
用

治
安

・子どもの就学機会の確保
・サテライト校などの教育環境の整備

１ 県内避難者支援

プロジェクトの内容

・相談窓口の設置
・ふくしまの今の姿や行政情報、
生活情報などに関する福島県、避
難元自治体、避難先自治体からの
きめ細かな情報提供

・賠償金の請求支援

・交流の場の提供などによる
コミュニティの確保

・住まいに関する相談窓口の継続
・借上住宅の供与期間延長、住み
替えへの柔軟な対応

・県外医療機関の協力による甲状腺検査、
内部被ばく検査等の実施

・避難先自治体との連携による避難の
長期化に伴う心のケアや孤立化防止
・避難先における子育て支援、介
護サービスや障がい者福祉サー
ビスの確保の要請

・巡回等による就職相談や国、避難先

自治体による職業訓練の実施
・国や避難元・避難先自治体との連携
による避難先での営農再開に向けた
支援

情

報

賠
償

住
環
境

保
健
・
医
療
・福
祉

雇

用

・避難先自治体との連携による

子どもの就学機会の確保

教
育

県外避難者への支援連携

福島県 他都道府県

2 県外避難者支援

教
育

２ 生活再建支援プロジェクト

復興計画（第２次）
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※「9 ふくしま・きずなづくりプロジェクト」との連携

生

活

再

建

へ

・ふくしまの今の姿の情報発信

・県内へ帰還する人のための住宅再建・

確保の支援

５ 当面ふるさとへ戻らない人への支援

各重点プロジェクトでの取組のうち
特に必要なものを下記に再掲

３ 帰還に向けた取組及び
帰還後の生活再建支援

（旧・緊急時避難準備区域、津波・豪雨災害等被災地含む）

・除染の加速

・廃炉作業の監視強化

・廃棄物の迅速な処理

・放射線に関する

リスクコミュニケーション

・内部被ばく未然防止対策

・コミュニティの再生

・生活インフラの復旧整備

・治安体制の整備

・復旧・復興に従事する人の

宿泊場所の確保

・ふるさと帰還のための住宅再建・

確保の支援

・公営住宅の整備

・保健・医療・福祉提供体制の

再構築

・教育環境の整備

・農林水産業の再生

・雇用の確保

・企業の事業再開に向けた多様な支援

・企業誘致

・就職相談・職業訓練の実施

・新たな産業の創出

・復興の姿や帰還に向けた情報発信

・復興まちづくりの支援

・復興の基盤となる道路網の早期整備

安心して住み、暮らす

ふるさとで働く

まちをつくり、人とつながる

・ 復興公営住宅の建設

・ 生活拠点に必要となる機能の整備

・ 受入自治体との調整、受入自治体の
機能の持続的な確保

４ 長期避難者等の生活拠点の整備

・避難者を把握するための仕組みづくり

・避難場所に関する証明の仕組みづくり

・子ども・被災者支援法に基づく施策の具体化

及び活用

・個人情報保護法（条例）の弾力的運用

６ 避難者を支える仕組み等

いつでもおかえり

復興計画（第２次）
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１ 県民の健康の保持・増進
・健康への影響に係る空間線量等の安全基準の早期設定
及び国民への説明を引き続き国に強く要請
・県民健康管理調査
・被災者に対する健康支援活動の実施
・医療機関・職域・行政等が連携した疾病予防・早期発見・早期治療に向け
た取組の強化

２ 地域医療等の再構築
・福島県地域医療支援センターを活用した医師の地域偏在の解消
・医師や看護師等の医療従事者・福祉人材等の確保及び育成
・地域医療及び福祉提供体制の強化や災害時の広域的な連携
・浜通り地方の医療及び福祉提供体制の再構築

３ 最先端医療提供体制の整備
・最先端医療設備による早期診断及び早期治療の実施、最先端医療の提供に
必要な人材の確保・育成などの機能を持つふくしま国際医療科学センター
の整備
※研究者及び研究機関のネットワークの構築などによる環境回復に関わる拠点等との連携

・放射線の影響に関する国際機関や国の機関の誘致、共同研究

４ 被災者等の心のケア
・被災者の心のケア
・子どもの心のケア
・生きがいづくり

長期にわたる県民の健康の見守り等を通して、これまで以上に県民の心身の健康の保持・
増進を図ることで、全国にも誇れるような健康長寿県となっている。

目指す姿

プロジェクトの内容

３ 県民の心身の健康を守るプロジェクト
復興計画

重点プロジェクト

全国に誇れるような健康長寿県

県民の健康意識の向上

復興計画（第２次）
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１ 日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境づくり
・放射性物質汚染により生じた不安の解消
・地域ぐるみの子育て体制の構築
・１８歳以下の医療費無料化

２ 生き抜く力を育む人づくり
・震災を踏まえた確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成
・理数教育、防災教育の充実や国際化の進展に対応できる人づくりなど、
ふくしまならではの教育の推進
・長期避難に対応した教育環境の整備

３ ふくしまの将来の産業を担う人づくり
・県内に整備する各種研究拠点と連携した人材育成を始め、高度な知識・
技能を備えた人材や地域産業のニーズに応えられる人づくり

子どもやその親たちが安心して生活ができ、子育てがしたいと思えるような環境が整備され、
子どもたちが心豊かにたくましく育っており、ふくしまの再生を担っている。

目指す姿

プロジェクトの内容

４ 未来を担う子ども・若者育成プロジェクト
復興計画

重点プロジェクト

行政 企業・団体等

地域

未来を担うふくしま県人

連携

日本一安心して子ど
もを生み、育てやす
い環境づくり

生き抜く力を育む人
づくり

ふくしまの将来の産
業を担う人づくり

社会全体で子育て・教育を応援

保育所・学校等

家庭
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５ 農林水産業再生プロジェクト

１ 安全・安心を提供する取組
○農林漁業者や消費者が自ら安全を確認できる体制の
構築
○有機農業やＧＡＰ（適正な生産工程管理）など、安
心を高める取組の推進
○米の全量全袋検査など検査体制の強化と情報の「見
える化」を進め、世界一安全・安心な農林水産物の
消費者への提供

２ 農業の再生
○ほ場の大区画化等の基盤整備や、新たな経営・生産
方式の導入による競争力の回復
○地域産業の６次化による生産性の高い農業の確立
○家畜等生産基盤の回復

３ 森林林業の再生
○森林施業と放射性物質の除去・低減を一体的に実施
○木質バイオマスを再生可能エネルギーの原料として
活用
○復興需要に対応した供給体制の整備

消費者への魅力にあふれ、安全・安心な農林水産物の提供を通して生産者が誇りを持ち、本県
の農林水産業の持つ力が最大限に発揮され活力に満ちている。

目指す姿

復興計画

重点プロジェクト

４ 水産業の再生
○甚大な被害を被った漁港・漁船・施設等の復旧・復興
○試験操業の実施等沿岸漁業の再開に向けた取組支援
○中長期的には適切な資源管理と栽培漁業再開
○加工業や観光業と連携した地域産業の6次化を
進めることによる付加価値の高い漁業経営の確立

５ 区域見直しに伴う対応
○避難指示解除区域における農林水産業の再生
・営農の再開・農業の再生に向けた調査研究を行う
拠点の整備
・農用地、森林等の除染
・生産基盤の復旧
・農地を活用したバイオマスの利活用の調査研究
・新たな経営・生産方式の導入
・検査体制の強化と情報の提供
・農林漁業者への技術支援・経営支援

プロジェクトの内容

生

産

流通
・
販売

基

盤

作物への
吸収低減対策

大規模土地利用
型農業推進

徹底した
土壌分析

地域産業6次化

農林水産物の安全性確認・検査の強化
風評被害防止対策

再生可能エネ活用
大規模施設園芸推進

大規模法人育成

地域営農組織育成

共同利用漁船導入
など経営の協業化

栽培漁業の再構築

適切な資源管理

水利施設等の
耐震化・減災化

復興需要に対応した
供給体制整備

木質バイオマスの再生可能
エネルギーへの供給体制整備

需要増に対応した
森林整備（植林）

除 染 （※環境回復ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで実施）

有機農業推進

ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ「見える化」

ＧＡＰ推進

森林林業 農業

治山、林道の復旧

林業生産施設の復旧 農地・農業用施設の復旧
漁船・漁具の復旧

漁港、加工、貯蔵施
設等のインフラ復旧

チップ工場など
施設整備

流通・加工施設の
整備

肉用牛等の生産
基盤の再構築

ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗﾝﾄ
整備

水産業

生産基盤の構築
遊休農地の発生
防止と有効活用

担い手の育成・確保

農林水産業の再生

施設の高度化

復興計画（第２次）
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６ 中小企業等復興プロジェクト

地域経済の担い手である中小企業等が活力に満ち、新たな雇用の場と収入が確保され、
本県経済が力強く発展している。

目指す姿

（１） 復旧・復興

（３） 人材育成

2  企業誘致の促進

地域経済の活性化と
雇用の確保・創出

再生可能エネルギー
推進プロジェクト

医療関連産業集積
プロジェクト

プロジェクトの内容

（２） 医療関連産業

（２） 販路開拓、取引拡大

（1） 再生可能エネルギー関連産業

復興計画

重点プロジェクト

１ 県内中小企業等の振興

被災中小企業等の事業再開・帰還支援や、企業誘致、新たな産業の創出等の、より力強い推進

4  区域見直しに伴う対応

県外からの
進出

県内での工場
新・増設

県内企業の
操業支援

県外への
流出防止

・再生可能エネルギー関連産業の集積
・取引拡大、技術移転

3  新たな時代をリードする新産業の創出

・医療関連産業の集積
・取引拡大、技術移転

他県より抜きんでた優遇制度の活用

（福島特措法、復興特区制度・重点推進計画・産
業復興再生計画等に基づく税・財政・金融上の
支援措置、規制の特例）

・被災中小企業等の事業再開・継続支援の推進 ・産業基盤の整備 ・商業の振興

・二重債務などへの金融対策 ・復興まちづくり会社設立の推進

・ハイテクプラザ等による研究開発の促進 ・起業支援の強化 ・帰還する中小企業への支援

・加工食品や工業製品の放射線量測定 ・県産品のブランド化及び販売促進

・中小企業の海外取引の支援 ・加工食品や工業製品の販路拡大の推進

・市場性の高い製品・技術開発の推進

・県内に整備する各種研究拠点等との連携やテクノアカデミー等による人材育成

復興計画（第２次）
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再生可能エネルギーが飛躍的に推進され、原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可
能な社会へ向けた取組が進んでいる。

７ 再生可能エネルギー推進プロジェクト

目指す姿

１太陽光、風力、地熱、水力、バイオマスなど再生可能エネルギーの導入拡大

2 再生可能エネルギーに係る最先端技術開発などを実施する研究開発拠点の整備

3 再生可能エネルギー関連産業の誘致、県内企業の参入・取引支援

4 スマートコミュニティ等による再生可能エネルギーの地産地消の推進

プロジェクトの内容

復興計画

重点プロジェクト

復興計画（第２次）
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８ 医療関連産業集積プロジェクト

最先端の放射線医学の研究や診断・治療技術の高度化などと関連した形で、我が国をリードす
る医療関連産業の集積地域となっている。

目指す姿

（１）医療機器開発・安全評価拠点の整備

・技術開発と安全性（生物学的安全性等）を総合的に評価する拠点を整備

（２）ふくしま医療福祉機器産業推進機構の設立

・拠点の運営や薬事支援、事業化支援、人材育成等を実施

（３）医療福祉機器・介護ロボット開発ファンドの創設

（４）国際的先端医療機器の開発・実証

・世界初のBNCTの開発実証や手術支援ロボットの開発・実証について経費補助

（１）ふくしま医療産業振興拠点（創薬）の整備

医療界と産業界を円滑に橋渡しすることにより、がんを中
心とした諸疾患の新規治療薬・診断薬・検査試薬・医療機
器などの開発支援を多面的に行う。
・共同研究開発（診断薬・試薬等）
・バイオマーカー開発
・がんなどに対する医薬品の開発支援
・新規産業・雇用の創出

・医療・介護ロボット等から一般医療機器までの開発、試作・臨床研究・治験等を対象に経費補助

復興計画

重点プロジェクト

２ 創薬拠点の整備

１医療福祉機器産業の集積

プロジェクトの内容

雇用の創出
我が国の医療関連産業をリード

（５）県内企業の参入・取引支援

・産学官が連携し、医療現場のニーズ収集から研究開発、事業化、販路拡大までを一体的に支援

復興計画（第２次）
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９ ふくしま・きずなづくりプロジェクト

県内外に避難している県民の心がふくしまとつながり、避難されている方々がふるさとに帰
還することができるよう、地域コミュニティのきずなが再生・発展するとともに、震災を契機
とした新たなきずなが構築されている。

目指す姿

プロジェクトの内容

1 福島県内におけるきずなづくり

・仮設住宅等におけるコミュニティ活動への支援
・県民による復興活動への支援
・市町村等による地域づくりへの支援
・避難住民に対する情報や交流の場の提供

2 県外避難者やふくしまを応援している人とのきずなづくり

・県内外の避難者へ電子回覧板等により情報を発信するともに、
避難者の意向を把握する等双方向の取組の推進
・県外における相談・情報提供窓口等の設置
・スポーツや伝統文化、農産物の販売などを通じた交流
・ふくしまを応援してくれる人に対する感謝を込めた交流の取組
・「がんばろうふくしま！」応援店の拡大

3 ふくしまにおける復興 へ向けた取組や情報の発信

・ふくしまで頑張っている個人、団体の発掘
・テレビ、インターネットなどあらゆる媒体を複合的に活用した
国内外へ向けた正確な情報の発信

・ふくしまをテーマとした会議等の開催や誘致
・ふくしまの復興の姿の発信
・復興に向けた県のスローガン「ふくしまからはじめよう」の浸透
・緑豊かな県土の再生を全国に発信する全国植樹祭の開催

復興計画

重点プロジェクト

4  ふるさとへ戻らない人とのきずなの維持

・ふくしまの復興の状況や正確な情報の発信や提供
・県人会等組織との連携

復興計画（第２次）
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ふくしまの誇る観光資源に一層磨きをかけるとともに芸術・文化やスポーツ等のイベントを
誘致することなどにより、国内外から多くの観光客等が訪れている。

１０ ふくしまの観光交流プロジェクト

目指す姿

１ テレビ等のマスメ ディアや旅行会社、交通事業者等とのタイアップや食との連携など、

県内市町村、観光事業者が一丸となった観光復興キャンペーンの実施

２ 観光資源の磨き上げ、国内外の会議や芸術文化・スポーツ等の大会・イベントの積極的

な誘致・開催、教育旅行の再生、福島空港の活用などによる観光と多様な交流の推進

風評の払拭

・国内外への正確な情報発信

・物産展等の開催による国内外へ

の安全性のＰＲ

・県外との交流人口の回復・拡大に

よる本県の現状の理解促進

復興に向けた施策

・観光復興キャンペーンの実施
・芸術文化やスポーツの全国大会等の誘致
・国際会議等の誘致推進
・東アジアを始めとする外国人観光客受入体
制の整備促進
・教育関係者招聘や官民一体となった誘致
キャラバン、学校関係者への説明会の実施

多
く
の
観
光
客
が
訪
れ
る
ふ
く
し
ま

【ふくしまのことをきちんと伝える】

【交流によるきずなを作る】

復興計画

重点プロジェクト

福島空港

小名浜港

相馬港

プロジェクトの内容

復興計画（第２次）
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１１ 津波被災地等復興まちづくりプロジェクト

１ 津波被災地における海岸堤防の嵩上げ、海岸防災林、防災緑地、道路、鉄道など、複数
の手法を組み合わせた「多重防御」による総合的な防災力が向上したまちづくり

2 情報連絡体制や物資の確保体制の充実など地域防災計画等の見直し、防災訓練の強化や
防災リーダーの育成などによる防災意識の高い人づくり・地域づくり

３ 地域とともに取り組む土地利用の再編や復興のまちづくり計画策定及び実施

プロジェクトの内容

津波により甚大な被害を受けた沿岸地域等において、「減災」という視点からソフト・ハード
が一体となり、防災機能が強化されたまちが生まれている。

目指す姿

津波被災地域のまちづくりの検討プロセス

提示・
説明

意向

復興への思いの共有

被
災
者
（
住
民
）

行
政

・
国

・
県

・
市
町
村

復興計画

重点プロジェクト

復興まちづくりのイメージ

海岸防災林
・防災緑地

二線堤の機能
も備えた道路

鉄道農地住宅地 生活
道路

海
岸
堤
防

堤防の
嵩上げ

●津波被災地域の土地利用パターン

●津波への対応方策に応じた土地利用区分

土地利用区分に応じた

○住宅再建方策（原居住地での再建、集団移転等）

○生活再建方策（農業、漁業、商工業、再建支援方策）

○農地・漁港再生

○市街地再生 等

（ハード整備）海岸堤防・海岸防災林・防災緑地・
河川改修・道路整備・鉄道の施設・再生エネルギーの活用・
情報基盤の強化等

（ソフト対策）情報連絡体制・物資確保・防災訓練・
防災教育・ハザードマップ等

復興計画（第２次）

-20-



常磐線

只見線

かねてから県土のグランドデザインとして整備を進めてきた縦・横６本の連携軸、福島空港、
小名浜・相馬港の機能や情報通信基盤の強化された新たな県土が形成されている。

１２ 県土連携軸・交流ネットワーク
基盤強化プロジェクト

目指す姿

１ 浜通りの復興の基盤となる「浜通り軸」の早期復旧・整備と、生活を支援する道路
の整備

２ 浜通りと中通りをつなぐ復興を支援する道路や会津・中通りの東西連携道路などの
整備・強化による、災害に強く信頼性の高い本県の復興を推進する道路ネットワーク
の構築

３ 福島空港、小名浜港、相馬港の早期復旧・機能強化による、本県の物流、観光の
復興を支える基盤の整備

４ ＪＲ常磐線・只見線の早期復旧

５ 災害時における広域的な連携・連絡体制の構築

プロジェクトの内容

復興計画

重点プロジェクト

復興計画（第２次）
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プロジェクト 現況値 目標値

市町村除染地域における住宅除染の進捗率（計画戸数に占める
実績戸数の割合）

※なお、現況値は、H24.9末現在で把握できた実績値となっています。

H24年度

6.2％
（H24.9末現在で把握できた実績）

H28年度

各年度100%

東日本大震災に係る災害廃棄物の処理・処分率

※災害廃棄物推定量に対する処理完了量であり、H25までに処理・処分率100%を目指しま
す。

H23年度

12.0%
H25年度

100%

県内・県外避難者数（県全体）
県内の応急仮設住宅、借り上げ住宅等の入居者数及び県外への避難者数

※県内の応急仮設住宅・借上げ住宅などへの入居者数及び県外避難者数であり、皆減を
目指します。

H24年度

159,128人
（H24.10.1)

H32年度

0人

避難区域等の居住人口（うち帰還人口）

※[居住人口]避難指示などが解除された区域において、生活の本拠を有する人口であり、
帰還を促進することなどにより、数値の増加を目指します。
※[帰還人口]避難元の市町村に帰還した人口であり、帰還を促進することなどにより、数値
の増加を目指します。

H24年度

約40,900人
（約25,900人）

（震災前人口：約146,400人）

H32年度

増加を目指す

昼間就労者概数〔参考〕 約 28,000人
再開した病院の数（避難地域）〔参考〕 病院 0施設

原発事故による避難後の公立学校の自校再開数〔参考〕

小学校 10校
中学校 5校
高等学校 2校

甲状腺検査の受診率

※福島県健康管理調査に基づく、甲状腺検査の対象者が検査を受診した割合であり、100%
の受診を目指します。

H23年度

79.8％
H32年度

100％

医療施設従事医師数（人口10万人対）
H22年

182.6人
H32年

（増加の方向で検討中）

・ 相馬エリア
・ 双葉エリア
・ いわきエリア

※県内の医療機関に従事している医師数（人口10万人当たり）であり、数値の増加を目指し
ます。相馬エリア・双葉アリア・いわきエリアの区域の詳細については、福島県地域医療再
生計画を参照してください。

130.8人
103.0人
160.4人

保育所入所待機児童数

※保育所入所申込書が市町村役場に提出され、入所要件に該当しているものであって、現
に保育所に入所していない児童の数であり、数値の減少を目指します。

H23年度

124人
H32年度

0人

全国学力・学習状況調査結果
（全国平均正答率との比較割合、全国平均＝100）

H24年度
（小学校）　　　（中学校）

H32年度
（小学校）　　　（中学校）

・ 国語
・ 算数（数学）
・ 理科

※文部科学省が実施する全国・学力学習状況調査において、全国平均の正答率を100とし
た場合の本県の正答率であり、数値の上昇を目指します。国語、算数（数学）は、1年毎の
調査、理科は3年毎の調査となります。

     99.7   　101.9
     97.7   　　98.7
   101.3　 　102.4

  103.0以上 103.0以上
102.0以上 102.0以上
103.0以上 103.0以上

指標

環境回復

生活再建支援

県民の心身
の健康を守る

未来を担う
子ども・若者
育成

安心して住み、暮らす

指標
重点プロジェクトに関する県の取組の成果を示す主な「指標」を、福島県総合計画「ふくしま新生プラン」から再掲します。

復興計画（第２次）
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プロジェクト 現況値 目標値

農林水産業の産出額
H23年

1,895億円
（推計値）

H32年

2,920億円以上

・ 農業産出額※1
・ 林業産出額※2
・ 沿岸漁業産出額※3

※1農産物、加工農産物（農産物加工施設の販売額を含む）などの産出額であり、数値の増加を目指しま
す。なお、数値には、農業生産関連事業を含むものとします。
※2木材（素材）、栽培きのこ、薪、木炭などの産出額であり、数値の増加を目指します。
※3沿岸漁業（沖合底びき網を含む）により水揚げされた水産物のうち、産地魚市場における販売高であ
り、数値の増加を目指します。

1,782億円（推計値）

　  100億円（推計値）

13億円

  2,635億円以上
 185億円以上
100億円以上

避難地域において農業を開始した認定農業者数

※帰還困難区域を除く避難地域において、農業を開始した認定農業者の数であり、数値の
増加を目指します。

H23年度

－ 経営体
（参考：H22年度 768経営体）

H32年度

750経営体以上

製造品出荷額等

※年間の製造品出荷額、加工賃収入額、修理料及びその他の収入額の合計額であり、製
造業の経済活動の状況を図る数値として、数値の増加を目指します。

H22年

50,957億円
H32年

55,174億円以上

工場立地件数

※福島県工業開発条例に基づく、敷地面積1,000㎡以上の工場の新・増設に係る届出件数
であり、数値の増加を目指します。

H23年

52件
H32年

700件以上
（H25～32累計）

再生可能エネルギーの導入量

※福島県内の太陽光、風力などの再生可能エネルギーの発電施設の設備容量であり、数
値の増加を目指します。なお、設備容量の値は、原油換算のうちバイオマス熱利用、バイオ
マス燃料製造、温度差熱利用、雪氷熱利用の導入量を含まない値となっています。

H21年度

〔原油換算〕
1,924,379 kl

〔一次エネルギー
に占める割合〕
21.2 ％
〔設備容量〕

421.4 万kW

H32年度

〔原油換算〕
3,522,467 kl以上
〔一次エネルギー
に占める割合〕
40.2 ％以上
〔設備容量〕

740.8 万kW以上
・ 太陽光発電
・ 風力発電
・ 水力発電
  （うち小水力発電）
・ 地熱発電
・ バイオマス発電

       3.9 万kW
       7.0 万kW
    397.3 万Kw
      （1.4万kW）
       6.5 万kW
       6.6 万kW

    100.0 万kW以上
    200.0 万kW以上
    398.1 万kW以上
（2.2万kW以上）

        6.7 万kW以上
      36.0 万kW以上

再生可能エネルギー関連の工場立地件数

※福島県内に新たに再生可能エネルギー関連産業の工場が立地した件数であり、数値の
増加を目指します。

H23年

4件

H32年

70件以上
（H25～32累計）

医療機器生産額

※福島県内で生産された医療機器などの生産額であり、数値の増加を目指します。

H23年

976億円
H32年

1,750億円以上

医療福祉機器の工場立地件数

H23年

4件
H32年

70件以上
（H25～32累計）

再生可能
エネルギー
推進

医療関連産業
集積

中小企業等
復興

指標

農林水産業
再生

ふるさとで働く
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プロジェクト 現況値 目標値

NPOやボランティアと県との協働事業数

※NPOやボランティアと県との協働による事業の実施数であり、数値の増加を目指します。

H23年度

60事業
H32年度

130事業以上

ふくしまファンクラブ会員数

※福島県に興味を有する人の結びつきを強め、本県への定住・二地域居住につなげること
を目的とした「ふくしまファンクラブ」の会員登録者数であり、登録者数の増加を目指します。

H23年度

6,368人
H32年度

12,100人以上

観光客入込数

※県内観光施設ポイントの年間延べ入込数であり、数値の増加を目指します。

H22年

57,179千人
H32年

63,000千人以上

教育旅行における県内宿泊者数

※学校が主催する修学旅行、合宿、野外活動などの教育旅行において、県内宿泊施設に
宿泊した延べ人数であり、数値の増加を目指します。

H23年度

132,445人
H32年度

750,000人以上

防災緑地設置箇所数

※多重防御のため、想定を超える津波のエネルギーの減衰を目的として設置される防災緑
地の設置箇所数であり、数値の増加を目指します。

H24年度

0か所
H32年度

10か所以上

自主防災組織率

※町内会・自治体などによる防災組織に参加している世帯の割合であり、数値の上昇を目
指します。

H22年度

84.6％
H32年度

93.7％以上

七つの生活圏の中心都市間の平均所要時間

※隣接する生活圏の中心都市間（市役所・町役場）を高速道路、国道、県道などの幹線道
路を利用して移動する際の平均所要時間であり、数値の減少を目指します。

H23年度

88分
H32年度

86分以下

ＪＲ路線の運休区間の距離
　・ ＪＲ常磐線
　・ ＪＲ只見線

※原子力災害や新潟・福島豪雨災害によるJR常磐線・JR只見線の運休区間（県内）の距離
であり、区間の解消を目指します。

H24年度
（H24.10.1）

63.3 km
27.6 km

H32年度

0.0 km
0.0 km

津波被災地等
復興

まちづくり

県土連携軸・
交流

ネットワーク
基盤強化

指標

ふくしま・
きずなづくり

ふくしまの
観光交流

まちをつくり、人とつながる
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※記載の取組については、必ずしも財源が確保されたものだけではありません。 

復興ビジョンにおける３つの理念の下、７つの主要施策を実現するために必要な具体的
取組や年度計画、取組主体を位置づけ記載した。 
今後、本県においては、復興を成し遂げるため、これらを最優先に取り組む。 

「具体的取組」の構成

① 被災者住居の確保と幅広い生活支援・心のケア 

② 生活基盤・産業インフラの復旧 

③ 被災者の緊急的な雇用の確保と被災事業者の事業再開支援 

⑤ 治安体制の整備 

⑥ 広域避難している県民のきずなの維持 

⑦ 市町村の復興支援 

⑧ 原子力災害への緊急的対応 

① 日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境の整備 

② ふくしまの再生を担うこころ豊かなたくましい人づくり 

③ 未来に羽ばたく若者の夢実現 

② 避難住民とともに生み出す地域の活性化 

③ 新たな経営・生産方式による農林水産業の飛躍的発展 

① 避難住民の住環境、社会環境の整備 

⑤ ふくしまの宝を再発見し、磨きをかけ、発信する活動の推進 

④ ふるさと帰還後の新たなコミュニティづくり 

③ 新たなきずなを生かした広域的連携の推進 

① 本県産業の再生・発展 

② 新たな社会にふさわしい産業の育成と雇用の創出 

④ 産業の再生・発展に向けた基盤づくり 

② ふくしま及び東北を支える新たな県土づくり 

③ 自治体間・地域間の連携強化や相互応援による防災力の向上 

⑥ 防犯・治安体制の強化 

⑦ ソフト面での対策としての防災・減災対策や防災・減災教育の強化

④ 将来像を共有しながら進める災害に強い地域づくり 

⑧ 災害記録・教訓の世界への提言や次世代への継承 

① ハード・ソフト両面から防災機能が抜本的に強化されたまちづくり

⑤ 災害時にも安心できる保健・医療・福祉提供体制の構築 

④ 教育・医療・福祉の維持確保 

① 省資源・省エネルギー型ライフスタイルのふくしまからの発信 

② 再生可能エネルギー産業などの飛躍的発展 

① 原子力発電所に関する監視等 

② 全県におけるモニタリングの充実・強化 

③ 身近な生活空間における徹底した除染の実施 

⑤ 全ての県民の健康の保持・増進 

⑥ 原子力災害を克服する産業づくり 

⑦ 原子力に係る機関の誘致及び整備 

④ 全県における環境の回復 

⑧ 原子力発電事業者及び国の責任による、原子力災害の全損害に対
する賠償・補償に向けた取組 

応急的復旧・生
活再建支援・市
町村の復興支
援 

未来を担う子
ども・若者の育
成 

地域のきずなの 
再生・発展 

新たな時代を
リードする産
業の創出 

再生可能エネル
ギーの飛躍的推
進による新たな
社会づくり 

災害に強く、未
来を拓く社会
づくり 

原子力災害の克
服 

ふ
く
し
ま
の
未
来
を
見
据
え
た
対
応

緊
急
的
対
応

原
子
力
災
害
対
応

ⅱ 具体的取組
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（１）　応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援 

　本県は、地震、津波、原子力発電所事故による被害が広範かつ甚大であったことから、再建にはかな
りの期間を要することが想定される。そのため、インフラ復旧はもとより、被災者の住居、雇用、医
療・福祉などの応急的復旧・生活再建支援についても、今後の円滑な復興につなぐための重要な要素と
して復興ビジョンの中に位置づけ、復興の基本である一人一人の生活基盤の再建に取り組む。
　また、東日本大震災では、原子力災害に伴う避難指示等により、浜通りの多くの町村が役場機能を県
内外に移転しているなど、被災市町村が自治体として行政事務を行う上で重大な障害を負うことになっ
た。こうした中で、県は、復旧・復興に向け、広域自治体として被災市町村の執行体制の強化とともに
必要な財源の確保に連携して取り組む。
　さらに、避難住民や被災町村の役場機能を受け入れた市町村における平常時では想定されない様々な
課題に対して、受入市町村とともに、住民や役場の支援に努める。
　原子力災害については、国の責任において対応すべきであるが、収束時期が明確となっていないこと
から、原子力発電所事故の収束状況を踏まえて、放射性物質に汚染された環境の回復や廃棄物の処理な
ど、適時適切に対応していく。

1 緊急的対応

原子力災害への緊急的対応
被災者住居の確保と

幅広い生活支援・心のケア

1 緊急的対応

応急的復旧

生活再建支援

市町村の復興支援

被災者の緊急的な雇用

の確保と被災事業者の

事業再開支援

教育・医療・福祉

の維持確保
治安体制の整備

広域避難している

県民のきずなの維持

原子力災害への緊急的対応

市町村の復興支援 生活基盤・産業インフラ

の復旧

被災者住居の確保と

幅広い生活支援・心のケア
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１－（1）応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援

H23 H24 H25 H26 H27

県

快適な居住環境の整備

行政情報、生活情報に関する
きめ細かな情報提供

年度計画取組
主体

取組内容

H28～H32

具体的取組

仮設住宅の快適な居住環境の
整備

県

被災者に対する融資等
国
県

市町村

被災住宅の再建・補修などの
相談体制の確保

県

仮設住宅及び借上住宅入居者
のコミュニティの確保

国
県

市町村
民間団体

仮設住宅等における孤立の防
止

国
県

県
市町村

応急仮設住宅の供与など被災
者の居住の確保

国
県
市町村

心のケア対策

学校、事業所、地域における
県民の心のケアの推進及び仮
設住宅における癒しの空間づ

①　被災者住居の確保と幅広い生活支援・心のケア

融資などによる生活支
援

市町村
民間団体

設住宅における癒しの空間づ
くり
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１－（1）応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援

H23 H24 H25 H26 H27

漁港・市場・養殖場の復旧

砂防、地すべり、急傾斜地の
復旧

県
市町村

H28～H32

取組
主体

農地、林地、農林道、農業用
ダム、ため池、排水機場、農
業集落排水施設等の復旧

国
県

市町村

道路、河川、橋りょう、下水
道、公営住宅、公園などの復
旧

県
市町村

相馬港の復旧

②　生活基盤・産業インフラの復旧

取組内容
年度計画

具体的取組

県

国
県

市町村

公共土木施設等の復旧

国
県

市町村

海岸堤防等の復旧

工業用水の復旧 県

県
市町

小名浜港の復旧

漁港・市場・養殖場の復旧

消防施設、廃棄物処理、汚泥
処理施設、火葬場などの早期
復旧

警戒区域等の見直しに伴うイ
ンフラの復旧

県
市町村

県

災害廃棄物（がれき）処理

警戒区域等の見直しに
伴うインフラの復旧

海岸防災林の復旧

農地の除塩対策の推進

市町
団体

災害廃棄物の処理、広
域市町村圏管理施設の
復旧

国
県

国
県

市町村

県
市町村
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１－（1）応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援

H23 H24 H25 H26 H27

県

県
被災した中小企業に対する技
術的助言等

県
市町村
団体等

被災事業者への支援

県

県

全国規模の展示会等に出展す
る中小企業に対する助成

県

被災者の緊急的な雇用確保、
就職相談、職業訓練の実施

被災事業者への資金支援

県内製造業の支援拠点（ハイ
テクプラザ）の復旧

取組内容

H28～H32

年度計画取組
主体

雇用の確保

具体的取組

県
市町村
団体等

警戒区域等から移転を余儀な
くされている中小企業等に対
する融資

県

被災企業の施設・設備の復旧
補助による再開促進・流出防
止

③　被災者の緊急的な雇用の確保と被災事業者の事業再開支援

被災事業者の本格的な事業再
開までの人材確保や雇用維持
等への支援

農業法人などの経営再建のた
めの雇用の確保の促進

県

県
市町村
団体

避難先での農林漁業の再開に
対する支援

県
市町村団
体等

被災した水産業共同利用施設
の復旧・復興

農業用施設等の補修など被災
した農林漁業者等に対する支
援

止

県

県

共同利用に供する漁船建造の
支援、早急な漁業生産活動の
継続・再開支援

県

区域見直しに伴う対応
被災企業等の帰還支援や帰還
後の事業再開支援、新たな産
業の創出

国
県

市町村

農林漁業者等に対する資金融
通

農林漁業者等への支援

復興計画（第２次）

-30-



１－（1）応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援

H23 H24 H25 H26 H27

国
県

市町村
事業者

県
市町村

国
県

市町村

県
市町村

県

県

アクアマリンを始めとした被
災した生涯学習施設の早期再
開

サテライト校の設置や運営な
ど、長期避難に対応した教育
環境の整備

避難児童、生徒受け入れ学校
の教員の増員

取組
主体

県

H28～H32

医師等の医療従事者の確保と
医療機関の機能回復
浜通り地方の医療提供体制の
再構築

福祉施設等の応急復旧

取組内容
年度計画

被災した学校施設等の応急復
旧

被災した子どもたちの就学環
境等を確保するための経済的
支援

被災した障がい者の生活支援
の充実・強化と福祉サービス
提供体制の整備

医療提供体制の回復

具体的取組

福祉サービス提供体制
の復旧

国
県

教育環境の復旧

④　教育・医療・福祉の維持確保

市町村
事業者

検診等を通じた健康支援活動
の実施

県
市町村

仮設住宅への診療所や居宅介
護サービス提供施設の設置

被災者の心身の健康の
保持

スクールカウンセラーの活動
による心のケアや地域ぐるみ
の見守り活動

国
県

国
県

提供体制の整備
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１－（1）応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援

H23 H24 H25 H26 H27

H23 H24 H25 H26 H27

県

県
市町村
民間団体

ICT等を活用した避難者への
情報発信による全国各地に分
散している県民のきずなの維
持広域避難している県民

のきずなの維持

県

全国の都道府県や市町村等で
の福島県情報窓口の設置

H28～H32

具体的取組 取組内容

県

年度計画取組
主体

取組内容

被災地や仮設住宅等に
おける治安対策

具体的取組

⑤　治安体制の整備

被災した警察施設及び交通安
全施設の復旧

県

⑥　広域避難している県民のきずなの維持

仮設住宅等における治安対策
の推進

取組
主体

年度計画

H28～H32

避難指示区域等の防犯機能の
強化

復興計画（第２次）
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１－（1）応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援

H23 H24 H25 H26 H27

⑦　市町村の復興支援

役場機能を移転した町村と受
け入れた市町村の相互援助体
制構築

緊急災害時において行政機能
を低下しないよう連絡体制の
強化

市町村の復興計画策定

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

国
県

津波等被害市街地の復興整備
計画策定

国
県
市町村

役場機能が移転した町村の行
政サービスのシステム構築

県

国
県

市町村

被災市町村の行政事務や復興
事業・取組の支援及び代行

国
県

役場機能を移転した町村への
職員派遣及び町村が行う避難
住民との連絡調整

国
県

市町村

被災市町村の復興計画
策定支援・現場の意見
聴取

県
市町村

被災市町村の行政機能
の復興

役場機能が移転した町
村に対する行政機能の
回復

国
県

市町村

国土調査の促進による、市町
村の復興整備計画策定・実施 市町村聴取

市町村との意見交換の場の設
定など、現場の意見の聴取

県

効果的・効率的な復興事業実
施のための高等教育機関の英
知の活用

国立
大学
法人
県

村の復興整備計画策定・実施

復興計画（第２次）

-33-



１－（1）応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援

H23 H24 H25 H26 H27

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

仮置場現地視察会の実施など
による住民理解の促進

国
県
市町村

モニタリング強化及び
県土の環境回復

原子力災害の全損害に
対する賠償・補償に向
けた取組

国
県

市町村

身近な生活空間における放射
線量低減対策

空間線量、飲料水、農林水産
物、食品、野生鳥獣などのモ
ニタリングの強化

講習会の開催などによる除染
従事者育成の加速化

国
県

市町村

国
県

市町村

国
県

市町村

除染技術の実証などによる技
術的支援の強化

⑧　原子力災害への緊急的対応

県
市町村
団体等

国
県

市町村

福島県原子力損害対策協議会
の活動を通した取組や賠償請
求支援

農地及び農業用施設における
除染対策

森林等における除染対策、適
正な森林の整備・保全による
再拡散の防止

国
県

市町村

市町村

国
県

市町村等

国
県

国
県

放射性物質に汚染された災害
廃棄物や下水汚泥等の早急な
処理、処分先の確保

放射性物質検査の体制整備等
による食品の安全確保

国
県

市町村
団体等

国に対する、放射線に関する
各種安全基準の早急な設定や
健康に関する情報の迅速な開
示の要請

子ども、妊婦への個人線量計
の配布

国
県

長期にわたる県民健康管理調
査を通した健康の保持・増進

県民の健康管理

正な森林の整備 保全による
再拡散の防止

その他の大気、水、土壌の環
境回復

国
県

市町村
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１－（1）応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援

H23 H24 H25 H26 H27 H28～H32

年度計画

正確な情報発信、物産展・展示
会の開催等による国内外への安
全性のPR、安全性を確保する
ための仕組みの検討

国
県

具体的取組

地域ごと、分野ごとの徹底した
モニタリング調査など、放射線
量の測定体制・スクリーニング
体制の充実・強化

県

取組内容
取組
主体

テレビや映画等とのタイアッ
プを始めとした観光キャン
ペーンの強化

国
県

市町村
団体等

災害情報の迅速な伝達
等

国及び原子力発電事業者に対す
る事故に関連する即時的で透明
性の高い情報開示の要求、市町
村、県の間での災害時における
迅速な情報伝達等の対策

国
県

市町村
事業者

風評対策
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２－（1）未来を担う子ども・若者の育成

（１）　未来を担う子ども・若者の育成　

　今の若い世代が、これから復興していくふくしまの将来を担っていくことになる。しかし、現在、地

震や津波、原子力発電所事故の影響などにより多くの児童・生徒が地元を離れ、さらに県外にまで避難

を強いられた子どもたちも少なくない。ふくしまの地で次の世代を育成できるように、特に子どもたち

やその親たちの放射性物質の汚染により生じた不安を取り除くだけではなく、さらにふくしまだからこ

そ子育てしたいと思われる環境を作っていく。

　一方、この大震災によって、多くの若者たちは、命の尊さ、人間と環境との関わり、自ら判断する力

の大切さ、自分たちが社会を構成し、動かす力を持っていること、そして、ふくしまが世界と直接つな

がっていることなどを実感することになった。こうした状況は、世界に通ずる人づくりをするに当たっ

ての重要な基礎となり得るものであり、この大震災の体験を生かしたふくしまならではの教育により、

若者たちが力を十分に発揮し、自分の夢を叶えることができるふくしまを目指す。

日本一安心して子どもを生み、

育てやすい環境の整備

2 ふくしまの未来を見据えた対応

未来に羽ばたく若者の夢実現

未来を担う子ども・若者の育成

ふくしまの再生を担うこころ

豊かなたくましい人づくり

日本一安心して子どもを生み、

育てやすい環境の整備

2 ふくしまの未来を見据えた対応
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２－（1）未来を担う子ども・若者の育成

H23 H24 H25 H26 H27

大震災・原子力災害へ
の対応

放射線量の徹底した低減と適
時・適切な情報提供

国
県

市町村

子どもや親の不安や悩みに対
する相談体制の整備

学校や保育所等における給食
の検査体制の整備

県
市町村

県

就学等への経済的支援
県

市町村

子どもを生み、育てや
すい環境整備の更なる

県民健康管理事業によるきめ
細かな健康管理の推進

国
県

市町村

①　日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境の整備

県
市町村

取組内容具体的取組
取組
主体

年度計画

H28～H32

子どもたちのスポーツ・文化
活動促進や遊びの場の提供、
子育て支援者の人材育成など
地域ぐるみの子育て環境の整
備

国
県

市町村

災害に強く、地域コミュニ
ティの拠点となる教育・福祉
施設の整備

国
県

市町村

子育て関係施設の整備や心の
ケアに関する取組など子育て
環境の整備

国
県

市町村

震災孤児等への経済的支援
県
市町村

救急医療体制や小児・周産期
医療体制など医療サービスの
提供体制の強化、保育料の減
免をはじめとした保育サービ
スの充実

子どもを生み、育てや
すい環境整備の更なる
推進

国
県

市町村

１８歳以下医療費無料化
県

市町村
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２－（1）未来を担う子ども・若者の育成

H23 H24 H25 H26 H27

確かな学力の育成

少人数教育を生かした少人数
指導の充実、魅力ある教材の
開発、教員の資質向上等によ
る確かな学力の育成

県
市町村

②　ふくしまの再生を担うこころ豊かなたくましい人づくり

具体的取組

豊かな心の育成

道徳教育やボランティア等の
体験活動の一層の推進による
豊かなこころの育成

県
市町村

避難した子どもたちに対す
る、ふるさととの交流機会の
提供

県

健康・体力の増進

公園の除染など子どもたちが
屋外で安心して遊び、運動で
きる環境の整備

国
県

市町村

子どもたちが自ら健康の保
持・増進を図ることができる
ような健康教育及び食育の推
進

県
市町村

将来のふくしまを担う
人づくり

理数教育、防災教育の大幅な
充実や国際化の進展に対応で
きる人づくりなどによる、ふ
くしまならではの教育の推進

県
市町村

再生可能エネルギーや医工連
携の分野など、ふくしまの将 県

地域が一体となった教
育の推進

学校・家庭・地域が一体と
なった地域全体での教育の推
進

県
市町村

取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

H23 H24 H25 H26 H27

中・高校生や大学生など若者
の社会参画の促進

県

幅広い視野や国際感覚を持つ
若者の育成のための国内外の
地域との積極的な交流の実施

県

若者の夢実現に向けた
取組

人の痛みを理解し、優しい気
持ち、思いやりを持った若者
の育成

県

各大学が行う復興に関する取
組への支援など県内高等教育
の充実

県
国立大学
法人

H28～H32

具体的取組 取組内容
取組
主体

携の分野など、ふくしまの将
来の産業を担う人づくり

県

③　未来に羽ばたく若者の夢実現

年度計画
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２－（２）地域のきずなの再生・発展

（２）　地域のきずなの再生・発展

　地震、津波、原子力発電所事故により、県民は、着の身着のままで県内外に散り散りに避難すること

を余儀なくされ、地域によっては、避難生活が長期間続くこととなっている。

　このような状況だからこそ、県民それぞれが、ふくしまらしさを問い、ふるさとへの思いを見つめ直

し、ふるさとに対する誇りを大事にすることが必要である。年齢、性別、障がいの有無などにかかわら

ず、人間の幸福にとって、コミュニティ（地域）の存在は欠かすことはできない。本県に息づく温かい

県民性と互いを支え合う地域社会のきずなを再生し、ふるさと帰還後に誇りを持って新たな形に発展で

きるようにしなければならない。

　そのため県は、地域をつなぐ活動を推進するとともに、男女が共に参画し、子ども、障がい者、高齢

者等、あらゆる人々が住みやすいコミュニティを目指す。また、県民それぞれのふるさとに対する思い

を発信しながら、新たに生まれた国内外の人々とのきずなをふくしまの未来につなげていく。

ふるさと帰還後の新たな

コミュニティづくり

ふくしまの宝を再発見し、

磨きをかけ、発信する活動の

推進

避難住民の住環境、社会

環境の整備

新たなきずなを生かした

広域的連携の推進

ふるさと帰還後の新たな

コミュニティづくり

ふくしまの宝を再発見し、

磨きをかけ、発信する活動の

推進

地域のきずなの再生・発展

避難住民とともに生み出す

地域の活性化

避難住民の住環境、社会

環境の整備
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２－（２）地域のきずなの再生・発展

H23 H24 H25 H26 H27 H28～H32

避難住民の住環境・社
会環境の整備

自主避難者への対応

国
県

当面ふるさとへ戻らな
い人への支援

県内へ帰還する方のための住
宅再建・確保の支援

県

ＮＰＯ等の団体による支援活
動の環境整備や住民の自治組
織の形成

県
民間団体

県内自主避難者に対する借上
住宅の供与

ふくしまの今の姿の情報発信

国
県

避難先で安心して暮らし、最
終的には帰還できるためのき
め細かな情報の提供

①　避難住民の住環境、社会環境の整備

県
市町村

避難住民が新たな避難先に移
転する際の居住環境の整備、
コミュニティ確保

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

復興公営住宅の整備
県

市町村

国
県

市町村

住宅の二重ローン対策など被
災者の住宅再建対策

県

避難者を支える仕組み
づくり

避難者を把握するための仕組
みづくり

宅再建・確保の支援

避難場所に関する証明の仕組
みづくり

個人情報保護法（条例）の弾
力的運用

国
県

国
県

国
県

子ども・被災者支援法に基づ
く施策の具体化及び活用

国
県
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２－（２）地域のきずなの再生・発展

②　避難住民とともに生み出す地域の活性化

H23 H24 H25 H26 H27

③　新たなきずなを生かした広域的連携の推進

H23 H24 H25 H26 H27

年度計画

H28～H32

H28～H32

具体的取組

新たなきずなを生かし
た広域的連携の推進

震災を契機とした新たなきず
なを次世代へと継承し、広域
連携と復興のシンボルとなる
きずなの森林づくりの推進

県
市町村
民間団体
等

医療や食料・生活物資の提
供、人材の派遣、「がんばろ
う　ふくしま！」運動への参
画等、新たなきずなを生かし
た広域連携の推進

取組内容

避難先で得た自治体や団体等
との新たなきずなを生かした
広域連携の推進

県

県
市町村
民間団体

避難住民による事業の再開・
起業等による、過疎・中山間
地域を始めとした県内各地域
の活性化

県
市町村
団体等

具体的取組

取組内容
取組
主体

避難住民とともに生み
出す地域の活性化

取組
主体

年度計画
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２－（２）地域のきずなの再生・発展

④　ふるさと帰還後の新たなコミュニティづくり

H23 H24 H25 H26 H27

高齢者や障がい者を支

取組
主体

ふるさと帰還の促進

復興に従事する作業員等の宿
舎の確保

県

女性を始め、若者、高齢者等
を含めた多様な主体との連携

県
市町村
民間団体

県

県
市町村
民間団体
等

商店街活性化など地域のにぎ
わいづくり

買い物支援や生活交通の確保
など高齢者や障がい者のため

県

年度計画

H28～H32

女性を始めとした生活
者目線からの地域づく
り

住民によるコミュニ
ティの再生

若者から高齢者まで多くの住
民が集い、地域の課題に対処
する取組の推進

県
市町村
民間団体
国立大学
法人

県
民間団体

地域全体での見守り活動を始
めとした高齢者と地域住民と
の交流の場の設置

地域の歴史・文化を学び、再
発見する取組の推進

国
県

市町村

生活インフラの復旧整備など
避難指示解除後の帰還のため
の環境整備

取組内容具体的取組

高齢者や障がい者を支
えるまちづくり

障がい者一人一人がその人ら
しく自立した生活ができるよ
う、ユニバーサルデザインに
配慮された社会づくり

県

など高齢者や障がい者のため
のサービスや住宅の整備

民間団体
等
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２－（２）地域のきずなの再生・発展

⑤　ふくしまの宝を再発見し、磨きをかけ、発信する活動の推進

H23 H24 H25 H26 H27

取組
主体

年度計画

H28～H32

取組内容具体的取組

日本陸上競技選手権大会の開
催

県

伝統、自然、景観の保
存、芸術・文化・ス
ポーツの振興

地域の伝統文化や自然などの
継承、保存、振興

県
市町村
民間団
体

ふるさとの景観の再生、魅力
の向上

全国大会や国際大会の誘致な
どによる芸術文化・スポーツ
の振興

県

ふくしまをテーマに議論する
国際会議などの開催

県
大学等
民間団

国内外へのふくしまの
宝の情報発信

ふくしまの復興の姿を発信 県

県
市町村

豊かな森林を再生する県民運
動の推進と全国植樹祭の開催

県
市町村
民間団
体

県民運動の取組の推進による
本県のイメージの再生

県

国際会議などの開催 民間団
体
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２－（３）新たな時代をリードする産業の創出

（3）　新たな時代をリードする産業の創出

　本県産業は、基幹産業である農林水産業、製造業、商業、観光業を始め、あらゆる分野において、地
震や津波災害に加え、さらには、原子力災害及びそれに伴う風評により、まさに存亡の危機に立たされ
ているといっても過言ではなく、企業が県外に流出するという危機にも直面しており、企業が県内で存
立するための取組を推進する。
　本県産業を大震災前の状況に戻すことが喫緊の課題であることはもとより、浜通りを始めとして、県
内全域において、多くの就業の場も失われている。特に、原子力発電所に代わる雇用を確保する必要が
あることから、環境と共生した豊かなふるさとの未来を描きながら、新たな時代を牽引する産業づくり
に取り組む。
　これらによって、地域の雇用を生み出し、女性、高齢者、障がい者なども含めた全員参加の経済社会
を目指すとともに、若者たちにとっても、将来に夢と希望を持つことができる県づくりを進める。

本県産業の再生・発展
産業の再生・発展に向けた

基盤づくり

新たな時代をリードする産業の

創出

新たな社会にふさわしい

産業の育成と雇用の創出

本県産業の再生・発展

新たな経営・生産方式に

よる農林水産業の飛躍的発展

産業の再生・発展に向けた

基盤づくり

新たな時代をリードする産業の

創出
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H23 H24 H25 H26 H27 H28～H32

民間活力による復興まちづく
り

地域コミュニティの核となる
地場商店街のにぎわいづくり

県

県
市町村
民間団体

県

被災した市街地と産業
の再生

①　本県産業の再生・発展

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

製造業等の再生

移転を余儀なくされた被災事
業者の事業再建

県

被災事業者がふるさとに帰還
する際の事業再建

県

緊急雇用創出基金等を活用し
た避難住民に対する就業の場
の確保

医療機器、半導体、輸送用機
器など従来進めてきた産業ク
ラスターづくりの一刻も早い
再開と更なる集積

県

県

企業立地補助制度など企業誘
致・企業流出防止

県産品の流通拡大
市場性の高い商品や基盤技術
の開発支援、販路開拓

県
団体

地場商店街のにぎわいづくり
県

地域産業の６次化の飛
躍的推進

農林水産業と観光との連携、
加工分野の育成、流通システ
ムの構築、担い手の育成

県
団体
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２－（３）新たな時代をリードする産業の創出

H23 H24 H25 H26 H27

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

②　新たな社会にふさわしい産業の育成と雇用の創出

県

放射線医学の研究や診断・治
療技術の高度化と関連する医
療機器産業の集積や創薬開発

県

県
ふくしまを舞台とした様々な
ＭＩＣＥの誘致

磐梯山ジオパークの強化と国
内外への発信

未来に向けた新たな知
の拠点の創出

国
県

県

観光交流の再生・発展

ＪＲデスティネーションキャ
ンペーンなど観光復興キャン
ペーンの継続的展開

県
ＪＲ東日
本

関係団体

県

県

再生可能エネルギー関連分野
を始めとした世界的な研究
者・技術者の招聘、国際的研
究機関との連携

福島空港等を活用した広域的
で裾野の広い人的交流の拡大

地域産業と県内高等教育機関
との連携強化

海外のマスコミ・旅行関係者
等の招聘、海外でのプロモー
ション活動の実施、外国人観
光客の受入体制の整備

原子力発電に代わる新
たな産業の集積

再生可能エネルギー関連産業
を始めとした多様な産業の集
積

国
県

療機器産業の集積や創薬開発

介護福祉サービスや介護福祉
機器産業など高齢化を見据え
た産業づくりの推進

県

県

医療機器の開発や治験等への
一体的な支援

手術支援ロボットなど国際的
先端医療機器の開発への支援

県

県

産業人材の育成

事業者の自己研鑽や企業・団
体の研修制度への支援、専門
的かつ実践的な教育訓練など
による産業人材の育成

県

国内外からの資金・人
材の調達

産業育成などを目的とした基
金の造成や復興のための組織
の設立等による資金調達

県
市町村
民間団体

医療関連産業の推進

県
技術開発支援など県内企業の
参入・取引支援

医療機器の安全性評価や事業
化支援を行う拠点の整備
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H23 H24 H25 H26 H27

安全な生産流通体制の
確保と情報の積極的発
信

ＧＡＰやトレーサビリティシ
ステムなど消費者の安心感を
高める取組推進

新たな経営・生産方式
の導入による農業再生
モデル構築 再生可能エネルギーを活用し

た野菜工場などの大規模施設
園芸団地の形成

県
市町村
団体

営農集団
等

大規模農業法人や集落営農組
織等の育成

県
市町村
団体等

県
市町村
団体等

森林施業と放射性物質の除
去・低減を一体的に実施

県
市町村
団体

③　新たな経営・生産方式による農林水産業の飛躍的発展

農地・農業用施設の復旧とあ
わせた大区画ほ場の整備

県

情報の積極的発信を通じた消
費者とのきずなの構築による
ふくしまブランドの飛躍的推
進

県
市町村
団体等

生産基盤の回復と経営の協業
化による足腰の強い畜産経営
体の育成

具体的取組 取組内容
取組
主体

県
市町村
団体等

年度計画

H28～H32

女性の視点を活用した食の安
全・安心に関する取組の推進

県
市町村
団体等

漁業の復興

経営の協業化や低コスト生産
による収益性の高い漁業経営
の推進

県
団体等

適切な資源管理と栽培漁業の
再構築

林業の復興

区域見直しに伴う対応

木材等林産物のモニタリング
など県産材の安定供給体制の
構築

再生可能エネルギーとしての
木質バイオマスの利用促進

去・低減を一体的に実施 団体
等

県
市町村等

県
団体等

県
市町村
団体
等

営農の再開・農業の再生に向
けた調査研究を行う拠点の整
備

国
県

農林水産業の復興を担
う人材の育成

農林漁業者に対する新たな経
営・生産方式の習得等の機会
の提供

県
市町村
団体

営農集団
等

避難指示解除区域における農
林水産業の再生

県
市町村
団体

営農集団
等
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H23 H24 H25 H26 H27

農地整備や海岸保全施設の整
備など農林水産業基盤の強化

漁港施設の早期復旧と整備の
推進

国
県

市町村
工業団地の整備

福島空港を物流拠点として活
用するなどの積極的活用

除塩や地力回復など農地の早
期回復と利用集積の促進

国
県

市町村
団体等

県

高規格幹線道路網の整備の促
進

ブロードバンドや携帯電話等
の情報通信利用環境の整備

国
県

市町村
事業者

国
県

市町村

国
県

市町村

県
市町

取組内容
取組
主体

年度計画

小名浜港や相馬港などの整備
及び利用促進

国
県

H28～H32

具体的取組

④　産業の再生・発展に向けた基盤づくり

産業の再生・発展に向
けた基盤づくり

コンベンション機能の強化

備など農林水産業基盤の強化

国
県

市町村
団体等
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２－（４）災害に強く、未来を拓く社会づくり

(４)　災害に強く、未来を拓く社会づくり 

　東日本大震災では、東北地方の沿岸域約500kmの極めて広範囲にわたり、道路、鉄道、港湾などの
インフラが壊滅的打撃を受け、沿岸地域での交通・通信が途絶えてしまった。
   また、原子力災害により住民は、これまで経験したことのない、市町村の範囲を超えた広域避難を強
いられ、その情報伝達・避難誘導は困難を極めた。さらに、保健・医療・福祉提供体制の確保という面
でも、大きな課題を残した。
　そのため、地域防災計画等の見直しを行い、代替手段を持った災害に強いまちづくりを進めるととも
に、「減災」という観点から、ハード面の整備、土地利用の再編はもとより、災害時において、安全な
場所に確実に逃げるという意識の向上を図るなど、ソフト面の防災対策を充実させ、地域の総合的な防
災機能を強化する。
　また、地域コミュニティの防犯機能の強化を図り、県民の安全・安心の確保を図る。
　さらに、従来から懸念されていた人口減少・超高齢化が、今回の大震災によってさらに加速するおそ
れがあることから、人口減少・超高齢化に対応した社会づくりを推進する。

災害記録・教訓の世界

への提言や次世代への継承

ソフト面での対策として

の防災・減災対策や防災・

減災教育の強化

災害に強く、

未来を拓く社会づくり

ふくしま及び東北を支える

新たな県土づくり

ハード・ソフト両面から

防災機能が抜本的に強化さ

れたまちづくり

自治体間・地域間の連携

強化や相互応援による防災

力の向上

将来像を共有しながら

進める災害に強い地域づくり

災害時にも安心できる

保健・医療・福祉提供体制

の構築

防犯・治安体制の強化

災害記録・教訓の世界

への提言や次世代への継承

ソフト面での対策として

の防災・減災対策や防災・

減災教育の強化

災害に強く、

未来を拓く社会づくり

ふくしま及び東北を支える

新たな県土づくり

ハード・ソフト両面から

防災機能が抜本的に強化さ

れたまちづくり
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H23 H24 H25 H26 H27

ライブカメラの設置等による
海岸及び河口部状況の情報提
供

H28～H32

福島県及び市町村の地域防災
計画の見直し

福島県・市町村耐震改修促進
計画及び県有施設・建築物の
耐震計画の見直し

県有建物の再配置・集約・共
同利用などの推進による防災
機能の強化

災害に強い道路ネットワーク
の構築など交通基盤の代替手
法の検討

大規模災害発生時に備えた燃
料等の備蓄体制の構築

県

災害時における情報通信手段
の強化

各種の防災計画の見直
し

県
市町村

県

県
市町村

①　ハード・ソフト両面から防災機能が抜本的に強化されたまちづくり

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

防災情報の提供 県

代替手法の確保とネッ
トワーク化等

県

国
県

市町村
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２－（４）災害に強く、未来を拓く社会づくり

H23 H24 H25 H26 H27

東北中央自動車道の整備
（相馬～福島間)

年度計画

H28～H32

東北中央自動車道の整備
（福島～米沢間)

常磐自動車道の整備
（南相馬～相馬間）

常磐自動車道の整備
（相馬～山元間）

NEXCO

NEXCO

②　ふくしま及び東北を支える新たな県土づくり

具体的取組 取組内容
取組
主体

県

県

NEXCO

NEXCO
県土を形成する基幹的
交通基盤の早期復旧と
災害に強い道路ネット
ワークの構築

県
国

県
国

常磐自動車道の整備
（常磐富岡～南相馬間）

磐越自動車道の4車線化整備
（会津若松～新潟間）

東西の連携軸の強化等、復興
道路ネットワークの整備、
「ふくしま復興再生道路」の
整備

会津縦貫道の整備

JR東日
本

県

県土を形成する基幹的
交通基盤の早期復旧と
整備促進

JR常磐線の早期復旧・基盤
強化（宮城県亘理駅～相馬駅
間）

JR東日
本

JR只見線の早期復旧（会津
川口駅～大白川駅（新潟
県））

JR東日
本

県
国

市町村の復興計画と整合を
図った道路整備

JR常磐線の早期復旧・基盤
強化（原ノ町駅～広野駅間）

会津縦貫道の整備
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H23 H24 H25 H26 H27

年度計画

③　自治体間・地域間の連携強化や相互応援による防災力の向上

県
国

ダム・ため池などの耐震性の
強化

取組内容

福島空港の防災機能強化

具体的取組

港湾・空港の機能強化

県
国

県
国

県

公共防災拠点施設、道
路、港湾、下水道等の
防災機能の強化

県
国

県

H28～H32

県庁など公共防災拠点施設の
防災機能強化

取組
主体

県有建築物・民間建築物等の
耐震化の推進

小名浜港東港地区国際物流
ターミナルの整備（国際バル
ク戦略港湾としての機能強
化）

相馬港3号ふ頭地区国際物流
ターミナルの整備

道路・港湾・上下水道などの
防災機能の強化

国
県

市町村

H23 H24 H25 H26 H27

災害時における応急仮設住宅
や民間賃貸住宅に関する協定
締結の推進

自治体間・地域間の連
携強化や相互応援によ
る防災力の向上

県

他県・団体との災害協定締結
の推進や市町村間の災害協定
締結の推進や災害時の応援・
受援体制の整備

H28～H32

③ 自治体間 地域間の連携強化や相互応援による防災力の向上

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

県
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H23 H24 H25 H26 H27

H23 H24 H25 H26 H27

地震・津波に強い地域
づくり・コミュニティ
づくり

H28～H32

土地区画整理事業などを活用
した多重防御によるまちづく
り

県
市町村

都市防災機能の整備や地域活
性化の仕掛けづくりなど地
震・津波被害地域における持
続可能なまちづくり・地域づ
くり

県
市町村
民間団体

土地利用ゾーニングにより防
災機能を向上させた農村づく
り

県
市町村

⑤　災害時にも安心できる保健・医療・福祉提供体制の構築

取組
主体

年度計画

H28～H32

災害に強く、安全・安
心なまちづくり

住宅の耐震化等で地域の実情
に応じた、災害に強く安全・
安心なまちづくり

国
県

市町村
民間団体
等

防災林の造成など森林の防災
機能の強化による地域の防災
機能の向上

国
県

市町村
民間団体
等

④　将来像を共有しながら進める災害に強い地域づくり

年度計画

具体的取組 取組内容

具体的取組 取組内容
取組
主体

H23 H24 H25 H26 H27

県
市町村

災害時要援護者への情報提供
や避難誘導体制の強化

保健・医療・福祉提供
体制の整備

保健・医療・福祉に係る専門
スタッフ、施設・設備の確保
等、サービスの提供体制の整
備

国
県

市町村

災害時における避難誘
導及び保健・医療・福
祉の連携体制

災害時のマニュアル整備など
保健・医療・福祉に関する連
携体制の構築

県
市町村

県
市町村

県
市町村

福祉避難所の設置、要介護者
の災害時の緊急的相互受け入
れ体制の整備

広域避難を想定した保健・医
療・福祉提供体制の整備

復興計画（第２次）

-53-



２－（４）災害に強く、未来を拓く社会づくり

H23 H24 H25 H26 H27

H23 H24 H25 H26 H27

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

⑥　防犯・治安体制の強化

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

ソフト面での防災・減
災対策や防災・減災教
育

地域の防災体制強化、防災
リーダーの育成、地域住民と
の情報の共有化

県

学校や地域・職場における防
災教育・防災訓練などの防災
活動の強化

県
市町村
団体

H28～H32

県

警察活動基盤・防犯ネット
ワークの整備

防犯リーダーの育成、防犯教
育・啓発の展開、確実な情報
通信手段の強化

暴力団等反社会的勢力の排除
気運の向上

防犯・治安体制の強化

⑦　ソフト面での対策としての防災・減災対策や防災・減災教育の強化

県

県

H23 H24 H25 H26 H27

災害記録・教訓の世界
への提言や次世代への
継承

犠牲者の鎮魂と、体験や記
録、教訓を次世代へ継承する
ためのアーカイブセンターの
設置

国
県

市町村

⑧　災害記録・教訓の世界への提言や次世代への継承

H28～H32

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画
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２－（５）再生可能エネルギーの飛躍的推進による新たな社会づくり

(５)　　再生可能エネルギーの飛躍的推進による新たな社会づくり

　今回の原子力災害により、ふくしまは深く傷ついた。原子力発電所の安全性に対する信頼が根底から
崩れた今、本県は、原子力への依存からの脱却を目指す。一方、これまで人類が追い求めてきたエネル
ギー活用による便利さや快適さを放棄することも困難である。本県は、地球環境の保持と経済的な発展
をいかに両立させるかという課題を解決しなければならない。
　本県は、この課題に立ち向かい、21世紀が人類にとって環境問題を真剣に考えなければならない時代
であるという原点に立ち返り、真に持続可能な社会モデルを国内はもとより世界に対して発信する先進
地を目指していく。
　そのため、再生可能エネルギーに関する最先端の研究拠点の誘致、関連産業の集積、省エネルギーや
地域でエネルギー自立を図る取組などを強力に進める。

省資源・省エネルギー型

ライフスタイルのふくしま

からの発信

再生可能エネルギー産業

などの飛躍的発展
再生可能エネルギーの飛躍的

推進による新たな社会づくり

省資源・省エネルギー型

ライフスタイルのふくしま

からの発信

再生可能エネルギー産業

などの飛躍的発展
再生可能エネルギーの飛躍的

推進による新たな社会づくり
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２－（５）再生可能エネルギーの飛躍的推進による新たな社会づくり

H23 H24 H25 H26 H27 H28～H32

省資源・省エネルギー
活動の推進

県

県

地球温暖化防止のための福島
議定書事業の推進

省エネ設備等導入促進

①　省資源・省エネルギー型ライフスタイルのふくしまからの発信

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

公共交通機関の利用拡大

建築物の低炭素化の推進

県

県

家庭における省資源・
省エネルギー型ライフ
スタイルの推進

国
県

国
県

県

スマートコミュニティの実
証・実用化

資源・エネルギー循環のライ
フスタイルの再評価・情報発
信

太陽光発電システムなど各家
庭における再生可能エネル
ギーの普及

企業、団体、公共施設におけ
る再生可能エネルギー設備の
導入促進

国
県

企業・団体における省
資源・省エネルギー活
動の推進

導入促進
県

県
民間団体

ICTによる流通インフラの構
築など共同物流システムの導
入促進

ビルや工場などの建物の省エ
ネルギーに必要なサービスを
包括的に提供するＥＳＣＯ事
業の導入促進

県
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２－（５）再生可能エネルギーの飛躍的推進による新たな社会づくり

H23 H24 H25 H26 H27

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

②　再生可能エネルギー産業などの飛躍的発展

研究拠点の整備
国
県

再生可能エネルギーや関連部
門の世界レベルの研究拠点の
整備

再生可能エネルギーに
よる発電や熱利用の推
進

住宅への太陽光発電設備の設
置や農地法の規制緩和等によ
る再生可能エネルギーの導入
推進

国
県

市町村等

太陽光パネルや風力・小水力
等の発電用部品の製造、組立
て、システム開発、蓄電池の
製造等の振興

国
県

再生可能エネルギー関
連産業の集積と雇用の
創出

県内企業の参入・取引支援
国
県

エネルギーの地産地消
による持続可能なモデ
ルの構築

国
県

スマートコミュニティの実証

低炭素化のための取組
の推進

国
県

事業者

高効率の火力発電の開発・推
進や火力発電への木質バイオ
マスの利用等の促進
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３－（1）原子力災害の克服

（１）　原子力災害の克服 

　原子力災害が進行中であり、本県は深刻な影響を受け続けていることから、本県の復興に当たって原
子力災害対策が極めて重要な位置を占める。また、原子力災害による影響は、環境、健康、産業、教育
などあらゆる分野に及ぶとともに、世代を越えて長期にわたることが想定される。
　本県は、原子力に依存しない社会を目指しており、国及び原子力発電事業者に対し、県内の原子力発
電所についてはすべて廃炉とすることを求める。廃炉が完了するまで、国及び原子力発電事業者の責任
の下、廃炉作業が安全に進められ、原子力関連施設及び周辺地域の安全性が確保されなければならな
い。なお、本県を放射性廃棄物の最終処分場としない方針を堅持する。
　国及び原子力発電事業者は、原子力発電が安全であるとして国策として推進してきた責任、汚染され
た土壌、水などを元の状態に戻す責任、そして、原状回復に至るまでの間に生じる損害についての責任
があり、これらを全うすることを強く求める。
　本県は、この難局を乗り越え、すべての県民が安全で安心に暮らすことのできる社会を目指すため、
環境回復についての研究拠点や放射線影響に関する医療拠点を整備し、除染を進めるとともに、健康第
一の考え方を前面に打ち出し、全国にも誇れるような健康長寿県を目指す。
　さらに、原子力に係る国際的機関の誘致を含め、世界最先端の知見・頭脳を本県に招致し、事故後の
原子力発電所の安全の確保とその監視に取り組んでいく。

３ 原子力災害対応

原子力発電事業者及び

国の責任による、原子力

災害の全損害に対する

賠償・補償に向けた取組

原子力発電所に関する監視

等

３ 原子力災害対応

身近な生活空間における

徹底した除染の実施

全県における環境の

回復
全ての県民の健康の

保持・増進

原子力災害を克服する

産業づくり

原子力発電事業者及び

国の責任による、原子力

災害の全損害に対する

賠償・補償に向けた取組

原子力に係る機関の

誘致及び整備

原子力災害の克服

全県におけるモニタリング

の充実・強化

原子力発電所に関する監視

等
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３－（1）原子力災害の克服

H23 H24 H25 H26 H27

H23 H24 H25 H26 H27

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

①　原子力発電所に関する監視等

空間線量、飲料水、農林水産
物、食品、野生鳥獣などのモ

国
県

②　全県におけるモニタリングの充実・強化

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

災害情報の迅速な伝達
等

国及び原子力発電事業者に対
する事故に関連する即時的で
透明性の高い情報開示の要
求、市町村、県の間での災害
時における迅速な情報伝達等
の対策

国
県

市町村
事業者

廃炉に向けた本県独自
の安全監視態勢の構築

国及び原子力発電事業者が示
した工程の進捗状況、廃炉に
向けた取組状況に対する監視
と県民へのわかりやすい情報
提供

国
県

市町村
事業者

安全確保協定の見直し

国
県

市町村
事業者

廃炉作業員の健康管理等の監
視

国
県

市町村

全県におけるモニタリ
ングの充実・強化

物、食品、野生鳥獣などのモ
ニタリングの強化

県
市町村

モニタリング結果の一元的解
析・評価と県民へのわかりや
すい情報発信

国
県
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３－（1）原子力災害の克服

H23 H24 H25 H26 H27

H23 H24 H25 H26 H27

身近な生活空間におけ
る徹底した除染

講習会の開催などによる除染
従事者育成の加速化

国
県

市町村

除染技術の実証などによる技
術的支援の強化

国
県

市町村

仮置場現地視察会の実施など
による住民理解の促進

国
県

市町村

放射性物質に汚染された災害
廃棄物や下水汚泥等の早急な
処理、処分先の確保

国
県

市町村

環境回復・創造のための、国
内外の英知を結集した調査研

H28～H32

④　全県における環境の回復

身近な生活空間における放射
線量低減対策

国
県

市町村

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

国

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

③　身近な生活空間における徹底した除染の実施

国
県

市町村

研究成果や実証事例などの情
報の国内外への発信

内外の英知を結集した調査研
究・技術開発・実証実験、国
際的な研究拠点の整備

農地及び農業用施設における
除染の推進

森林等の除染の推進、適正な
森林の整備・保全による再拡
散の防止

その他の大気、水、土壌の環
境回復

仮設焼却炉等の整備
国
県

市町村

環境回復・創造のため
の国内外の英知を結集
した調査研究

国
県

建設副産物の処理
復旧・復興工事等から発生す
る放射性物質に汚染された建
設副産物の適正な処理の推進

国
県

市町村等

全県全土の環境回復
国
県

市町村

国
県

国
県

市町村
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３－（1）原子力災害の克服

H23 H24 H25 H26 H27

H23 H24 H25 H26 H27

長期間にわたる県民健康管理
調査を通した健康の保持・増
進

取組内容

国
県

保健医療拠点の整備

国
県
医科
大学

国際的な保健医療機関等との
連携・協働

最先端医療設備による早期診
断及び早期治療の実施、最先
端医療の提供に必要な人材の
確保・育成などの機能を持つ
ふくしま国際医療科学セン
ターの整備

⑤　全ての県民の健康の保持・増進

国
県

放射性物質検査の体制整備な
どによる食品の安全確保

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32

⑥　原子力災害を克服する産業づくり

具体的取組
取組
主体

年度計画

県民の健康確保

国
県

市町村
団体等

疾病予防・早期発見・早期治
療による保健医療先進県の創
造

国
県

国

H28～H32

県
放射能や食の安全に関する知
識の普及

安全で消費者に信頼さ
れる農林水産物の生産
技術の開発普及

放射性物質の農産物への吸収
抑制のための研究等

国
県

原子力災害対策と関連
させた新たな産業の育
成

放射性物質の除去や処理技術
に関する技術開発及び産業化
の推進

国
県

放射線医学推進と関連させた
医療機器の開発及び産業化

国
県

各産業における放射線
による影響監視システ
ムの確立及び情報発信

農林水産物、工業製品等の放
射能・放射線量測定及び情報
の迅速・的確な公表

国
県

市町村
団体等
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３－（1）原子力災害の克服

H23 H24 H25 H26 H27

H23 H24 H25 H26 H27

H28～H32

⑦　原子力に係る機関の誘致及び整備

廃炉に関する研究拠点の整備
促進

国
県

事業者

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

原子力に関する国際的研究機
関や監視機関の誘致、廃炉基
準などの安全管理や放射線に
関する高度技術の開発促進

国
県

原子力に係る機関の誘
致及び整備

原子力災害の全損害に
対する賠償・補償に向
けた取組

福島県原子力損害対策協議会
の活動を通した取組や賠償請
求支援

県
市町村
団体等

⑧   原子力発電事業者及び国の責任による、原子力災害の全損害に対する賠償・
      補償に向けた取組

具体的取組 取組内容
取組
主体

年度計画

H28～H32
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本県は、地理的条件や歴史的・

くりを進めてきた。一方、東日本大震災

風評による被害の状況が地域ごとに

そこで、本節では、生活圏を基礎

け、各エリアで重点的に推進する

具体的な取組として、エリア固有

また、各エリアに共通する取組

して進めることにより、本県全体

なお、政府は、平成２４年４月

指示解除準備区域」「居住制限区域

県は、放射線量等により長期間避難

ながら立ち向かっていくとともに

が加速するよう取り組んでいく。

さらに、原子力災害の長期化に

に伴う地域ニーズの変化が生じている

かに対応していく。 

ⅲ 地域別の取組

会 津 

エリア 

文化的に関連が強く一体性が高い７つの生活圏

東日本大震災からの復興においては、地震・津波・

ごとに異なるため、それぞれに応じた取組が必要

基礎としつつ、被害状況を踏まえて、本県を５

する施策として、関連する重点プロジェクト等を

固有の事項や特に重要な事項を中心に記載する。

取組は全県で進めていくが、それぞれのエリアの復興

本県全体の復興を進めるものとする。

月から避難指示区域を、年間積算線量等を踏まえ

居住制限区域」「帰還困難区域」の３つの区分に再編している

長期間避難を余儀なくされるという未曾有の事態に

かっていくとともに、復旧・復興への取組を進めている市町村についても

。

に伴い、各エリアの復旧・復興進度の相違や、避難生活

じている。県は、これらの変化の把握に努め、県民

取組

中通り 

エリア 

生活圏に基づく地域づ

・原子力災害及び

必要となる。

５つのエリアに分

を記載する。また、

。

復興の取組を連携

まえ、順次、「避難

している。

に、市町村と連携し

についても、復興

避難生活の長期化

県民の意向に細や

相 馬 

エリア 

双 葉 

エリア 

いわき 

エリア 
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○人口 ※（　）書きは、地域内市町村数

122,783 人 72,679 人 341,463 人 1,196,730 人 290,746 人 2,024,401 人

114,669 人 67,398 人 329,986 人 1,163,443 人 285,027 人 1,960,523 人

-8,114 人 -5,281 人 -11,477 人 -33,287 人 -5,719 人 -63,878 人

-6.61 % -7.27 % -3.36 % -2.78 % -1.97 % -3.16 %

　　出典：福島県の推計人口（平成24年12月1日現在）
　　（注：住民基本台帳の転出入や出生死亡等の加減による推計値）

○東北地方太平洋沖地震による被害状況

1,643 人 923 人 441 人 40 人 4 人 3,051 人

（内訳） 438 人 671 人 111 人 8 人 3 人 1,231 人

0 人 4 人 0 人 1 人 0 人 5 人

1.34 % 1.28 % 0.13 % 0.00 % 0.00 % 0.15 %

7,139 棟 813 棟※ 7,905 棟 5,187 棟 24 棟 21,068 棟※

3,141 棟 404 棟※ 32,514 棟 36,146 棟 134 棟 72,339 棟※
＊住家全半壊の双葉エリアの棟数は、詳細調査中。

※1　明確に死亡が確認できる遺体が見つかっていないが、死亡届等が出されている者

※2　明確に死亡が確認できる遺体が見つかっておらず、死亡届等も出ていない者
出典：福島県災害対策本部平成23年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報  （第821報　平成24年12月25日現在）

○津波浸水状況

873 km2 865 km2 1,231 km2 5,393 km2 5,421 km2 13,783 km2

79 km2 18 km2 15 km2 - km2 - km2 112 km2

9.05 % 2.08 % 1.22 % - % - % 0.81 %

（海水域） 6 km2 0.5未満 km2 1 km2 - - 8 km2

（田） 46 km2 10 km2 2 km2 - - 59 km2

（その他の用地※） 7 km2 1 km2 3 km2 - - 10 km2

（幹線交通用地） 2 km2 0.5未満 km2 0.5未満 km2 - - 2 km2

（建物用地） 6 km2 1 km2 5 km2 - - 13 km2

出典：国土地理院（平成23年4月18日）より

○公共施設被害状況

855 件 179 件 1,063 件 2,802 件 50 件 4,949 件

166,715 百万円 49,410 百万円 62,569 百万円 35,876 百万円 1,631 百万円 316,202 百万円

562 件 87 件 382 件 3,988 件 85 件 5,104 件

158,381 百万円 40,860 百万円 5,904 百万円 39,177 百万円 978 百万円 245,300 百万円

65 件 7 件 169 件 616 件 48 件 905 件

2,004 百万円 99 百万円 14,222 百万円 30,123 百万円 533 百万円 46,981 百万円

1,482 件 273 件 1,614 件 7,406 件 183 件 10,958 件

327,100 百万円 90,369 百万円 82,695 百万円 105,176 百万円 3,142 百万円 608,483 百万円

＊県所管分: 福島第一原子力発電所から30km圏内は、航空写真等により推定した概算被害額を計上している。（土木部・農林水産部）

＊市町村所管分: 南相馬市の一部及び双葉郡８町村の概算被害額は含まれていない。（土木部・教育庁）
＊今後の調査により、被害箇所数及び被害額の変更がある。

※福島県土木部、農林水産部、教育委員会調べ（県工事・市町村工事合計、平成23年12月27日現在）

被害報告額

合計
被害報告件数

被害報告額

文教
施設

被害報告件数

合　計

公共
土木
施設

被害報告件数

被害報告額

農林
水産
施設

被害報告件数

被害報告額

相馬（４） 双葉（８） いわき（１） 中通り（２９） 会津（１７）

合　計

面積

浸水面積全体

(
主
な
土
地
の

浸
水
面
積

)

住家半壊

相馬（４） 双葉（８） いわき（１） 会津（１７）中通り（２９）

震度6強

相馬（４）

死者(A)※1

行方不明者(B)※2

(A+B)/人口 (3月1日)

住家全壊

最大震度 震度6強 震度6強 震度6弱 震度6強 震度6弱

震災関連死

合　計

人口（H23.3.1現在）

合　計

人口（H24.12.1現在）

増減

減少率

相馬（４） 双葉（８）

双葉（８） いわき（１） 中通り（２９） 会津（１７）

いわき（１） 中通り（２９） 会津（１７）

地域別データ
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○原子力災害に伴う避難区域等

○役場機能移転状況

○避難者の状況（県内）

-12,058 人 -17,328 人 -455 人 -2,597 人 0 人 -32,438 人

11,423 人 133 人 7,614 人 11,618 人 1,650 人 32,438 人

-14,155 人 -34,246 人 -5,527 人 -5,822 人 0 人 -59,750 人

7,281 人 68 人 21,643 人 26,603 人 4,155 人 59,750 人

-226 人 -450 人 0 人 -494 人 -6 人 -1,176 人

99 人 0 人 201 人 738 人 138 人 1,176 人

-26,439 人 -52,024 人 -5,982 人 -8,913 人 -6 人 -93,364 人

18,803 人 201 人 29,458 人 38,959 人 5,943 人 93,364 人

人 97,887 人

＊上段は、当該地域から避難元住居を離れて県内に避難している人数。下段の受入数は、当該地域に県内から避難している人数。
※福島県災害対策本部、土木部調べ

（注：該当市町村等からの報告、聴取による数。住民基本台帳とは連動していない。）

【 参 考 】避難者の状況（県外）

※復興庁「震災による避難者の避難場所別人数調査」のうち福島県分を抽出。

県内避難者計

受入数

避難者数

県外避難者(12/6) 57,954人

仮設住宅(12/20)

合　計相馬（４） 双葉（８） いわき（１） 中通り（２９） 会津（１７）

雇用促進住宅(8/31) 4,523

条例設置の
出張所等

- - 楢葉町・富岡町
飯舘村・富岡町
双葉町・浪江町
葛尾村

楢葉町・大熊町

埼玉県

受入数

借上住宅(12/20)

受入数

公営住宅(12/20)

受入数

※双葉８町村のうち、広野町は平成24年3月1日、川内村は平成24年3月26日に地元で役場再開

相馬（４） 双葉（８） いわき（１） 中通り（２９） 会津（１７）

双葉町

役場機能移転 飯舘村 ６町村※ - - -

計画的避難区域
葛尾村（一部）
浪江町（一部）

- 川俣町（一部） -

特定避難勧奨地点 南相馬市
(142地点）

- - - -

緊急時避難準備区域
（H23.9.30解除）

南相馬市（一部）
広野町

川内村(一部)
楢葉町(一部)

- 田村市（一部） -

南相馬市(一部)
飯舘村(一部)

帰還困難区域 南相馬市(一部)
飯舘村(一部)

警戒区域

相馬（４） 双葉（８） いわき（１） 中通り（２９） 会津（１７）

（平成24年12月25日現在）

浪江町（一部）
双葉町
富岡町

葛尾村（一部）

-

川内村(一部)
楢葉町(一部)
大熊町（一部）

田村市（一部）
避難指示解除
準備区域

居住制限区域
南相馬市(一部)
飯舘村(一部)

川内村(一部)
大熊町（一部）

大熊町（一部）

-
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 １ 相馬エリア

 復興へ向けた考え方  

相馬エリアにおいては、特に地震

まちづくりの取組を強力に推進する

また、原子力災害に伴い避難を

めて原子力災害を克服し、本エリア

本の復興はありえないという考えの

結集して、県は、避難指示解除(

除を待つ区域の住民帰還に向けた

[位置・面積] 

○相馬エリアは、県の東部・浜通

部に位置し、西は阿武隈高地、

に面した総面積873km2の比較的温暖

地域である。 

○沿岸部の北から、新地町・相馬市

市が位置し、内陸部に飯舘村が

る。 

地震・津波により被災した施設の早期復旧と復興

する。

を余儀なくされている地域においては、国内外

エリアを含む相双地方の復興なくして、ふくしまの

えの下、ふくしまを愛し、心を寄せるすべての

(準備)区域の復旧・復興の取組を加速化するとともに

けた環境整備に全力で取り組む。 

浜通り地方の北

東は太平洋

比較的温暖な

相馬市・南相馬

が位置してい

飯舘村 

相馬市

南相馬市

新地町

復興へ向けた

国内外の英知を集

ふくしまの復興、日

せるすべての人々の力を

するとともに、解

１ 相馬エリア

相馬市

南相馬市

新地町
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（１）現状と課題                            

[主な地震・津波被害] 

○平成２３年3月11日、震度6強を観測。地震・津波

による死者1,643人。住家全半壊10,280棟（平成

２４年１２月２５日現在）。 

○津波の浸水面積は、相馬エリアの総面積873km2の約

9％となる79km2に及び、当エリアの水産業と観光に

大きな役割を果たしてきた相馬市松川浦が壊滅的な被

害を受けたほか、建物用地6km2、農地46km2を始め、

住家・鉄道・道路・漁港・水産業関連施設・港湾・海

岸堤防等のインフラに壊滅的な被害を受けている。 

○被災者に対する支援及びインフラの復旧や医療・福祉の

早期回復に取り組むとともに、特に津波被害の甚大で

あった沿岸部のまちづくりにおいては、「減災」の考え

方を基本とし、地域住民と地域の将来像を共有しなが

ら新たな災害に強いまちづくりを進めていくことが課

題となっている。 

 [原子力災害に伴う影響]  

○南相馬市は、平成２３年４月２２日に

避難指示区域が警戒区域に、屋内退避

区域を含む地域が計画的避難区域及び

緊急時避難区域に設定された。また、

１４２の特定避難勧奨地点が設定され

た一方で、避難指示区域等に設定され

なかった地域もあり、一つの市の中に

様々な状況が混在している。なお、緊

急時避難準備区域については、平成２

３年９月３０日に解除されている。ま

た、平成２４年４月１６日に警戒区域

及び計画的避難区域の見直しが行われ、

帰還困難区域、居住制限区域、避難指

示解除準備区域に再編され、住民の帰

還に向けた取組が進められている。 

１ 相馬エリア

復興計画（第２次）

-67-



○飯舘村は、平成２３年4月22日に全村が計画的避難区域に設定された。平成２４年7月 

１７日に避難指示区域の見直しが行われ、避難指示解除準備区域、居住制限区域、帰還困難

区域の３つの区域に再編されたが、今もなお、村民は避難生活を余儀なくされている。また、

役場機能も移転しており、避難先における役場機能の維持、県内外に分散した住民に対する

行政サービスの提供、原子力災害への対応等を同時に進めていることから、県は、村の復旧・

復興の取組を国とともに強力に進めていく必要がある。 

○住民は放射線の影響に対する不安を抱えた生活を強いられており、環境放射線等のモニタリ

ング、徹底した除染の実施、住民の健康の保持・増進に取り組む必要がある。 

○県内外への避難者は、家族の分断や慣れない避難先での孤立による精神的苦痛、避難生活に

伴う経済的負担の増加、生活不安などが生じており、避難先における住民の支援ときずなの

維持を図ること等が課題となっている。 

○相馬エリアは、医師や看護師の不足等により地域医療が危機的な状況にあり、早急な医療提

供体制の再構築が課題となっている。 

○農林水産業を始めあらゆる産業が原子力災害と風評などの打撃を受けており、これらを克服

する産業づくりが課題となっている。 

[被災住民・被災市町村の受入れ] 

○相馬エリアでは、双葉エリアからの避難者を含め、仮設住宅や借上住宅などにより約1万９

千人の避難者が居住している。居住人口の急増に対応する住環境の整備や、教育、保健、医

療、福祉などの公共サービス提供等の受入態勢整備及び雇用の確保が課題となっている。 

（２）復興の取組                           

 ①環境回復  

・環境放射線等モニタリングを充実・強化する。 

・徹底した除染により、美しく豊かなふるさとを再生する。 

・廃棄物の処理を進める。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 １「環境回復プロジェクト」 

１ 相馬エリア
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＜具体的な取組＞ 

[モニタリング] 

○5㎞メッシュごとに設置した計約６０台の可搬型モニタリングポストと、子どもたちの安

全・安心確保のために学校や保育施設等に設置した計約160台のリアルタイム線量測定シス

テムにより、環境放射線の状況を把握し、わかりやすく測定結果を公開する。 

○住民の身近な公共施設等に整備した食品等の放射性物質簡易測定機器により、住民自らが検

査し確認できる体制を構築する。 

[除染] 

○関係機関と連携し、除染計画を策定・実施する市町とともに、放射性物質に汚染された生活

圏・農地・森林等について、除染により計画的に放射線量を低減させる。 

○除染特別地域において、県は、市村と連携して国による除染を促進し、域内の放射線量を低

減させる。 

○仮置場の設置については、住民説明会や現地視察会等の住民理解を促進する取組を行う。 

[廃棄物の処理] 

○地域住民の理解を得ながら災害廃棄物の処理を進めるとともに、放射性セシウム濃度が１キ

ログラムあたり8,000ベクレルを超える指定廃棄物について、国に早期処理を求める。 

○国が廃棄物処理を行う汚染廃棄物対策地域については、早急に取り組むよう市村とともに国

に働きかける。 

[食品、飲料水の安全確保] 

○米や野菜、魚など農林水産物や加工食品の放射性物質を徹底的に検査・分析し、安全・安心

な農林水産物や加工食品の流通を確保するとともに、消費者に向けてわかりやすく情報発信

を行う。 

○飲料水の安全性を確保するため、水源の種類や環境放射線等の状況を考慮した定期的な放射

性物質検査を実施する。 

 [拠点の整備] 

○放射性物質に汚染された環境を回復し、県民が将来にわたり安心して暮らせる環境を創造す

るため、原子力関連施設周辺のモニタリングや安全監視等を行う国際的な調査研究拠点を整

備する。 

１ 相馬エリア
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 ②健康、教育  

・県民の健康を見守り、心身の健康の維持・増進を図る。 

・医療福祉提供体制の再構築を図る。 

・子どもたちの教育環境等の充実に努める。 

・放射線に関する知識の普及に取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ３「県民の心身の健康を守るプロジェクト」 

 重点 ４「未来を担う子ども・若者育成プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[健康管理調査] 

○県民健康管理調査により長期にわたり県民の健康を見守るとともに、疾病の早期発見・早期

治療につなげ、将来にわたる健康の増進を図る。 

［被災者の心身の健康保持］ 

○仮設住宅や借上住宅で避難生活を余儀なくされている被災者や広く原子力災害の影響を受け

た県民の心身の健康の保持、増進を図る。 

[医療福祉提供体制の再構築] 

○国が設置した「相双地域等医療・福祉復興支援センター」との連携を図りながら、全国組織

への医療支援の要請や震災により離職した医療従事者等の再雇用等、医師・看護師を始めと

する医療人材や福祉人材を確保・育成する。 

○被災した医療機関、福祉施設等の復旧、避難指示等のあった区域内の医療機関の運営支援に

取り組む。 

○精神科入院病床の再稼働や在宅医療の推進による精神科医療の回復を図る。 

○本エリアの中核的医療機関については、福島県立医科大学に設置する放射線医学の研究・治

療拠点との連携体制の構築等により、医療拠点として整備する。 

[教育環境等の整備] 

○被災児童等の就学・通学支援、スクールカウンセラー等の派遣、教員の適正配置、学校施設

の復旧、サテライト校の集約に伴う宿泊施設の確保等、長期避難にも対応した教育環境の整

備を図る。 

○避難指示区域等内にある学校等について、解除後の早期再開を図るとともに、教育環境の充

実に努める。 
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○安心して子どもを遊ばせることができる屋内施設等の整備を推進する。 

[放射線に関する知識の普及] 

○放射線に関する正確な知識を住民と共有するための講習会等を開催する。 

 ③生活再建  

・地震・津波による被災者や双葉エリアからの避難者が安心して暮らすことができる環境を整

備するとともに、雇用の維持・確保に努め、生活再建に取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ２「生活再建支援プロジェクト」 

 重点 ９「ふくしま・きずなづくりプロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[情報発信] 

○被災者に対して、行政情報や生活支援、復旧・復興状況の情報を提供する。 

[生活再建支援ときずなづくり]

○仮設住宅等における住環境の整備や避難者相互や地域住民等とのきずなづくりを図りコミュ

ニティの確保をするとともに、仮設住宅等への電子回覧板等による情報発信等、避難者への

情報提供・きずなの維持に取り組む。加えて、避難先での就職を希望する避難者に対し、き

め細かな就職支援を行うとともに、緊急雇用創出事業の活用や、事業再開、企業の新増設、

新産業創出等の促進により、雇用の確保・創出に努める。 

○社会福祉協議会やＮＰＯ等の民間団体による、被災者の生活再建やふるさととのきずなづく

りに向けた活動について連携して取り組む。

[防犯・防火] 

○避難指示区域内の警戒、警ら活動を継続して行い、治安の維持と避難者の安心を確保する。 

○仮設住宅やその周辺地域における巡回パトロールや警察安全相談、交通安全対策等を実施す

る。 

○県内各消防本部による広域応援体制を整備し、避難指示区域内での大規模火災に備える。 

[住宅再建の推進] 

○生活再建に向けて、被災者の住宅再建（新築・改修・購入）を進める。 
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○既存住宅の耐震化を促進し、安全で安心できる住まいづくりを推進する。 

[自治体連携体制の構築] 

○相馬市及び南相馬市は、地震・津波による大きな被害を受けるとともに、南相馬市は原発避

難者特例法の指定市町村となっている。加えて、双葉エリアを始めとした避難指示区域から

の被災者を受け入れ、その対応に当たっている。原発避難者特例法による事務の執行等に関

し、避難元町村並びに相馬市及び南相馬市ととともに、意向や課題の確認・調整を行いなが

ら、自治体間の相互援助体制を構築する。 

○市町村の復興・再生に係る事業の円滑な推進に向け、人的支援等による執行体制の強化とと

もに必要な財源の確保に連携して取り組む。 

[受入自治体との連携した取組]  

○双葉エリア等の住民を受け入れていることを踏まえ、医療・福祉サービスや行政サービス等

が円滑に提供できるよう、必要な取組を進める。 

[長期避難者等の生活拠点の整備] 

○復興公営住宅について自らの区域外に整備を希望する自治体と、国、県、受入市との協議の

場を設けて避難・受入市町村の意向・課題の確認、調整を行った上で、住民ニーズを踏まえ

た復興公営住宅の整備を迅速に進める。 

○生活拠点に必要となる機能の整備に当たっては、避難中の生活拠点にかかる協議や、復興公

営住宅の整備状況を踏まえ検討していく。 

○戻りたくとも戻れない避難者に対し、その状況に応じて、安定的な生活が再構築できるよう、

住宅の確保、雇用の創出等に取り組む。 

[作業員等の宿舎確保] 

○復興に従事する作業員等の宿舎の確保を図る。 

[帰還支援] 

○公共インフラの復旧状況等、帰還に向けた取組を情報発信する。 

○市村の住民の帰還に向けた構想を尊重しながら、帰還に当たっての課題を整理するとともに

国や市村と連携して環境整備に取り組み、住民や事業所の帰還を加速させる。 

［原子力損害賠償の促進］ 

○原子力災害に伴って生じた全ての損害について、被害者の立場に立った賠償が実現し、１日

も早く元の生活が再建できるよう、様々な取組を行う。 
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[区域の見直し]

○町村とともに、住民帰還に向けた方針等の策定及び実施に積極的に取り組むとともに、区域

の見直しに当たっては、国に対して、町村の意向を考慮しつつ、地域の状況を踏まえ十分に

協議した上で判断するよう要請する。 

 ④産業の再生及び創出  

・農林水産業、製造業、商業、観光業を始め、あらゆる分野の産業が地震や津波、原子力災害

及び風評により存亡の危機に立たされており、これらを大震災前の状況に戻すとともに、

環境と共生した新たな時代を牽引する産業づくりに取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ５「農林水産業再生プロジェクト」 

 重点 ６「中小企業等復興プロジェクト」 

 重点 ７「再生可能エネルギー推進プロジェクト」 

 重点１０「ふくしまの観光交流プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[農林水産業の再生] 

○大規模な土地利用型農業や太陽光発電等による電力を活用した植物工場を始めとした施設園

芸を推進する。また、そこで生産された農産物の加工・販売を一体的に行う地域産業６次化

の取組を進める。 

○食品としての農産品の出荷が難しい場合、バイオ燃料利用としての栽培等について研究し、

食品以外での利用を図る。 

○優良繁殖牛・肥育牛・乳用牛の導入や、安全な粗飼料の確保を推進し、畜産業の再生を図る。 

○避難農業者の避難先での営農再開に向けた取組を進める。 

○間伐と除染が一体となった森林整備を推進し、放射性物質に汚染された森林を再生していく

とともに、生産される木材を復興用資材や木質バイオマス資源として利活用して新たな林

業・木材産業の振興を図る。 

○ノリの養殖場・カレイ類等の保育場となっている松川浦の復旧のほか、沿岸漁業の操業再開

に向けた取組を進めるとともに、共同利用漁船の導入や経営の協業化を進める取組を推進し、

沿岸漁業の再生を図る。 

○漁業者のニーズが高い種苗の生産を再開し、つくり育てる漁業の再構築を推進する。 
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[事業再開等への支援] 

○大震災により多大な影響を受けた企業や農林漁業者等に対し、商工団体や農林水産業関係団

体等と連携し経営相談を行うとともに、事業再開・継続に要する経費の補助や資金融資等に

より、事業再建に取り組む。 

○避難した事業者が避難先で事業を再開し継続していくための取組を進める。 

○緊急雇用創出事業を活用して、被災者の就業の場の確保に努める。 

○市町村、商工団体等との連携を図りながら、民間サービスの再開を始め、買い物環境や交通

手段の確保など生活環境の整備に取り組む。 

○避難解除区域における課税の特例措置（福島復興再生特別措置法）の活用を促進し、避難等

指示の対象となった区域に震災時において事業所を有していた事業者が、避難解除区域にお

いて事業を再開・継続し、また、同区域に帰還することを促進する。 

[産業人材の育成] 

○テクノアカデミーを始め、各種専門学校・専門高校等における職業教育の充実に努めるほか、 

先進分野に対応した基盤的製造技術の高度化を図る研修事業（技塾等）を実施するなど地域

産業のニーズを踏まえて人材育成を進める。 

[産業振興の推進] 

○工業団地造成費用利子補給制度の活用等により、新たな工業団地の整備を促進する。また、

企業立地補助金制度の活用等により、企業立地を推進する。 

○ふくしま産業復興投資促進特区により、復興特区制度による課税の特例措置（東日本大震災

復興特別区域法・福島復興再生特別措置法）の活用を促進し、ものづくり産業の早期復興・

更なる産業振興を推進する。 

○既存産業の集積を生かしながら、新たな時代をリードする医療関連産業及び再生可能エネル

ギー関連産業の集積を図る。 

○水産加工業など当地の地場産業の振興のため、事業者や組合等と連携して新しい製造技術や

市場性の高い商品の開発を推進する。 

[再生可能エネルギーの導入等の推進] 

○本エリアにおいてポテンシャルが高い太陽光発電や風力発電等、先進地として再生可能エネ

ルギー導入を図る。 

○再生可能エネルギーの研究開発拠点と連携し、スマートコミュニティの実証試験等スマート

グリッドを含む再生可能エネルギーの研究を推進するとともに、研究施設の誘致活動を展開

する。 

○木質がれきや森林除染に伴う伐採木の活用を含めた木質バイオマスのエネルギー利用、藻類

によるバイオ燃料の実証研究等を推進する。 
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[観光交流の推進] 

○相馬野馬追や史跡、パークゴルフ場等の観光資源はもとより、復興の過程を資源とする観光

や復興をきっかけとする交流促進、再生可能エネルギーの集積を踏まえた産業観光等、新た

な観光振興と多様な交流を推進する。 

 ⑤地震・津波被害への対応  

・本エリアは、津波により県内で最も甚大な被害を受けている。被災施設の復旧を行うととも

に、「減災」という視点から、ハード面の整備はもとより、ソフト面の防災対策を充実させ、

地域の総合的な防災機能の向上を図る。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点１１「津波被災地等復興まちづくりプロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[土地利用]  

○津波により甚大な被害を受けた地域については、住民の命を最優先に考え、海岸堤防の嵩上

げや、防災緑地、海岸防災林（防潮林）、道路などを組み合わせた多重防御によるハード整備

と、災害危険区域の指定や避難計画の強化等のソフト対策を複合的に検討し、国、県、市町

村が緊密に連携しながら災害に強いまちづくりを進める。 

[家屋の移転事業の推進] 

○被災した住民の意向を基本にしながら、防災集団移転事業や土地区画整理事業等について推

進する。 

[住宅の整備] 

○復興公営住宅整備事業について、法制度や活用事例等を情報提供する。 

○既存住宅の耐震化を促進し、安全で安心できる住まいづくりを推進する。 

[インフラの復旧] 

○国と連携し、がれきなど災害廃棄物の早期処理を推進する。また、漁場生産力の回復のため、

漁場に堆積した壊れた建物等の回収などの取組を、市町とともに推進する。 

○土木施設等の早期復旧に努め、概ね平成２５年度から平成２７年度までの完成を目指す。 

○海岸堤防は、「頻度の高い津波」や「高潮波浪」を考慮し、堤防高7.2ｍを基本として、概ね

平成２７年度までに整備を行う。 
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○県道相馬亘理線や原町海老相馬線、北泉小高線等について、各市町が策定する復興計画に基

づくまちづくりや土地利用の方針を勘案し、必要に応じ二線堤の機能も備えるよう整備する。 

○避難指示区域等内における生活、交通、産業に係るインフラの被害状況の把握に努め、区域

の解除に備えてインフラの早期復旧に努める。また、沿岸部の復旧においては、市町の策定

するまちづくりや土地利用の方針を勘案し、多重防御によるハード整備等、総合的な防災力

の向上に取り組む。 

○重要港湾相馬港は、相馬エリアの物流拠点として重要な役割を担っており、概ね平成２5年

度までに岸壁、上屋、荷役機械等の係留施設等の復旧を完了し、概ね平成２７年度までに防

波堤の復旧を目指す。 

○釣師浜漁港、松川浦漁港、真野川漁港の岸壁等の主要な施設については概ね平成２５年度ま

での本復旧を目指す。 

○漁港間の機能分担を図りつつ、産地市場や水産業関連施設等の効率的な復旧を進める。   

○旧警戒区域以外の農地の除塩及び排水機場など農業用施設の災害復旧を推進し、概ね平成 

２６年度で完了する。また、津波被害を受けた農地について、市町の復興計画を踏まえて事

業着手から概ね５年以内での復旧を目指す。 

○「農用地災害復旧関連区画整理事業」及び「復興基盤総合整備事業」により大区画のほ場整

備を行う等、まちづくりと一体となった農地等の基盤整備を行う。 

○ため池の効果的な耐震性検証手法を確立した上で、調査を実施し、ため池の耐震化を推進す

る。 

[防災対策] 

○避難情報等が住民に迅速かつ確実に伝達できる体制を整備するとともに、大規模災害発生時

に市町村等へ情報連絡員を派遣する。 

○消防団員の確保や教育訓練の充実を図るとともに、自主防災組織の活性化や住民に対する防

災意識の啓発等により地域防災力の向上を図る。 

○災害発生時に備え、物資の確保体制を強化する。 

[ふるさとの景観の再生、魅力向上] 

○地域の伝統文化やふくしまらしさを未来につなぐため、損傷を受けた歴史的建造物や文化財

等の復旧や津波被害地区等のまちなみ景観再生等を推進する。 
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 ⑥復興を支援する交通網の整備  

・浜通りの復興の基盤となる「浜通り軸」の早期復旧・整備と、生活を支援する道路を整備す

るとともに、浜通りと中通りをつなぐ復興を支援する道路や東西連携道路など、災害に強

い道路ネットワークを構築する。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点１２「県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[道路] 

○県土の骨格を形成する縦横６本の連携軸のうち、相馬エリアと中通りを結ぶ「北部軸」であ

る東北中央自動車道（相馬～福島間）について、着手後概ね１０年以内の完成に向けて、国

や関係市町村等と連携し整備促進に努めるとともに、「浜通り軸」である常磐自動車道の常磐

富岡以北（常磐富岡～山元間）については、平成２６年度の完成予定年（ただし、常磐富岡

～浪江間は平成２６年度を目指す他の区間から大きく遅れることのない時期）にこだわるこ 

となく、一日も早い全線供用に向けて、国や関係市町村、NEXCO東日本等と連携し整備促

進に努める。また、避難指示区域等の早期の復旧・復興を支援するため、常磐自動車道への

追加 ICの設置に向けた検討を進める。 

○「本県の復興に向けた戦略的道路整備」として、相馬エリアと中通りを結ぶ県道原町川俣線

等の整備を重点的に進め、東西連携及び防災機能の強化を図る。 

[鉄道] 

○ＪＲ常磐線について、県境から駒ヶ嶺駅までの区間においての津波被害を受けにくい西側へ

のルート変更や新地駅の西側への移設に向けて県職員を新地町に駐在させ、地元市町及びＪ

Ｒ、国等と協議を進めるとともに、早期復旧を進める中で、線形改良や道路との立体交差等

による基盤強化を図る。また、原ノ町駅～広野駅間の不通区間について、避難指示区域内の

詳細な被害状況の把握に努めるとともに、被災町の復興計画等の策定状況や原子力発電所事

故による影響の収束状況を見ながら、地元市町やＪＲ東日本、国等と連携して、運転を再開

する区間を順次延伸しながら早期復旧に向けて取り組む。さらに、原ルートでの復旧が困難

な区間については、早期復旧の具体化を進める中で、ルート変更や線形改良、道路との立体

交差等による基盤強化を図る。 

○将来的には、JR常磐線の複線化を含めた高速鉄道化、快適化について検討を進める。 

１ 相馬エリア
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[路線バス等] 

○住民の生活の足として利便性の向上が図られるよう路線バス等の生活交通の確保を推進する。 

[産業の復興を支援する物流拠点の強化] 

○産業復興を支援するため、国際海上物流の拠点である相馬港の整備を推進する。 

１ 相馬エリア
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 ２ 双葉エリア

 復興へ向けた考え方  

双葉エリアは、地震・津波に見舞

を余儀なくされるという人類史上経験

このため、県は、国内外の英知

の復興なくして、ふくしまの復興

愛し、心を寄せるすべての人々の

復興の取組を加速化するとともに

取り組む。 

[位置・面積]  

○双葉エリアは、県の東部・浜通

ぼ中央に位置し、西は阿武隈高地

平洋に面した総面積865km２の

暖な地域である。 

○沿岸部の北から、浪江町、双葉町

富岡町、楢葉町、広野町の 6町

内陸部に葛尾村、川内村が位置

見舞われたほか、原子力災害によりほとんどの

人類史上経験がない災害に見舞われている。

英知を集めて原子力災害を克服し、本エリアを含

復興、日本の復興はありえないという考えの下、

の力を結集して、県は、避難指示解除(準備)区域

するとともに、解除を待つ区域の住民帰還に向けた環境整備

浜通り地方のほ

阿武隈高地、東は太

の比較的温

双葉町、大熊町、

町が位置し、

位置している。

葛尾村 

川内村 

によりほとんどの住民が避難

含む相双地方

ふくしまを

区域の復旧・

環境整備に全力で

２ 双葉エリア

双葉町 

浪江町 

大熊町 

富岡町 

楢葉町 

広野町 
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（１）現状と課題                            

[主な地震・津波被害] 

○平成２３年3月11日、震度6強を観測。地震に

続く大津波により、東京電力福島第一原子力発電

所、福島第二原子力発電所が浸水し、事故を引き

起こした。東京電力福島第一原子力発電所事故は

未だ完全収束に至っていない。 

○死者923人、行方不明者４人（平成２４年１２

月２５日現在）。津波の浸水範囲は18km２に及ん

でいるが、原子力発電所事故による警戒区域等の

設定により立入りが禁止されている区域では、住

家やインフラ等の地震・津波被害に関する詳細な

調査ができていないため、正確な復旧計画を立て

ることが困難な状態が続いている。 

[原子力災害に伴う影響] 

○平成２３年3月11日午後、政府

から原子力緊急事態宣言が発令

され、福島県知事は同日20時

50 分に大熊町及び双葉町に対し、

東京電力福島第一原子力発電所

から半径2km圏内の居住者等の

避難を要請した。 

同日 21時 23分、政府は関係地

方自治体に対し、半径3km圏内

の居住者等の避難及び3km～

10km圏内の居住者等は屋内に退

避することを指示したが、その後、

避難指示の対象範囲は次々と広が

り、平成２３年3月15日までに

は、双葉エリアのほぼ全域が避難

区域及び屋内退避区域に設定され

た。 

２ 双葉エリア
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平成２３年4月22日には改めて双葉町・大熊町・富岡町の全域と浪江町・葛尾村・川内村・

楢葉町の一部が警戒区域に、浪江町・葛尾村の一部が計画的避難区域に、そして、広野町の

全域と川内村・楢葉町の一部が緊急時避難準備区域に設定された。その後、川内村に1箇所

特定避難勧奨地点が設定されていたが、平成２４年１２月１４日に解除された。緊急時避難

準備区域は平成２３年9月30日に解除されたものの、今なお8町村の住民の多くが避難を

余儀なくされている。 

○県内外で多くの住民が避難生活を送っている。県外避難先は北海道から沖縄まで分散してい

る。住民は放射線被ばくの不安を抱えるとともに、家族の分断や慣れない避難先での孤立に

よる精神的苦痛や避難生活に伴う経済的負担の増加、生活不安等が生じており、県内外の避

難先における住民の支援ときずなの維持を図ること等が課題となっている。 

○役場機能も県内外に移転しており、避難先における役場機能の維持、県内外に分散した住民

に対する行政サービスの提供、地震・津波被害と原子力災害への対応等を同時に進めている

ことから、町村の復旧・復興の取組を国とともに強力に進めていく必要がある。

○緊急時避難準備区域の解除を受け、川内村、広野町では住民の帰還のための環境の整備を進

めている。 

○楢葉町では、2年間実施する除染の状況を見極めながら住民の帰還について判断するとして

いる。

○避難指示区域においては、インフラ調査など生活環境の復旧に向けた取組や国による除染が

開始されている。 

○広野町は、町が平成23年３月１３日に発令した避難指示について平成２４年３月３１日に

解除した。川内村は平成２４年４月１日に、楢葉町は平成２４年8月１０日に、大熊町は平

成２４年12月１０日に警戒区域の見直しが行われた。なお、富岡町、双葉町、浪江町、葛

尾村についても、現在区域見直しに向けた協議が進められている。 

[被災住民・被災市町村の受入れ] 

○緊急時避難準備区域が解除された地域については、避難指示区域等での生活再建の準備のた

めの居住者を受け入れるため、これらに対応する住環境の整備や、教育、医療、福祉などの

公共サービス提供等の受入態勢整備及び雇用の確保が課題となっている。 

２ 双葉エリア
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（２）復興の取組                           

○双葉エリアは、5町2村が警戒区域及び計画的避難区域に設定され、その後区域見直しが進めら

れているものの、依然として県内でも特に困難な状況に置かれている。こうした中、各町村は、

多くの悩みを抱えながらそれぞれに、あるいは、双葉地方町村会の場や県と国との協議の場等を

用いて、復興に向けた検討や取組を進めている。県は、各町村と緊密に協議を行うとともに、福

島県復興の最重要課題として双葉地方町村の復興に臨み、一日も早い双葉エリアの復興に向けて

全庁を挙げて取り組む。 

 ①環境回復  

・環境放射線等モニタリングを充実・強化する。 

・徹底した除染により、美しく豊かなふるさとを再生する。 

・廃棄物の処理を進める。 

・原子力発電所周辺地域の安全監視を徹底する。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点１「環境回復プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[モニタリング] 

○5㎞メッシュごとに設置した計約１４０台の可搬型モニタリングポストと、子どもたちの安

全・安心確保のため、学校や保育施設等に設置した計約30台のリアルタイム線量測定シス

テムにより、環境放射線の状況を把握し、わかりやすく測定結果を公開する。 

○住民の身近な公共施設等に整備した食品等の放射性物質簡易測定機器により、住民自らが検

査し確認できる体制を構築する。 

[除染] 

○関係機関と連携し、除染計画を策定・実施する町村とともに、放射性物質に汚染された生活

圏・農地・森林等について、除染により計画的に放射線量を低減させる。 

○除染特別地域において、県は、町村と連携して国による除染を促進し、域内の放射線量を低

減させる。 

○仮置場の設置については、住民説明会や現地視察会等の住民理解を促進する取組を行う。 

２ 双葉エリア
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[廃棄物の処理] 

○地域住民の理解を得ながら災害廃棄物の処理を進めるとともに、放射性セシウム濃度が１キ

ログラムあたり8,000ベクレルを超える指定廃棄物について、国に早期処理を求める。 

○国が廃棄物処理を行う汚染廃棄物対策地域については、早急に取り組むよう町村とともに国

に働きかける。 

[食品、飲料水の安全確保] 

○米や野菜、魚など農林水産物や加工食品の放射性物質を徹底的に検査・分析し、安全・安心

な農林水産物や加工食品の流通を確保するとともに、消費者に向けてわかりやすく情報発信

を行う。 

○飲料水の安全性を確保するため、水源の種類や環境放射線等の状況を考慮した定期的な放射

性物質検査を実施する。 

[原子力防災拠点] 

○国に対し、廃炉に向けた取組を進める原子力発電所にかかる新たな原子力防災拠点施設の設置 

要請する。 

[原子力発電所に関する監視] 

○原子力発電所の立入調査や環境放射能の監視測定等を継続的に行うことにより、廃炉に至る

まで周辺地域の安全監視を徹底する。 

○中長期ロードマップ等に基づく国及び東京電力の廃炉に向けた取組状況について、県民と専

門家の２つの目線で確認する安全監視組織を設置し、取組の進捗状況や廃炉作業従事者の健

康管理等を監視するとともに、県民への分かりやすい情報提供を充実する。 

○関係機関とも協議の上、安全確保協定を見直し、東京電力の廃炉に向けた取組について、安

全確認の仕組みを再構築する等、更なる監視態勢の強化を図る。 

  [廃炉に向けた取組] 

 ○安全かつ安定的な廃炉処理を確実に進めるために、廃炉に関する研究及び人材育成のための

機関を誘致するとともに、廃炉に向けた関連産業の育成を図る。 

 ②健康、教育  

・県民の健康を見守り、心身の健康の維持・増進を図る。 

・医療福祉提供体制の再構築を図る。 

・子どもたちの教育環境等の充実に努める。 

・放射線に関する知識の普及に取り組む。 

２ 双葉エリア
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＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ３「県民の心身の健康を守るプロジェクト」 

 重点 ４「未来を担う子ども・若者育成プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[健康管理調査] 

○県民健康管理調査により長期にわたり県民の健康を見守るとともに、疾病の早期発見・早期

治療につなげ、将来にわたる健康の増進を図る。 

［被災者の心身の健康保持］ 

○仮設住宅や借上住宅で避難生活を余儀なくされている被災者や広く原子力災害の影響を受け

た県民の心身の健康の保持、増進を図る。 

[医療福祉提供体制の再構築] 

○町村と協働して、被災した医療機関・福祉施設等の復旧に取り組むとともに、国が設置した

「相双地域等医療・福祉復興支援センター」との連携を図りながら、全国組織への医療支援

の要請や震災により離職した医療従事者等の再雇用の支援など、医師・看護師等を始めとす

る医療福祉従事者の確保・育成を図る。 

○福島県立医科大学に設置する放射線医学の研究・治療拠点と、本エリアの医療機関との連携

体制を構築する。 

○原子力災害により延期されている県立大野病院と双葉厚生病院の統合について、原子力発電

所事故収束後の原発周辺地域への立入規制の動向、住民の帰還状況や医療需要を見極めると

ともに、浜通り地方医療復興計画に基づき実施する双葉地域における医療提供体制の再構築

も考慮しながら、方向性を検討し、地域に必要な医療需要に応えられる体制の整備を図る。 

○避難指示解除(準備)区域における医療福祉提供体制を整備する。 

[教育環境等の整備] 

○各地域において再開している学校等について、被災児童等の就学・通学支援、スクールカウ

ンセラー等の派遣、教員の適正配置、学校施設等の復旧、サテライト校の集約に伴う宿泊施

設の確保など、長期避難にも対応した教育環境の整備を図る。 

○避難指示区域等内にある学校等について、解除後の早期再開を図るとともに、教育環境の充

実に努める。 

○（財）日本サッカー協会人材育成プログラムと連携して展開してきた国際人として社会をリ

ードする人づくりを目指す「双葉地区教育構想」の双葉エリアにおける再開を目指す。 

○安心して子どもを遊ばせることができる屋内施設等の整備を推進する。 

２ 双葉エリア
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[放射線に関する知識の普及] 

○放射線に関する正確な知識を住民と共有するための講習会等を開催する。 

 ③生活再建  

・被災者が安心して暮らすことができる環境を整備するとともに、雇用の確保に努め、生活再

建に取り組む。 

・町村とともに、警戒区域等の解除に向けた取組を推進する。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ２「生活再建支援プロジェクト」 

 重点 ９「ふくしま・きずなづくりプロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[情報発信] 

○被災者に対して、行政情報や生活支援、復旧・復興状況の情報を提供する。 

[生活再建支援ときずなづくり] 

○避難先において、仮設住宅等における住環境の整備や避難者相互や地域住民等とのきずなづ

くりを図りコミュニティの確保をするとともに、仮設住宅等への電子回覧板等による情報発

信など、避難者への情報提供・きずなの維持に取り組む。加えて、避難先での就職を希望す

る避難者に対し、きめ細かな就職支援を行うとともに、緊急雇用創出事業の活用や、事業再

開、企業の新増設、新産業創出等の促進により、雇用の確保・創出に努める。 

○社会福祉協議会やＮＰＯ等の民間団体による、被災者の生活再建やふるさととのきずなづく

りに向けた活動について連携して取り組む。 

[防犯・防火] 

○避難指示区域等の立入規制や警戒、警ら活動を継続して行い、治安の維持と避難者の安心を

確保する。 

○楢葉町に設置した双葉署の臨時庁舎を拠点として、区域見直しに対応した治安態勢を強化す

る。 

○県内各消防本部による広域応援体制を整備し、警戒区域等内での大規模火災に備える。 

[住宅再建の推進] 

○生活再建に向けて、被災者の住宅再建（新築・改修・購入）を進める。 

○既存住宅の耐震化を促進し、安全で安心できる住まいづくりを推進する。 

２ 双葉エリア
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[自治体連携体制の構築]

○必要に応じ、事務の共同処理及び委託等、町村間または町村と県など自治体間における業務

連携の検討及び調整を行う。 

○市町村の復興・再生に係る事業の円滑な推進に向け、人的支援等による執行体制の強化とと

もに必要な財源の確保に連携して取り組む。

[長期避難者等の生活拠点の整備] 

○復興公営住宅について自らの区域外に整備を希望する自治体と、国、県、受入市との協議の

場を設けて避難・受入市町村の意向・課題の確認、調整を行った上で、住民ニーズを踏まえ

た復興公営住宅の整備を迅速に進める。 

○生活拠点に必要となる機能の整備に当たっては、避難中の生活拠点にかかる協議や、復興公

営住宅の整備状況を踏まえ検討していく。 

○戻りたくとも戻れない避難者に対し、その状況に応じて、安定的な生活が再構築できるよう、

住宅の確保、雇用の創出等に取り組む。 

[作業員等の宿舎確保] 

○復興に従事する作業員等の宿舎の確保を図る。 

[帰還支援]  

○公共インフラの復旧状況等、帰還に向けた取組を情報発信する。 

○町村ごとではもとより同一町村の中でも、地震・津波被害、放射線量等の状況が大きく異な

っており、住民の帰還に向けては、これらの状況に応じて各町村で様々な方法が検討されて

いる。区域見直し後、速やかに帰還することを目指す町村、町村内外に一定期間集合して居

住せざるを得ない町村等がある。それぞれの構想を尊重しながら、国や町村とともに、帰還

のための環境整備に関する課題を整理するとともにその解決に取り組み、住民や事業所の帰

還を加速させる。 

○双葉地方広域市町村圏組合が実施するごみ処理を始めとした生活インフラ事業等の再開に向

けた取組を支援するとともに、組合が実施するインフラ復旧の課題について、国とともに解

決に向けて協議しながら、帰還のための環境整備を加速させる。 

○区域見直し後、帰還を進める町村と連携し、地域全体の復興再生に向けた取組を行う。 

[原子力損害賠償の促進］ 

○原子力災害に伴って生じた全ての損害について、被害者の立場に立った賠償が実現し、１日

も早く元の生活が再建できるよう、様々な取組を行う。 

２ 双葉エリア
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[区域の見直し]

○町村とともに、住民帰還に向けた方針等の策定及び実施に積極的に取り組むとともに、区域

の見直しに当たっては、国に対して、町村の意向を考慮しつつ、地域の状況を踏まえ十分に

協議した上で判断するよう要請する。 

 ④産業の再生及び創出  

・農林水産業、製造業、商業、観光業を始め、あらゆる分野の産業が地震や津波、原子力災害

及び風評により存亡の危機に立たされており、これらを大震災前の状況に戻すとともに、

環境と共生した新たな時代を牽引する産業づくりに取り組む。 

・避難のための移転を余儀なくされた農林漁業者・商工事業者等の帰還と事業再開を進める。 

・帰還後の住民の安全・安心な暮らしを支える産業の再生に取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ５「農林水産業再生プロジェクト」 

 重点 ６「中小企業等復興プロジェクト」 

 重点 ７「再生可能エネルギー推進プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[農林水産業の再生] 

○生産性の飛躍的向上を図るため、担い手への農地集積による土地利用型農業の大規模化、太

陽光やバイオマス等の再生可能エネルギーを活用した植物工場を始めとした施設園芸の導入、

その経営を担う農業法人の育成など、新たな経営・生産方式の導入を推進する。 

○花き・種苗など非食用作物等への転換を検討するとともに、導入を図る。 

○家畜の衛生対策等を図るとともに、畜産業の再生を図るため、優良繁殖牛や乳用牛の導入、

安全な粗飼料の確保を推進する。 

○森林・林業の再生を図るため、継続的なモニタリングの実施と間伐等の森林施業による放射

性物質の除去・低減を進める。 

○漁業協同組合や地元自治体との協議を密にしながら、漁業生産関連施設等の復旧・整備を図

る。 

○線量の高い地域においては、バイオマス燃料用作物の栽培・燃料化等の可能性について調査

を行う。 

○避難農業者の避難先での営農再開に向けた取組を行う。 

[事業再開等への支援] 

○避難のための移転を余儀なくされた農林漁業者・商工事業者等の帰還と事業再開に取り組む。 

２ 双葉エリア
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○大震災により多大な影響を受けた企業に対し、商工団体等と連携し経営相談を行うとともに、

事業再開・継続に要する経費の補助や資金融資などにより、事業再建に取り組む。 

○避難した事業者が避難先で事業を再開し継続していくための取組を進める。 

○緊急雇用創出事業を活用した雇用創出により、可能な限り被災者の就業の場の確保に努める。 

○町村、商工団体等との連携を図りながら、民間サービスの再開を始め、買い物環境や交通手

段の確保など生活環境の整備に取り組む。 

○避難解除区域における課税の特例措置（福島復興再生特別措置法）の活用を促進し、避難等

指示の対象となった区域に震災時において事業所を有していた事業者が、避難解除区域にお

いて事業を再開・継続し、また、同区域に帰還することを促進する。 

[産業人材の育成] 

○テクノアカデミーを始め、各種専門学校・専門高校等における職業教育の充実に努めるほか、

先進分野に対応した基盤的製造技術の高度化を図る研修事業（技塾等）を実施するなど地域

産業のニーズを踏まえて人材育成を進める。また、生徒募集が停止されている公立双葉准看

護学院の学生に対する支援を含めた同学院の今後の取組に対しては町村等と協議しながら進

める。 

[産業振興の推進] 

○工業団地造成費用利子補給制度の活用等により、新たな工業団地の整備を促進する。また、

企業立地補助金制度の活用等により、企業立地を推進する。 

○ふくしま産業復興投資促進特区により、復興特区制度による課税の特例措置（東日本大震災

復興特別区域法・福島復興再生特別措置法）の活用を促進し、ものづくり産業の早期復興・

更なる産業振興を推進する。 

○環境回復に係る取組を進めるほか、再生可能エネルギー関連産業などの集積を推進し、原子

力産業に代わる新たな雇用の創出を図る。 

○事業を再開した事業者や組合等と連携して新しい製造技術や市場性の高い商品の開発を推進

する。 

○ハイテクプラザ等において、放射線低減に係る技術開発に取り組み、関連する企業へ技術移

転を行う。 

[再生可能エネルギーの導入等の推進] 

○再生可能エネルギーの研究開発拠点と連携し、本エリアにおいてポテンシャルの高い太陽光

や風力発電などの先進地として再生可能エネルギーの導入を図るとともに、研究施設の誘致

活動を展開する。 

○木質バイオマス資源の活用施設を整備し、管内の間伐材、枝葉等の有効利用を進めるととも

に、森林内の放射性物質を低減を図る取組を推進する。 

２ 双葉エリア
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[観光交流の推進] 

○サッカー界初のナショナルトレーニングセンターであるＪヴィレッジ（楢葉町・広野町）は、

原子力発電所事故収束に向けた前線基地として利用されているが、原発事故収束後の状況を

みながら迅速な除染を進め復興のシンボルとして早期の再開を目指す。 

 ⑤地震・津波被害への対応  

・本エリアでは、地震・津波による甚大な被害が発生した。避難区域等の見直しを踏まえなが

ら、生活に必要な被災施設の復旧を行うとともに、「減災」という視点から、ハード面の整

備はもとより、ソフト面の防災対策を充実させ、地域の総合的な防災機能の向上を図る。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点１１「津波被災地等復興まちづくりプロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[土地利用] 

○津波により甚大な被害を受けた地域については、住民の命を最優先に考え、海岸堤防の嵩上

げや、防災緑地、海岸防災林（防潮林）、道路等を組み合わせた多重防御によるハード整備と、

災害危険区域の指定や避難計画の強化等のソフト対策を複合的に検討し、国、県、町が緊密

に連携しながら災害に強いまちづくりを進める。 

[家屋の移転事業の推進] 

○被災した住民の意向を基本にしながら、防災集団移転事業や土地区画整理事業等について早

期の事業化を図る。 

[インフラの復旧] 

○警戒区域等内における生活、交通、産業に係るインフラの被害状況の把握に努め、避難指示

区域等の見直しを踏まえながら、インフラの早期復旧に努める。 

○国と連携し、がれきなど災害廃棄物の早期処理を推進する。また、漁場生産力の回復のため、

町とともに、漁場に堆積した壊れた建物等の回収等の取組を推進する。 

○沿岸部の復旧においては、町村の策定するまちづくりや土地利用の方針を勘案し、多重防御

によるハード整備等、総合的な防災力の向上に取り組む。 

○海岸堤防は、「頻度の高い津波」や「高潮波浪」を考慮し、富岡より南側は堤防高8.7m、北

側は7.2mを基本として、概ね平成２７年度まで（避難指示区域と警戒区域は事業に着手し

てから概ね５年以内）に整備を行う。 

２ 双葉エリア
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○請戸漁港、富岡漁港については、区域の見直し状況を踏まえ、準備が整い次第災害査定を実

施し、岸壁などの主要な施設については、着手後概ね３箇年での本復旧を目指す。 

[公共サービスの復旧支援]

○避難指示区域内に所在する施設により行われていた、ごみ、し尿処理、下水処理や水道事業

等の公共サービスについて、町村等とともに復旧又は代替機能の確保等に取り組む。 

[防災対策] 

○避難情報等が住民に迅速かつ確実に伝達できる体制を整備するとともに、大規模災害発生時

に市町村等へ情報連絡員を派遣する。 

○消防団員の確保や教育訓練の充実を図るとともに、自主防災組織の活性化や住民に対する防

災意識の啓発等により地域防災力の向上を図る。 

○災害発生時に備え、物資の確保体制を強化する。 

[ふるさとの景観の再生、魅力向上] 

○地域の伝統文化やふくしまらしさを未来につなぐため、損傷を受けた歴史的建造物や文化財

等の復旧や津波被害地区等のまちなみ景観再生等を推進する。 

 ⑥復興を支援する交通網の整備  

・避難指示区域の解除に伴い帰還する住民の生活に必要となる、他エリアへの通勤による雇用

確保や医療提供体制の確保のためにも、浜通りの復興の基盤となる「浜通り軸」の早急な

復旧・整備と、生活を支援する道路を整備するとともに、浜通りと中通りをつなぐ東西連

携道路等、災害に強い道路ネットワークを構築する。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点１２「県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[道路] 

○「浜通り軸」である常磐自動車道の常磐富岡以北（常磐富岡～山元間）については、平成 

２６年度の完成予定年（ただし、常磐富岡～浪江間は平成２６年度を目指す他の区間から大

きく遅れることのない時期）にこだわることなく、一日も早い全線供用に向けて、国や関係

市町村、NEXCO東日本等と連携し整備促進に努める。また、避難指示区域等の早期の復旧・

復興を支援するため、常磐自動車道への追加 ICの設置に向けた検討を進める。 

２ 双葉エリア
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○「本県の復興に向けた戦略的道路整備」として、双葉エリアと中通りエリアを結ぶ国道１１

４号や２８８号、県道小野富岡線等、また、双葉エリアといわきエリアを結ぶ国道３９９号

等の整備を重点的に進める。 

○双葉エリアにおける将来の復興の姿「原子力発電所の事故による避難地域の原子力被災者・

自治体に対する国の取組方針」（グランドデザイン）等を踏まえながら、必要となる道路網に

ついての検討を進める。 

[鉄道] 

○広野駅以北が不通となっているＪＲ常磐線について、警戒区域や避難指示区域内の詳細な被

害状況の把握に努めるとともに、被災町の復興計画等の策定状況や原子力発電所事故による

影響の収束状況を見ながら、地元町やＪＲ東日本、国等と連携して、運転を再開する区間を

順次延伸しながら早期復旧に向けて取り組む。また、原ルートでの復旧が困難な区間につい

ては、早期復旧の具体化を進める中で、ルート変更や線形改良、道路との立体交差等による

基盤強化を図る。 

○将来的には、JR常磐線の複線化を含めた高速鉄道化、快適化について検討を進める。 

[路線バス等] 

○避難指示区域等の見直しを踏まえて、住民の生活の足として利便性の向上が図られるよう路

線バス等の生活交通の確保を推進する。 

２ 双葉エリア
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 ３ いわきエリア

 復興へ向けた考え方  

いわきエリアにおいては、地震

向けたまちづくりの取組を強力に推進

特に、地域特性を生かして洋上風力発電

ーの推進を図るとともに、国際バルク

点地域としていち早く復興を成し遂

た、双葉エリア等から多くの避難者

力を進めながら、受け入れに伴う様

[位置・面積]  

○いわきエリアは、県の東部・浜通

し、総面積1,231km２、年間日照

・津波・原子力災害による複合災害を克服し、

推進する。

洋上風力発電の導入に向けた検討を行うなど、再生可能

バルク戦略港湾小名浜港の整備を進めるなど、浜通

遂げることによって、ふくしま全体の復興に結

避難者を受け入れており、いわき市及び避難元自治体

様々な課題の解消に取り組む。 

浜通り地方の南側に位置し、西は阿武隈高地、

年間日照が2,000時間を超える温暖な地域である

いわき

３

復旧・復興へ

再生可能エネルギ

浜通りの復興拠

結び付ける。ま

避難元自治体との連携協

東は太平洋に面

である。

いわき市

いわきエリア
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（１）現状と課題                            

[主な地震・津波被害] 

○平成２３年3月11日、震度6弱を観測。同年4月11

日及び12日、震度6弱を観測。死者４４１人。住家全

半壊40,419棟（平成２４年１２月２５日現在）。 

○津波の浸水面積は1５km2に及んでいる。住家のほか、

水道やガスなどのライフライン施設が大きな被害を受け、

特に平成２３年3月及び4月の地震により断水が長期に

わたるなど住民生活に大きな支障が生じた。 

○宅地も含め多くの箇所で土砂災害が発生し、道路等が損

壊したほか、港湾・漁港・海岸堤防等のインフラが被災

した。農地・農業用施設、水産業関連施設、林道・治山

施設などにも甚大な被害が生じており、被災者に対する

支援及びインフラ等の早期の復旧・回復に取り組むとと

もに、特に津波被害の甚大であった沿岸部のまちづくり

においては、「減災」の考え方を基本とし、地域住民と地

域の将来像を共有しながら新たな災害に強いまちづくり

を進めていくことが課題となっている。 

[原子力災害に伴う影響] 

○原子力発電所事故発生当初は一部地域が屋内退避区域に設定されたが、平成２３年4月22

日に解除されている。 

○住民は放射線の影響に対する不安を抱えており、環境放射線等のモニタリング、徹底した除

染の実施、住民の健康の保持・増進に取り組む必要がある。 

○農林水産業を始めあらゆる産業が原子力災害と風評などの打撃を受け、これらを克服する産

業づくりが課題となっている。 

[被災住民・被災市町村の受入れ] 

○いわきエリアには、仮設住宅や借上住宅等により約2万９千人の避難者を受入れており、双

葉エリアの住民を中心に増加傾向が続いている。また、楢葉町が役場機能を設置しているほ

か、いわき市に居住する避難住民の多い富岡町、大熊町、浪江町が平成２４年１２月現在も

出張所等を設置している。居住人口の急増に対応する住環境の整備や、教育、保健、医療、

福祉などの公共サービス提供等の受入態勢整備及び雇用の確保が課題となっている。 

３ いわきエリア
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（２）復興の取組                           

 ①環境回復  

・環境放射線等モニタリングを充実・強化する。 

・徹底した除染により美しく豊かなふるさとを再生する。 

・廃棄物の処理を進める。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 １「環境回復プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[モニタリング] 

○５㎞メッシュごとに設置した計約50台の可搬型モニタリングポストと、子どもたちの安全・

安心確保のために学校や保育施設等に設置した計約420台のリアルタイム線量測定システ

ムにより、環境放射線の状況を把握し、わかりやすく測定結果を公開する。 

○住民の身近な公共施設等に整備した食品等の放射性物質簡易測定機器により、住民自らが検

査し確認できる体制を構築する。 

[除染] 

○関係機関と連携し、除染計画を策定・実施するいわき市とともに、放射性物質に汚染された

生活圏・農地・森林等について、除染により計画的に放射線量を低減させる。 

○仮置場の設置については、住民説明会や現地視察会等の住民理解を促進する取組を行う。 

[廃棄物の処理] 

○地域住民の理解を得ながら災害廃棄物の処理を進めるとともに、放射性セシウム濃度が１キ

ログラムあたり8,000ベクレルを超える指定廃棄物について、国に早期処理を求める。 

[食品の安全確保] 

○米や野菜、魚など農林水産物や加工食品の放射性物質を徹底的に検査・分析し、安全・安心

な農林水産物や加工食品の流通を確保するとともに、消費者に向けてわかりやすく情報発信

を行う。 

３ いわきエリア
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 ②健康、教育  

・県民の健康を見守り、心身の健康の維持・増進を図る。 

・避難指示区域などからの避難者が多く、居住人口が増加していることから、医療福祉提供体

制の回復及び充実・強化を図る。 

・子どもたちの教育環境等の充実に努める。 

・放射線に関する知識の普及に取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ３「県民の心身の健康を守るプロジェクト」 

 重点 ４「未来を担う子ども・若者育成プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[健康管理調査] 

○県民健康管理調査により長期にわたり県民の健康を見守るとともに、疾病の早期発見・早期

治療につなげ、将来にわたる健康の増進を図る。 

[被災者の心身の健康保持] 

○仮設住宅や借上住宅で避難生活を余儀なくされている被災者や広く原子力災害の影響を受け

た県民の心身の健康の保持、増進を図る。 

[医療福祉提供体制の回復及び充実・強化]

○国が設置した「相双地域等医療・福祉復興支援センター」との連携を図りながら、全国組織

への医療支援の要請や震災により離職した医療従事者等の再雇用等、医師・看護師を始めと

する医療人材や福祉人材を確保・育成する。 

○医療機関の役割分担と機能強化、医療機関相互及び医療と介護の連携促進を図る。 

○医療福祉等の提供体制の充実・強化を図るほか、仮設施設の整備にあたり双葉郡との広域調

整を図る。 

○いわきエリアにおいて中核となる総合磐城共立病院については、双葉エリアの医療確保にも

重要な役割を担っており、三次救急医療等の機能強化を図るため、新病院の整備を進める。 

○福島県立医科大学に設置する放射線医学の研究・治療拠点と本エリアの中核的医療機関との

連携体制の構築を図る。 

３ いわきエリア
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[教育環境等の整備] 

○被災児童等の就学・通学支援、スクールカウンセラー等の派遣、教員の適正配置、学校施設 

の復旧、サテライト校の教育環境の充実を図る。 

○安心して子どもを遊ばせることができる屋内施設等の整備を推進する。 

[放射線に関する知識の普及] 

○放射線に関する正確な知識を住民と共有するため、講習会等を開催する。 

 ③生活再建  

・地震・津波による被災者や避難指示区域等からの避難者が安心して暮らすことができる環境 

を整備するとともに、雇用の維持・確保に努め、生活再建に取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ２「生活再建支援プロジェクト」 

 重点 ９「ふくしま・きずなづくりプロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[情報発信] 

○被災者に対して、行政情報や生活支援、復旧・復興状況等に関連した情報を提供する。 

[生活再建支援ときずなづくり]

○仮設住宅等における住環境の整備や避難者相互や地域住民などとのきずなづくりを図りコミ

ュニティの確保をするとともに、被災者が安心して暮らすことができる環境を整備する。加

えて、避難先での就職を希望する避難者に対し、きめ細かな就職支援を行うとともに、緊急

雇用創出事業の活用や、事業再開、企業の新増設、新産業創出等の促進により、雇用の確保・

創出に努める。 

○社会福祉協議会やＮＰＯ等の民間団体による、被災者の生活再建やふるさととのきずなづく

りに向けた活動について連携して取り組む。 

[防犯] 

○仮設住宅やその周辺地域における巡回パトロールや警察安全相談、交通安全対策等を実施す

る。 

３ いわきエリア
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[住宅再建の推進] 

○生活再建に向けて、被災者の住宅再建（新築・改修・購入）を進める。 

○既存住宅の耐震化を促進し、安全で安心できる住まいづくりを推進する。 

[自治体連携体制の構築]

○いわき市は、地震・津波による大きな被害を受けるとともに、原発避難者特例法の指定市町

村に指定されている。加えて、双葉エリアをはじめとした避難指示区域からの避難者を受け

入れ、その対応に当たっている。原発避難者特例法による事務の執行等に関し、避難元町村

及びいわき市ととともに、意向や課題の確認・調整を行いながら、自治体間の相互援助体制

を構築する。 

[受入自治体との連携した取組]  

○本エリアは、地震・津波の被災地であると同時に避難指示区域等の住民を受け入れているこ

とを踏まえ、いわき市の地震・津波からの復興及び再生に係る事業の円滑な推進と避難者の

受け入れによる居住人口の増加に対応し、行政サービスを円滑に提供できるよう人的支援等

により市の執行体制の強化を図るとともに、必要な財源の確保に連携して取り組む。 

[長期避難者等の生活拠点の整備] 

○復興公営住宅について自らの区域外に整備を希望する自治体と、国、県、受入市との協議の

場を設けて避難・受入市町村の意向・課題の確認、調整を行った上で、住民ニーズを踏まえ

た復興公営住宅の整備を迅速に進める。 

○生活拠点に必要となる機能の整備に当たっては、避難中の生活拠点にかかる協議や、復興公

営住宅の整備状況を踏まえ検討していく。 

[作業員等の宿舎確保] 

○復興に従事する作業員等の宿舎の確保を図る。 

[原子力損害賠償の促進］ 

○原子力災害に伴って生じた全ての損害について、被害者の立場に立った賠償が実現し、１日

も早く元の生活が再建できるよう、様々な取組を行う。 

３ いわきエリア
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 ④産業の再生及び創出  

・農林水産業、製造業、商業、観光業を始め、あらゆる分野の産業が地震や津波、原子力災害

及び風評により大きな被害を受けており、これらを大震災前の状況に戻すとともに、環境

と共生した新たな時代を牽引する産業づくりに取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ５「農林水産業再生プロジェクト」 

 重点 ６「中小企業等復興プロジェクト」 

 重点 ７「再生可能エネルギー推進プロジェクト」 

 重点 １０「ふくしまの観光交流プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[農林水産業の再生] 

○生産性の飛躍的向上を図るため、ほ場の大区画化等の基盤整備と担い手への集積を進めると

ともに、冬季温暖で日照量が豊富な気象条件を生かした大規模施設園芸の導入、その経営を

担う農業法人の育成など、新たな経営・生産方式の導入を推進する。 

○農林水産業とその他産業の連携・融合により、農林水産物の付加価値を高める地域産業６次

化を推進する。 

○畜産業の再生を図るため、優良繁殖牛や乳用牛の導入、安全な粗飼料の確保を推進する。 

○森林・林業の再生を図るため、増大が見込まれる木材の復興需要に対応した供給体制の整備

を推進する。 

○沿岸漁業の操業再開に向けた取組を進めるとともに、カツオ・サンマ等沖合性魚類の水揚げ

量の拡大による地域の活性化を図るため、県外船の誘致を図る取組を推進する。 

○アワビなど漁業者ニーズが高い種苗の生産を再開し、つくり育てる漁業の再構築を推進する。 

○避難農業者の避難先での営農再開に向けた取組を進める。 

[商工業の再生] 

○津波被害により事業再開が遅れている事業者をはじめ、被災事業者の事業再建に関する取組

を進める。また、中心市街地の商業機能の回復と活性化に取り組む。 

○避難した事業者が避難先で事業を再開し継続していくための取組を進める。 

[産業人材の育成] 

○テクノアカデミーを始め、各種専門学校・専門高校等における職業教育の充実に努めるほか、

先進分野に対応した基盤的製造技術の高度化を図る研修事業（技塾等）を実施するなど地域

産業のニーズを踏まえて人材育成を進める。 

３ いわきエリア
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[産業振興の推進] 

○工業団地造成費用利子補給制度の活用等により、新たな工業団地の整備を促進する。また、

企業立地補助金制度の活用等により、企業立地を推進する。 

○ふくしま産業復興投資促進特区等により、復興特区制度による課税の特例措置（東日本大震

災復興特別区域法・福島復興再生特別措置法）の活用を促進し、ものづくり産業の早期復興・

更なる産業振興を推進する。 

○国際バルク戦略港湾の選定を受けた小名浜港を活用し、再生可能エネルギー関連産業の集積

を進め、雇用の創出を目指す。 

○水産加工業など当地の地場産業の振興のため、事業者や組合等と連携して新しい製造技術や

市場性の高い商品の開発を推進する。 

[再生可能エネルギーの導入等の推進] 

○再生可能エネルギーの研究開発拠点と連携し、本エリアにおいてポテンシャルの高い太陽光

発電などの先進地域として再生可能エネルギー等の導入を図る。また、スマートコミュニテ

ィ等の取組を進める。 

○特に、洋上風力発電について、国・市・事業者等と連携・調整を図るとともに、研究、試験

を行う拠点の整備を目指す。 

[観光交流の推進] 

○いわきの温暖な気候を生かし、スポーツ等の大会やイベントによる観光振興を始め、定住・

二地域居住、グリーン・ツーリズム等の多様な交流を推進する。 

○アクアマリンふくしま等の観光施設を活用するとともに、フラダンス等の地域資源を活用し

新たな観光振興を図る。 

 ⑤地震・津波被害への対応 

・本エリアは、平成２３年3月11日の地震・津波に加え、同年4月に発生した余震等によ

り、甚大な被害を受けている。そこで、被災施設の復旧を行うとともに、「減災」という視

点から、ハード面の整備はもとより、ソフト面の防災対策を充実させ、地域の総合的な防

災機能の向上を図る。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点１１「津波被災地等復興まちづくりプロジェクト」 

３ いわきエリア
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＜具体的な取組＞ 

[土地利用]  

○津波により甚大な被害を受けた地域については、平坦地の区域や背後地が丘陵地や山林であ

る区域等、区域毎に土地利用形態が異なることから、住民の意見を丁寧に聴きながら、海岸

堤防の嵩上げや、防災緑地、道路などを組み合わせた多重防御によるハード整備やソフト対

策などを複合的に検討し、国・県・市が緊密に連携して災害に強いまちづくりを行う。 

○小名浜港の背後地においては、アクアマリンパークとの連携によるにぎわい創出のため、幹

線道路の整備を推進する等、港と市街地が一体となったまちづくりを進める。 

[家屋の移転事業の推進] 

○被災した住民の意向や各地区のまちづくりの方針、市の考え方を基本に防災集団移転事業や

土地区画整理事業等を推進する。 

[土砂災害への対応] 

○土砂災害により、人家や公共施設等に被害が生じた箇所で今後も被害が拡大するおそれのあ

る箇所において、緊急的に対策工事を行う。 

[インフラの復旧] 

○がれき等災害廃棄物の早期処理を進める。また、がれきの回収等を市や事業者と連携して進

め、漁場生産力の回復を図る。 

○土木施設等の早期復旧に努め、概ね平成２５年度から平成２７年度までの完成を目指す。 

○海岸堤防高は、「頻度の高い津波」や「高潮波浪」を考慮し、久之浜港より北側は高さ8.7m、

南側は7.2mを基本として概ね平成２７年度までに整備を行う。  

○物流、工業、漁業、観光等の様々な経済活動の拠点である重要港湾小名浜港は、概ね平成 

２４年度までを目途に主要な岸壁や係留施設、荷役機械等の復旧を完了し、概ね平成２５年

度までに港湾施設の復旧を目指す。 

○主要漁港である小名浜港漁港区については、水産加工業の原料確保や流通拠点として水産加

工施設（冷凍、冷蔵施設）等を概ね平成25年度までに復旧する。また、岸壁などの主要な

施設についても概ね平成２５年度まで、その他については概ね平成２７年度までの本復旧を

目指す。 

○地方港湾である江名港、中之作港について、岸壁などの主要な施設については概ね平成２５

年度までの本復旧を目指す。 

○久之浜漁港、四倉漁港、豊間漁港、小浜漁港、勿来漁港については、漁港間の機能分担を図

りつつ、産地市場や水産業関連施設等の効率的な復旧を進め、岸壁などの主要な施設につい

ては概ね平成25年度までの本復旧を目指す。 

３ いわきエリア
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○農地・農業用施設等の災害復旧を概ね平成26年度まで、「復興基盤総合整備事業」による大

区画ほ場整備（下仁井田、夏井、錦・関田地区）を概ね平成２７年度までに完了し、生産基

盤の復旧を推進する。 

[防災対策] 

○避難情報等が住民に迅速かつ確実に伝達できる体制を整備するとともに、大規模災害発生時

に市町村等へ情報連絡員を派遣する。 

○消防団員の確保や教育訓練の充実を図るとともに、自主防災組織の活性化や住民に対する防

災意識の啓発等により地域防災力の向上を図る。 

○災害発生時に備え、物資の確保体制を強化する。 

[ふるさとの景観の再生、魅力向上] 

○地域の伝統文化やふくしまらしさを未来につなぐため、損傷を受けた歴史的建造物や文化財

等の復旧や津波被害地区等のまちなみ景観再生等を推進する。 

 ⑥復興を支援する交通網の整備  

・浜通りの復興の基盤となる「浜通り軸」の早期復旧・整備と、生活を支援する道路を整備すると

ともに、浜通りと中通りをつなぐ東西連携道路など、災害に強い道路ネットワークを構築する。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点１２「県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[道路] 

○「浜通り軸」である国道6号については、久之浜バイパス・常磐バイパスの整備促進及び勿

来バイパスの事業化を図る。 

○「本県の復興に向けた戦略的道路整備」として、双葉エリアといわきエリアを結ぶ国道３９

９号や県道小野富岡線、県道吉間田滝根線の整備を重点的に進めるとともに、小名浜港と常

磐自動車道を連携する小名浜道路の事業化を図る。 

○いわきエリアと中通りの東西連携及び防災機能を強化するため、国道49号（平バイパス、

北好間改良）、国道289号や県道いわき石川線等の整備を図る。 

○沿岸地域の復興を支援する道路として、各地区のまちづくりの方針に基づき県道豊間四倉線

などの整備を進める。また、必要に応じて防災緑地等との組み合わせにより減災機能を持た

せることを検討していく。 

３ いわきエリア
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[鉄道] 

○将来的には、ＪＲ常磐線の複線化（四ツ倉駅以北）を含めた高速鉄道化、快適化について検

討を進める。 

[路線バス等] 

○住民の生活の足として利便性の向上が図られるよう路線バス等の生活交通の確保を推進する。 

○避難者の生活の足として、巡回バス等の生活交通の確保を推進する。 

[産業の復興を支援する物流拠点の強化] 

○産業復興を支援するため、国際海上物流の拠点である国際バルク戦略港湾小名浜港において、

東港地区国際物流ターミナルの大水深岸壁等を整備する。 

３ いわきエリア
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 ４ 中通りエリア

 復興へ向けた考え方  

中通りエリアにおいては、地震による

染の取組を強力に推進する。 

高い産業集積や高次都市機能の集積及

県全体の復興を牽引するとともに、

県は避難指示解除(準備)区域の復旧

帰還に向けた環境整備に全力で取り

[位置・面積] 

による被害の復旧に加え、あらゆる面で復興の

集積及び高速交通体系に恵まれている等の特性

、被災者支援、雇用確保等の役割を担う。

復旧・復興の取組を加速化するとともに、解除

り組む。

４

の前提となる除

特性を生かして、

解除を待つ区域の

中通りエリア
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（１）現状と課題                            

[主な地震被害]  

○平成２３年3月11日、中通り地方29市町村のうち27市町村で震度6強から5強を観測。

死者４０人、行方不明者１人。住家全半壊 41,333棟（平成24年１２月２５日現在）。 

○地震により多くの住家が被災したほか、白河市葉ノ木平・ザラ久保地区土砂崩れ（死者14

人）、須賀川市藤沼湖決壊（死者7人、行方不明者1人）、福島市伏拝地区（あさひ台団地）

の法面崩壊（国道４号通行止）、国営かんがい排水事業隈戸川地区パイプライン損壊（鏡石町・

矢吹町他）、小峰城の石垣崩落など、中通り全域にわたり、甚大な地震被害が生じた。 

○国見町庁舎・川俣町庁舎・郡山市庁舎・須賀川市庁舎、県庁東分庁舎・県郡山合同庁舎北分

庁舎等、自治体庁舎も損壊し、初期の復旧作業に困難をきたした。 

[原子力災害に伴う影響] 

○田村市に設定されていた緊急時避難準備区域

は、平成２３年9月30日に解除され、警戒

区域については、平成２４年４月１日に解除

され避難指示解除準備区域に再編された。 

○川俣町は、平成２３年４月２２日に山木屋地

区が計画的避難区域が設定され、1か月とい

う短期間での区域外避難を余儀なくされた。 

 なお、現在区域見直しに向けた協議が進めら

れている。 

○伊達市には117の特定避難勧奨地点が設定

されていたが、平成２４年１２月１４日に解

除された。 

○住民は放射線の影響に対する不安を抱えた生

活を強いられており、子どもの屋外活動を制

限するなどの影響が生じており、環境放射線

等のモニタリング、徹底した除染の実施、住民の健康の保持・増進に取り組む必要がある。 

○健康への影響を心配した県内外への避難者が多く、家族の分断、慣れない避難先での孤立に

よる精神的苦痛や避難生活に伴う経済的負担の増大、生活不安などが生じており、避難先に

おける住民の支援ときずなの維持を図ること等が課題となっている。 

４ 中通りエリア
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○原子力災害による出荷制限等や風評により、水稲、野菜、モモ、柿などの果樹、畜産等の農

林水産業はもとより、商工業においても観光客の激減や企業の転出等、あらゆる産業が打撃

を受けており、原子力災害を克服する取組が求められている。 

○福島空港では、国際定期路線（上海便、ソウル便）の運休が続いている。 

[被災住民・被災市町村の受入れ] 

○中通りエリアでは、仮設住宅や借上住宅等により約３万９千人の避難者を受け入れているほ

か、警戒区域等に指定及び計画的避難区域に設定された相馬・双葉エリアから避難を余儀な

くされた飯舘村・富岡町・双葉町・浪江町・葛尾村が平成２４年１２月現在も本エリアに役

場機能を移している状態にある。また、居住人口の増加に対応する住環境の整備や、教育・

医療・福祉などの公共サービス提供等の受入態勢整備及び雇用の確保が課題となっている。 

（２）復興の取組                           

 ①環境回復  

・環境放射線等モニタリングを充実・強化する。 

・徹底した除染により、美しく豊かなふるさとを再生する。 

・廃棄物の処理を進める。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 １「環境回復プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[モニタリング] 

○5㎞メッシュごとに設置した計約2３0台の可搬型モニタリングポストと、子どもたちの安

全・安心確保のため、学校や保育施設等に設置した計約1,650台のリアルタイム線量測定シ

ステムにより環境放射線の状況を把握し、わかりやすく測定結果を公開する。 

○住民の身近な公共施設等に整備した食品等の放射性物質簡易測定機器により、住民自らが検

査し確認できる体制を構築する。 

[除染] 

○関係機関と連携し、除染計画を策定・実施する市町村とともに、放射性物質に汚染された生

活圏・農地・森林等について、除染により計画的に放射線量を低減させる。 

４ 中通りエリア
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○除染特別地域において、県は、市町村と連携して国による除染を促進し、域内の放射線量を

低減させる。 

○仮置場の設置については、住民説明会や現地視察会等の住民理解を促進する取組を行う。 

[廃棄物の処理] 

○地域住民の理解を得ながら災害廃棄物の処理を進めるとともに、放射性セシウム濃度が１キ

ログラムあたり8,000ベクレルを超える指定廃棄物について、国に早期処理を求める。 

○国が廃棄物処理を行う汚染廃棄物対策地域については、早急に取り組むよう市町村とともに

国に働きかける。 

[食品、飲料水の安全確保] 

○全国有数の産地となっている県北地方のモモ・リンゴ、県中・県南地方の米・キュウリ・ト

マト等の農林水産物や加工食品の放射性物質を徹底的に検査・分析し、安全・安心な農林水

産物や加工食品の流通を確保するとともに、消費者に向けてわかりやすく情報発信を行う。 

○飲料水の安全性を確保するため、水源の種類や環境放射線等の状況を考慮した定期的な放射

性物質検査を実施する。 

[拠点の整備] 

○放射性物質に汚染された環境を回復し、県民が将来にわたり安心して暮らせる環境を創造す

るため、調査・研究・技術開発、情報収集・発信、教育・研修・交流等を行う国際的な調査

研究拠点を整備する。 

 ②健康、教育  

・県民の健康を見守り、心身の健康の維持・増進を図る。 

・医療福祉提供体制の回復及び充実・強化を図る。 

・子どもたちの教育環境等の充実に努める。 

・放射線に関する知識の普及に取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ３「県民の心身の健康を守るプロジェクト」 

 重点 ４「未来を担う子ども・若者育成プロジェクト」 

４ 中通りエリア
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＜具体的な取組＞ 

[健康管理調査] 

○県民健康管理調査により長期にわたり県民の健康を見守るとともに、疾病の早期発見・早期

治療につなげ、将来にわたる健康の増進を図る。 

［被災者の心身の健康保持］ 

○仮設住宅や借上住宅で避難生活を余儀なくされている被災者や広く原子力災害の影響を受け

た県民の心身の健康の保持、増進を図る。 

[医療福祉提供体制の回復及び充実・強化] 

○被災した医療福祉施設等の復旧、医療福祉従事者確保に関する取組を進め、医療福祉提供体

制等の回復及び充実・強化を図る。 

○福島県立医科大学に放射線医学に関する調査研究と最先端治療拠点を創設するとともに、各

地域の医療機関との連携体制の確保を図る。 

[教育環境等の整備] 

○被災児童等の就学・通学支援、スクールカウンセラー等の派遣、教員の適正配置、学校施設

の復旧、サテライト校の宿泊施設の確保など、長期避難にも対応した教育環境の整備を図る。 

○計画的避難区域にある学校等については、解除後の早期再開を図るとともに、教育環境の充

実に努める。 

○安心して子どもを遊ばせることができる屋内施設等の整備を推進する。 

[放射線に関する知識の普及] 

○放射線に関する正確な知識を住民と共有するための講習会等を開催する。 

 ③生活再建  

・避難者や地震等による被災者が安心して暮らすことができる環境を整備するとともに、雇用 

の維持・確保に努め、生活再建に取り組む。 

＜関連するプロジェクト＞ 

 重点 ２「生活再建支援プロジェクト」 

 重点 ９「ふくしま・きずなづくりプロジェクト」 

４ 中通りエリア
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＜具体的な取組＞ 

[情報発信] 

○被災者に対して、行政情報や生活支援、復旧・復興状況等に関連した情報を提供する。 

[生活再建支援ときずなづくり] 

○仮設住宅等における住環境の整備や避難者相互や地域住民等とのきずなづくりを図りコミュ

ニティの確保をするとともに、仮設住宅等への電子回覧板等による情報発信等、避難者への

情報提供・きずなの維持に取り組む。加えて、避難先での就職を希望する避難者に対し、き

め細かな就職支援を行うとともに、緊急雇用創出事業の活用や、事業再開、企業の新増設、

新産業創出等の促進により、雇用の確保・創出に努める。 

○自主避難者の帰還のための住環境の整備を進める。 

○社会福祉協議会やＮＰＯ等の民間団体による、被災者の生活再建やふるさととのきずなづく

りに向けた活動について連携して取り組む。 

[防犯・防火] 

○避難指示区域等の立入規制や警戒、警ら活動を継続して行い、治安の維持と避難者の安心を

確保する。 

○仮設住宅やその周辺地域における巡回パトロールや警察安全相談、交通安全対策等を実施す

る。 

○県内各消防本部による広域応援体制を整備し、避難指示区域等内での大規模火災に備える。 

[住宅再建の推進] 

○生活再建に向けて、被災者の住宅再建（新築・改修・購入）を進める。 

[自治体連携体制の構築] 

○原発避難者特例法による事務の執行等に関し、避難元町村と受入市町村とともに、意向や課

題の確認・調整を行いながら、自治体間の相互援助体制を構築する。 

○市町村の復興・再生に係る事業の円滑な推進に向け、人的支援等による執行体制の強化とと

もに必要な財源の確保に連携して取り組む。 

[受入自治体との連携した取組]  

○双葉エリア等の住民を受け入れていることを踏まえ、医療・福祉サービスや行政サービス等

が円滑に提供できるよう、必要な取組を進める。 

４ 中通りエリア
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[長期避難者等の生活拠点の整備] 

○復興公営住宅について自らの区域外に整備を希望する自治体と、国、県、受入市との協議の

場を設けて避難・受入市町村の意向・課題の確認、調整を行った上で、住民ニーズを踏まえ

た復興公営住宅の整備を迅速に進める。 

○生活拠点に必要となる機能の整備に当たっては、避難中の生活拠点にかかる協議や、復興公

営住宅の整備状況を踏まえ検討していく。 

○戻りたくとも戻れない避難者に対し、その状況に応じて、安定的な生活が再構築できるよう、

住宅の確保、雇用の創出等に取り組む。 

[帰還支援] 

○公共インフラの復旧状況等、帰還に向けた取組を情報発信する。 

○市町村の住民の帰還に向けた構想を尊重しながら、帰還に当たっての課題を整理するととも

に国や市町村と連携して環境整備に取り組み、住民や事業所の帰還を加速させる。 

[原子力損害賠償の促進］ 

○原子力災害に伴って生じた全ての損害について、被害者の立場に立った賠償が実現し、１日

も早く元の生活が再建できるよう、様々な取組を行う。 

[区域の見直し]

○町村とともに、住民帰還に向けた方針等の策定及び実施に積極的に取り組むとともに、区域

の見直しに当たっては、国に対して、町村の意向を考慮しつつ、地域の状況を踏まえ十分に

協議した上で判断するよう要請する。 

 ④産業の再生及び創出  

・高い産業集積や都市機能の集積を生かし、農林水産業の再生や新たな産業の創出に取り組み、 
本県全体の復興を牽引する。 

・医療福祉機器産業の集積や創薬拠点の整備など、医療関連産業を振興する。 

・環境と共生した新たな時代を牽引する産業づくりに取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ５「農林水産業再生プロジェクト」 

 重点 ６「中小企業等復興プロジェクト」 

 重点 ７「再生可能エネルギー推進プロジェクト」 

 重点 ８「医療関連産業集積プロジェクト」 

 重点 １０「ふくしまの観光交流プロジェクト」 

４ 中通りエリア

復興計画（第２次）

-109-



＜具体的な取組＞ 

[農林水産業の再生] 

○大規模な土地利用型農業や太陽光発電等による電力を活用した施設園芸の導入、その経営を

担う農業法人の育成等、新たな経営・生産方式の導入を推進する。 

○優良繁殖牛・肥育牛・乳用牛の導入や、安全な粗飼料の確保を推進し、畜産業の再生を図る。 

○地域産業６次化や農業と観光業・地元飲食業界と連携を進める取組を推進し、付加価値の高

い農林水産業の確立を図る。 

○増大が見込まれる木材の復興需要に対応した供給体制の整備を推進し、森林・林業の再生を

図る。 

○避難農業者の避難先での営農再開に向けた取組を進める。 

[商工業の再生] 

○被災事業者の事業再建に関する取組を進めるほか、中心市街地の商業機能の回復と活性化に

取り組む。 

○避難した事業者が避難先で事業を再開し継続していくための取組を進める。 

[産業人材の育成] 

○テクノアカデミーを始め、各種専門学校・専門高校等における職業教育の充実に努めるほか、

先進分野に対応した基盤的製造技術の高度化を図る研修事業（技塾等）を実施するなど地域

産業のニーズを踏まえて人材育成を進める。 

[産業振興の推進] 

○工業団地造成費用利子補給制度の活用等により、新たな工業団地の整備を促進する。また、

企業立地補助金制度の活用等により、企業立地を推進する。 

○ふくしま産業復興投資促進特区により、復興特区制度による課税の特例措置（東日本大震災

復興特別区域法・福島復興再生特別措置法）の活用を促進し、ものづくり産業の早期復興・

更なる産業振興を推進する。 

○避難解除区域における課税の特例措置（福島復興再生特別措置法）の活用を促進し、避難等

指示の対象となった区域に震災時において事業所を有していた事業者が、避難解除区域にお

いて事業を再開・継続し、また、同区域に帰還することを促進する。 

○福島県立医科大学において医薬品開発を支援する拠点の整備を進めるとともに、安全性評価

を始めとして医療機器の開発から事業化までを一体的に支援する拠点を郡山市に整備する。 

○これらの拠点を活用し、産学官が一体となって医療機器の開発等に取り組み、医療関連産業

の集積を図る。 

４ 中通りエリア
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○既存産業の集積を生かしながら再生可能エネルギー関連産業の集積を進める。 

○繊維や工芸品など当地の地場産業の振興のため、事業者や組合等と連携して新しい製造技術

や市場性の高い商品の開発を推進する。 

[再生可能エネルギーの導入等の推進] 

○ハイテクプラザ及び福島大学、日本大学工学部等における太陽光や風力・地熱・地中熱・水

力・バイオマス等の実用化に向けた再生可能エネルギー研究を推進する。 

○郡山市に整備される独立行政法人産業技術総合研究所の福島再生可能エネルギー研究開発拠

点において、会津や浜通り等県内のそれぞれの特色を生かした取組と密接に連携を取りなが

ら、県全域の再生可能エネルギーの推進を行う。 

[観光交流の推進] 

○本エリアの充実した高速交通体系やビッグパレットふくしまなどのコンベンション機能と、

都市部と温泉地等の観光地が近接している等の立地条件を生かし、国内外の会議や大会、イ

ベント誘致による観光振興と多様な交流を推進する。 

○豊かな自然を生かした自然体験や農業体験（グリーン・ツーリズム）を柱とした体験型観光

の振興に積極的に取り組む。 

[福島空港の活用] 

○福島空港を活用した広域的かつ裾野の広い交流拡大や情報発信に取り組むとともに、航空物

流や防災拠点としての機能を強化する。 

 ⑤地震被害への対応  

・本エリアでは、地震による甚大な被害が発生した。被災施設の復旧を行うとともに、ソフト・ 

ハードが一体となった防災機能が強化されたまちづくりを推進する。 

＜具体的な取組＞ 

[住宅の整備] 

○復興公営住宅整備事業の促進に向け、法制度や活用事例等の情報提供を行う。 

○既存住宅の耐震化を促進し、安全で安心できる住まいづくりを推進する。

[宅地地盤被害への対応] 

○地盤の滑動又は崩落により被害を受けた造成宅地について、同様の被害を防止するための取

組を市町村とともに行う。 

４ 中通りエリア
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[土砂災害への対応] 

○葉ノ木平地区を始め、人家や公共施設等に被害が生じた箇所で今後も被害が拡大するおそれ

のある箇所において、緊急的に対策工事を行う。 

[ため池の耐震性の検証] 

○ため池の効果的な耐震性検証手法を確立し、その検証手法をもとに調査を実施、ため池の耐

震化を推進する。 

[インフラ・公共施設等の復旧] 

○土木施設及び農業水利施設等の早期復旧に努め、概ね平成２５年度までの完成を目指す。 

○災害対応の拠点となる市町庁舎等の公共施設について早期復旧に向けた取組を進める。 

[防災対策] 

○避難情報等が住民に迅速かつ確実に伝達できる体制を整備するとともに、大規模災害発生時

に市町村等へ情報連絡員を派遣する。 

○消防団員の確保や教育訓練の充実を図るとともに、自主防災組織の活性化や住民に対する防

災意識の啓発等により地域防災力の向上を図る。 

○災害発生時に備え、物資の確保体制を強化する。 

[ふるさとの景観の再生、魅力向上] 

○市町村とともに、地域の伝統文化やふくしまらしさを未来につなぐため、歴史的なまちなみ

や自然景観の保全、損傷を受けた歴史的建造物や文化財等の復旧を推進する。 

 ⑥復興を支援する交通網の整備  

・浜通りと中通り、中通りと会津をつなぐ東西連携道路など災害に強い道路ネットワークを構 

築するとともに、浜通りの復興を支援する道路を整備する。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点１２「県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト」 

４ 中通りエリア
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＜具体的な取組＞ 

[道路] 

○相馬エリアと県北地域を結ぶ東北中央自動車道（相馬～福島間）については、着手後概ね 

１０年以内、東北中央自動車道（福島～米沢間）は平成２９年度の完成に向けて、国や関係

市町村等と連携し整備促進に努める。 

○「本県の復興に向けた戦略的道路整備」として、国道１１４号、国道２８８号、県道原町川

俣線、県道吉間田滝根線等を重点的に整備する。 

○浜通りと中通りを結ぶ国道115号、国道289号、県道いわき石川線等を整備するとともに、

中通りと会津を結ぶ国道118号等を整備し、東西連携及び防災機能の強化を図る。 

○「中通り軸」として、国道4号（白河、鏡石、伊達の拡幅）や国道13号（福島西道路の南

伸）の整備を促進する。また、生活支援のための機能強化を図るため、国道349号等の整備

を進める。 

○国道２９４号（白河）等、大規模な被災を受けた地域において、市町村の復興計画を勘案し

た道路整備を推進する。 

[路線バス等] 

○住民の生活の足として利便性の向上が図られるよう路線バス等の生活交通の確保を推進する。 

 ⑦台風１５号豪雨災害への取組  

・洪水被害の軽減を図るため河川改修等を促進する。 

＜具体的な取組＞ 

[河川改修等] 

○河道の掘削や洪水調節施設の整備等、阿武隈川の改修事業を促進する。 

○広域的な内水被害を踏まえ、総合的な内水対策の促進や、関係機関との連携により住民避難

の情報連絡体制の強化を図る。 

[農林業関連インフラの災害復旧] 

○農地・林地、農林業用施設等の早期復旧に努め、概ね平成２４年度の復旧を目指す。 

４ 中通りエリア
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５ 会津エリア

 復興へ向けた考え方  

会津エリアにおいては、平成２３

月末の新潟・福島豪雨では甚大な災害

により、災害に強い社会づくりを確

また、原子力災害に伴う風評から

お客様をもてなす全国屈指の観光地

内外に強く発信する。 

[位置・面積]  

○会津エリアは、福島県の西部に位置

本県の観光の中心的地域である。

２３年3月11日の地震による被害は比較的少ないが

災害に見舞われた。豪雨災害からの復旧・復興

確かなものとする。

から脱却し、豊かな自然と農林水産物等で国内外

観光地として、ふくしまの復興をリードし、ふくしまの

位置し、総面積 5,421km２で、全国屈指の観光資源

ないが、同年7

復興を進めること

国内外からの多くの

ふくしまの魅力を県

観光資源に恵まれた

５ 会津エリア
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（１）現状と課題                            

[主な地震被害] 

○平成２３年3月11日、会津地方では、猪苗代町で震度6弱を観測したほか、6市町村で震

度5強を観測。死者４人、住家全半壊158棟（平成24年１２月２５日現在）。 

○地震による被害は少ないものの、鶴ケ城の石垣が崩落するなどの被害が生じた。 

[新潟・福島豪雨災害] 

○平成２３年7月28日から30日にかけての局地的豪雨により、最大で2,318人が避難。 

○土砂災害により、全半壊を含めて多数の住家被害が発生したほか、只見川の堤防や護岸等の

河川関連施設、国道252号や289号、401号などの道路等公共施設の被災を始め、土砂

流入による農地被害や、山腹崩壊や沢の浸食による林地被災のほか、平成２４年１２月現在、

会津川口駅から只見駅までの区間が運行不能となっているなど、ＪＲ只見線等が甚大な被害

を受けており、インフラ等の早急な復旧を進めることが課題となっている。 

[原子力災害に伴う影響] 

○空間線量率は比較的低いものの、住民の放射線の影響に対する不安は大きく、環境放射線等

のモニタリング、除染の実施、住民の健康の保持・増進に取り組むことが必要である。 

○米や野菜などの農産物から放射性物質はほとんど検出されていないが、風評により販売数量

の減及び価格の低迷が続いている。 

○会津地方の森林は、空間線量は低いものの、広葉樹林から生産されるきのこ原木の大部分が

指標値を超えており、さらに、野生きのこや山菜に加え内水面魚種の一部が出荷制限の対象

となっている市町村もある。 

○県外からの観光客は回復傾向にあるものの県外からの修学旅行は約８割減、第三セクター鉄

道の利用減少など本エリアの基幹的産業である観光関連産業を始め多くの産業に著しい影響

が及んでおり、風評の払拭が課題となっている。 

[被災住民・被災町の受入れ] 

○会津エリアでは、仮設住宅や借上住宅などにより約６千人の避難者を受入れているほか、警

戒区域等に設定された双葉エリアから避難を余儀なくされた大熊町が役場機能を、楢葉町が

平成２４年１２月現在も出張所を本エリア内に設置している。 

○避難者の住環境の整備や、教育・医療・福祉などの公共サービス提供等の受入態勢整備及び

雇用の確保が課題となっている。 

５ 会津エリア
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（２）復興の取組                           

 ①環境回復  

・環境放射線等モニタリングを充実・強化する。 

・線量に応じた必要な除染により、美しく豊かなふるさとを再生する。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 １「環境回復プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[モニタリング] 

○10㎞メッシュ（都市部は5㎞メッシュ）ごとに設置した計約70台の可搬型モニタリング

ポストと、子どもたちの安全・安心確保のため学校や保育施設等に設置した計約440台のリ

アルタイム線量測定システムにより、環境放射線の状況を把握してわかりやすく測定結果を

公開する。 

○住民の身近な公共施設等に整備した食品等の放射性物質簡易測定機器により、住民自らが検

査し確認できる体制を構築する。 

[除染] 

○関係機関と連携し、除染計画を策定・実施する市町村とともに、放射性物質に汚染された生

活圏・農地・森林等について、除染により計画的に放射線量を低減させる。 

[廃棄物の処理] 

○地域住民の理解を得ながら災害廃棄物の処理を進めるとともに、放射性セシウム濃度が１キ

ログラムあたり8,000ベクレルを超える指定廃棄物について、国に早期処理を求める。 

[食品の安全確保] 

○全国的なブランド力を有する米やアスパラガス、トマトなど農林水産物や加工食品の放射性

物質を徹底的に検査・分析し、安全・安心な農林水産物や加工食品の流通を確保するととも

に、消費者に向けてわかりやすく情報発信を行う。 

５ 会津エリア
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 ②健康、教育  

・県民の健康を見守り、心身の健康の維持・増進を図る。 

・医療提供体制等の充実を図る。 

・子どもたちの教育環境等の充実に努める。 

・放射線に関する知識の普及に取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ３「県民の心身の健康を守るプロジェクト」 

 重点 ４「未来を担う子ども・若者育成プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[健康管理調査] 

○県民健康管理調査により長期にわたり県民の健康を見守るとともに、疾病の早期発見・早期

治療につなげ、将来にわたる健康の増進を図る。 

［被災者の心身の健康保持］ 

○仮設住宅や借上住宅で避難生活を余儀なくされている被災者や広く原子力災害の影響を受け

た県民の心身の健康の保持、増進を図る。 

[医療提供体制等の充実] 

○へき地医療支援体制を充実・強化するとともに、救急医療や周産期医療も含め、民間病院、

会津医療センターと県立病院やへき地診療所等の役割分担と連携の促進を図る。 

[教育環境等の整備] 

○被災児童等の就学・通学支援、スクールカウンセラー等の派遣、教員の適正配置、サテライ

ト校の宿泊施設の確保等、教育環境の充実を図る。 

[放射線に関する知識の普及] 

○放射線に関する正確な知識を住民と共有するための講習会等を開催する。 

５ 会津エリア
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 ③生活再建  

・避難者が安心して暮らすことができる環境を整備するとともに、雇用の確保に努め、生活再

建に取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ２「生活再建支援プロジェクト」 

 重点 ９「ふくしま・きずなづくりプロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[情報発信] 

○被災者に対して、行政情報や生活支援、復旧・復興状況等の情報を提供する。 

[生活再建支援ときずなづくり] 

○温暖な浜通りから避難している被災者が多いことから、仮設住宅等における防寒対策等の住

環境の整備や、避難者相互や地域住民などとのきずなづくりを図りコミュニティを確保する

とともに避難者への情報提供・きずなの維持に取り組む。加えて、避難先での就職を希望す

る避難者に対し、きめ細かな就職支援を行うとともに、緊急雇用創出事業の活用や、事業再

開、企業の新増設、新産業創出等の促進により、雇用の確保・創出に努める。 

○社会福祉協議会やＮＰＯ等の民間団体による、被災者の生活再建やふるさととのきずなづく

りに向けた活動について連携して取り組む。 

[防犯] 

○仮設住宅やその周辺地域における巡回パトロールや警察安全相談、交通安全対策等を実施す

る。 

[自治体連携体制の構築] 

○原発避難者特例法による事務の執行等に関し、避難元町村と避難先市町村とともに、意向や

課題の確認・調整を行いながら、自治体間の相互援助体制を構築する。 

○市町村の復興・再生に係る事業の円滑な推進に向け、必要な財源の確保に連携して取り組む。 

[受入自治体との連携した取組]  

○双葉エリア等の住民を受け入れていることを踏まえ、医療・福祉サービスや行政サービス等

が円滑に提供できるよう、必要な取組を進める。 

５ 会津エリア
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[長期避難者等の生活拠点の整備] 

○復興公営住宅について自らの区域外に整備を希望する自治体と、国、県、受入市との協議の

場を設けて避難・受入市町村の意向・課題の確認、調整を行った上で、住民ニーズを踏まえ

た復興公営住宅の整備を迅速に進める。 

○生活拠点に必要となる機能の整備に当たっては、避難中の生活拠点にかかる協議や、復興公

営住宅の整備状況を踏まえ検討していく。 

 ④産業の再生及び創出  

・全国屈指の観光資源を活用して風評の払拭を目指し、県全体の観光振興を牽引する。 

・全国的なブランド力を有する米を始めとし、地域の特性を生かした農林業をさらに振興する。 

・国内外から企業を誘致し、新たな時代を牽引する産業づくりに取り組む。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

 重点 ５「農林水産業再生プロジェクト」 

 重点 ６「中小企業等復興プロジェクト」 

 重点 ７「再生可能エネルギー推進プロジェクト」 

 重点 １０「ふくしまの観光交流プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[観光交流の推進] 

○磐梯山や猪苗代湖等の豊かな自然を生かした自然体験や農業体験(グリーン・ツーリズム)を柱

とした体験型観光の振興に積極的に取り組む。 

○歴史的に価値のある施設や主要観光施設を活用するとともに「八重の桜」放送を契機として

歴史的・文化的資源を活用した新たな観光振興を図る。 

[ふるさとの景観の再生、魅力向上] 

○市町村とともに、地域の伝統文化やふくしまらしさを未来につなぐため、歴史的なまちなみ

や自然景観の保全、損傷を受けた歴史的建造物や文化財等の復旧に取り組む。 

○尾瀬国立公園等について、貴重な自然の保全と利用環境の整備を進めて風評の払拭を図る。 

[農林水産業の再生] 

○生産性の高い農業経営を確立するため、担い手への農地集積を進める等、大規模土地利用型

農業を行う農業法人を育成する。 

５ 会津エリア

復興計画（第２次）

-119-



○地産地消を推進しながら、農業と観光業・地元飲食業界との連携を図るなど地域産業の６次

化を進め、付加価値の高い農林水産業の確立を図る。 

○避難農業者の避難先での営農再開に向けた取組を進める。 

○畜産業の再生を図るため、優良繁殖牛や乳用牛の導入、安全な粗飼料の確保を推進する。 

○増大が見込まれる木材や木質バイオマスの復興需要に対応した供給体制の整備を推進し、森

林・林業の活性化を図る。 

○森林の公益的機能を維持しながら、間伐等の森林施業と放射性物質の低減を一体的に進め、

森林の再生と林業の復興を図る。 

[商工業の再開支援] 

○避難した事業者が避難先で事業を再開し継続していくための取組を進める。 

[産業人材の育成] 

○テクノアカデミーを始め、各種専門学校・専門高校等における職業教育の充実に努めるほか、

先進分野に対応した基盤的製造技術の高度化を図る研修事業（技塾等）を実施するなど地域

産業のニーズを踏まえて人材育成を進める。 

[産業振興の推進] 

○工業団地造成費用利子補給制度の活用等により、新たな工業団地の整備を促進する。また、

企業立地補助金制度の活用等により、企業立地を推進する。 

○ふくしま産業復興投資促進特区により、復興特区制度による課税の特例措置（東日本大震災

復興特別区域法・福島復興再生特別措置法）の活用を促進し、ものづくり産業の早期復興・

更なる産業振興を推進する。 

○伝統工芸品等当地の地場産業の振興のため、事業者や組合等と連携して新しい製造技術や市

場性の高い商品の開発を推進する。 

[再生可能エネルギーの導入等の推進] 

○コンピュータ理工学専門大学「会津大学」と地域のＩＣＴベンチャー等の協働による人材育

成やスマートコミュニティの実証試験等スマートグリッドの研究を推進し、ＩＣＴ産業等の

集積を図る等、新たな産業と雇用の創出を目指す。 

○再生可能エネルギーの研究開発拠点及び関係団体と連携し、地熱発電や小水力発電、木質バ

イオマス等、豊富な再生可能エネルギー資源を活用し、再生可能エネルギーの普及を促進す

る。

５ 会津エリア
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［情報通信関連産業の集積］ 

○会津大学を中心とした産学官連携により、情報通信関連産業の振興を図るとともに、地域の

人的資源や研究・技術力等を生かし、情報通信関連産業の基盤となるデータセンター等の企

業誘致を推進し、関連産業の集積を図る。 

 ⑤復興を支援する交通網の整備  

・県土のグランドデザインとして整備を進めてきた縦・横６本の連携軸のうち、「横断道軸」

の整備や、国道２５２号など災害に強い道路の整備を進め、ふくしま及び東北を支える県

土をつくる。 

＜関連する重点プロジェクト＞ 

重点１２「県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[道路] 

○浜通りと会津を結ぶ「横断道軸」である磐越自動車道（会津若松～新潟間）の4車線化の早

期実現、中通りと会津を結ぶ国道118号等の整備及び会津を縦断する「会津軸」である会津

縦貫道の整備に取り組む。 

○風評による観光客の激減等、大きな打撃を受けている観光産業の復興に向けて、観光地間移

動の利便性を向上する道路ネットワークの整備を進める。 

○国道252号、国道289号、国道400号や国道401号等の整備を進め災害に強い道路ネ

ットワークを構築する。 

[路線バス等] 

○住民の生活の足として利便性の向上が図られるよう路線バス等の生活交通の確保を推進する。 

 ⑥平成２３年７月新潟・福島豪雨による災害復旧への取組  

・豪雨災害からの早期復旧に取り組むとともに、ソフト・ハードが一体となった防災機能が強

化されたまちづくりを推進する。 

５ 会津エリア
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＜関連する重点プロジェクト＞ 

重点１２「県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト」 

＜具体的な取組＞ 

[住宅の整備] 

○復興公営住宅整備事業の促進に向け、法制度や活用事例等の情報提供を行う。 

[インフラの復旧等] 

○土木施設及び農地・農業用施設等の早期復旧に努め、概ね平成２５年度までの完成を目指す。

また、黒谷川や叶津川などについては、一連区間の改良復旧が必要なことから、概ね平成 

２６年度の完成を目指す。 

○土砂災害により、人家や公共施設等に被害が生じた箇所で今後も被害が拡大するおそれのあ

る箇所において、緊急的に対策工事を行う。 

○林道・林地の早期復旧と土砂災害等の防止を図るための治山施設の整備を推進する。 

[鉄道] 

○JR只見線の運休区間について、福島県 JR只見線復興連絡会議等において、関係市町村等と

課題の検討、連絡調整を行う。また、国や JR東日本に対して強く早期全線復旧を要請して

いく。 

[防災対策] 

○避難情報等が住民に迅速かつ確実に伝達できる体制を整備するとともに、大規模災害発生時

に市町村等へ情報連絡員を派遣する。 

○消防団員の確保や教育訓練の充実を図るとともに、自主防災組織の活性化や住民に対する防

災意識の啓発等により地域防災力の向上を図る。 

○災害発生時に備え、物資の確保体制を強化する。 

○只見川流域等の災害復旧にあわせ、今回の豪雨を踏まえた新たな河川改修事業を計画する必

要があることから、平成２１年に策定した只見川圏域河川整備計画について変更を行い、ハ

ード・ソフトが一体となった防災対策の構築を推進する。 

［只見川流域豪雨災害復興基金］ 

○只見川で水力発電事業を行う電気事業者の資金協力を得て基金を創設し、只見川流域の町等

が行う復旧・復興事業について連携して進める。 

５ 会津エリア
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○  県内外、さらには国外でふくしまに対して心を寄せる方々の協力を得ることができるよう、

テレビ、インターネットなど、あらゆる媒体を複合的に活用して、本県の現在の姿、復興に

向けた取組の状況等、的確な情報を国内外に発信する。 

○  また、被災者向けの情報発信においては、原子力災害等の長期化に伴う被災者のニーズの

変化や多様化に対応し、よりきめ細かな情報発信を行う。 

(1) 地域住民等との協働

○  復興計画の推進のためには、県、市町村、企業、ＮＰＯや地域活動団体等の民間団体など、

多様な主体が役割分担しながら、協働していくことが必要である。このため、これらの主体

が情報を共有し、地域の課題を確認するとともに、復興に向けた取組について知恵を出し合

うため、各地方振興局を中心に協議の機会を設ける。 

○  県民の生活に密着する取組においては、食の安全・安心の確保や子どもの健康管理を始め、

長期化する避難生活における子ども・若者や高齢者等の心のケアなど、母親や若者、高齢者

等の生活者目線からの取組の重要性が増している。このため、特に、母親や若者、高齢者等

多様な主体からの意見反映を一層推進するとともに、その主体的な活動を促進しながら、協

働を推進する仕組みや体制づくりを進める。 

○  県民、行政区・町内会等、市民活動団体（NPO）、学校、企業、各種団体や行政機関など

社会を構成するあらゆる主体が、より多くの知恵と行動力を結集して、地域コミュニティの

再生に県民運動として取り組み、地域のきずなを強め、互いに支え合う良好な地域社会を形

成する。 

(2) 民間資金を始めとする民間の力の積極的受入と活用

○  本県の復興を進めるためには、行政の取組や公的資金だけでは不十分であり、日本や世界

の各地の様々な人々、企業、団体等の民間の資金や知恵など、民間の力を積極的に受け入れ、

活用することが不可欠である。このため、こうした企業や民間団体からの各種の提案や協力

を受け止めるための窓口を設置し、必要な情報提供や県や各種団体との連携のための調整を

行うなどして、企業や民間団体などがそれぞれの力を発揮し、活動しやすい環境の整備に取

り組む。  

Ⅳ 復興の実現に向けて 

２ 民間団体や県民等との連携 

１ 情報の発信  
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○  地域ごとに状況が大きく異なる今回の災害に対応するためには、最も地域住民に近く、地

域の実情を把握している市町村が主体となって、復興に取り組む体制の構築が必要である。

そのため、市町村が必要とする権限の移譲と財源の確保に努める。 

○  一方、今回の災害では、役場機能を他の市町村に移すことを余儀なくされた町村を始め、

市町村の業務遂行体制は著しい打撃を受けている。このため、県は、広域自治体として、

復旧・復興業務に対応する職員を市町村に派遣するほか、全国市長会、全国町村会を通じ

た全国の市町村からの職員派遣等も活用し、市町村に対する迅速かつ的確な人的支援を行

う。 

○  復興計画に基づき具体的に取り組む場合、その取組が地域の実情に合い、効果的に進めら

れるよう、市町村と連絡調整を密に行う。 

○  本県の復興に関して必要な措置については、政府の復興基本方針にも盛り込まれ、平成

23年度補正予算等、国の復興関連予算にも計上されたところである。しかし、原子力災害

により土台から崩されてしまった本県の復興を進めるのは、一地方自治体の力では限界が

ある。また、原子力災害については、事業者及び原子力発電を国策として進めてきた国に

全責任がある。そのため、今後とも、県はもとより、市町村を始め県内のあらゆる力を結

集し、本県の復興のために必要な取組に関して更なる予算措置や法的措置等を国に対して

求めていく。 

○  また、被災地の復旧・復興を強力に進めるため、国に対して、原子力発電所の立地に伴う

財源に代わる、自由度の高い新たな財源措置を求めていく。 

○  なお、国への要請に際しては、復興大臣及び福島県知事等を委員とする福島復興再生特別

措置法第 70条第 7 項の規定に基づく法定協議会となった「原子力災害からの福島復興再

生協議会」等の場を積極的に活用していく。 

３ 市町村との連携 

４ 国への要請等
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(1) 復興基金等の設置と活用 

○  国からの交付金などを活用して設置した福島県原子力災害等復興基金等、本県の復興・再

生に係る基金を、復興計画を推進するための事業に活用する。なお、基金に積み立てた交付

金については、使い勝手のよいものとするよう国に強く求めていく。 

(2) 復興特区制度の活用 

○  平成 23 年 12 月 7 日に成立した「東日本大震災復興特別区域法」に基づく復興特区制

度は、規制・手続きの特例措置、税・財政・金融上の支援措置により、行政や民間事業者

等の地域における創意工夫を生かした復興の円滑かつ迅速な推進を図るものであり、本県

としても、復興計画を実現するための有効な手段として、市町村とともに積極的に復興特

区制度を活用する。また、復興交付金については、本県全域で幅広く活用することができ

るよう制度運用の弾力化や対象事業の拡大を図るとともに、十分な交付金予算を確保する

よう、国に強く求めていく。 

５ 復興に係る各種制度の活用 

【東日本大震災復興特別区域法の概要】 

■震災財特法上の特定被災区域等の地方公共団体が、 

①規制・手続きの特例や税制上の特例等を受けるための計画（復興推進計画） 

②土地利用の再編に係る特例、許可・手続きの特例等を受けるための計画（復興整備計画）

③復興交付金を受けるための計画（復興交付金事業計画）を策定。 

■これらの計画の国による認定等により、規制・手続きの特例や税制上の特例等の適用、復興

交付金の交付が行われる。 

■新たな特例の提案等について協議を行うため、国と地方の協議会を設置することができる。

■復興推進計画や復興整備計画の作成・実施について協議を行うため、地域における協議会を

設置することができる。 

【 本県の復興・再生に係る主な新規設置基金 】 

〔平成24年12月までの積立額 約 1兆 77億円〕

■県民健康管理基金   〔1,283億円〕 ■除染対策基金       〔3,310億円〕

■原子力災害等復興基金  〔4,614億円〕 ■東日本大震災復興交付金基金 〔301億円〕

■原子力被害応急対策基金 〔434億円〕 

■只見川流域豪雨災害復興基金〔20億円〕 ■災害廃棄物処理基金     〔115億円〕

※第4回復興交付金交付可能額通知における配分額まで含む 
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(3)法律の活用及び制定要請

○  本県の復興のために必要な取組を進めるためには、一地方自治体の枠を超えた法的措置に

よる仕組みや制度等の整備とその活用が不可欠である。 

○  これまでに制定された、福島復興再生特別措置法を始め、原発避難者特例法、放射性物質

汚染対処特別措置法、子ども・被災者支援法等について、本県の実情に即した具体化を求

めていくとともに、一層の活用を進める。 

○  また、新たに全国に避難している県民の所在を正確に把握するための仕組みや避難場所に

関する証明の仕組みづくりを行うことが急務となっており、新たに必要となる取組につい

ての法的措置を引き続き国に対し求めていく。 

○  なお、個人情報保護法及び条例等に基づく弾力的な運用など、被災地の実態に即した適用

が行われるよう理解と協力を求めていく。 

ア 福島復興再生特別措置法 

○  本県は原子力災害によって、県全域にわたって甚大な被害を受け、他県に比べ、自然的・

社会的・経済的な諸事情において、県勢全般の基礎条件が著しい地盤沈下を被る事態に直面

したことから、復興基本方針に基づき設置された「原子力災害からの福島復興再生協議会」

の場を通じて、原子力災害からの地域再生のための特別法を制定するよう、国に対して求め

てきた結果、平成２４年３月３１日、福島復興再生特別措置法（以下、「福島特措法」という。）

が施行へと至った。 

○  福島特措法には、原子力政策を推進してきたことに伴う国の社会的な責任が明記されたほ

か、期限の定めのない恒久法として、安心して暮らし、子どもを産み育てる環境の実現から、

産業再生など幅広い内容が盛り込まれた。また、同法に基づき、平成２４年７月１３日に、

福島復興再生基本方針が閣議決定された。 

○  現在、同基本方針に則して、産業復興再生計画、重点推進計画、避難解除等区域復興再生

計画の策定が進んでいる。福島特措法、同基本方針に盛り込まれた施策・事業が着実に実施

されるよう、市町村や経済団体等と一体となって取組を進めていく。 

イ 原発避難者特例法（平成23年８月１２日施行） 

○  他の自治体に避難している住民に対する行政サービスの提供については、避難元自治体と

避難先自治体とが個々に地方自治法に基づく事務の委託を行うことができるが、全国各地に

避難者がいる現状で個別に対応することは困難であるため、平成２３年９月より、原発避難

者特例法に基づき、いわき市・田村市・南相馬市・川俣町・広野町・楢葉町・富岡町・大熊

町・双葉町・浪江町・川内村・葛尾村・飯舘村から住民票を移さずに避難している住民は、

特例事務にかかる行政サービスを避難先自治体から受けられることとなった。 

○  今後、避難の長期化に伴い住民ニーズが変化する等の状況を把握し、必要に応じ特例事務

の拡充等を検討するとともに、引き続き避難先自治体への財政措置の継続等について要請し

ていく。 
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ウ 放射性物質汚染対処特別措置法 

○  平成 24 年 1 月 1 日に全面施行された放射性物質汚染対処特別措置法及び同法に基づく

基本方針により、健康保護の観点から必要な地域について優先的に除染が実施され、除染に

伴い発生した土壌等は、安全に収集・運搬、仮置き、処分することとされている。 

県内では国による直轄除染と市町村等による除染が実施されているが、仮置場の確保や同

意取得が難航するなどにより進捗に遅れが見られることから、国に対し直轄除染の着実な実

行を求めるとともに、技術的支援や財政措置を求めていく。 

また、地域の状況により「除染関係ガイドライン」に基づかない手法で実施する場合の協

議に多くの手間と時間を要し除染が進まない大きな要因となっていることから、福島環境再

生事務所が地域の実情に応じ、地元に寄り添った判断ができるよう引き続き強く要請してい

く。 

さらに、除染以外の行為から発生した土砂等が、放射性物質汚染対処特別措置法の対象外

となっており、農業水利施設堆積土や建設副産物等に高濃度汚染が確認されても処分する方

策がなく県内の環境回復に支障を来していることから、放射性物質汚染対処特別措置法の適

用範囲の拡充を求めていく。 

エ 子ども・被災者支援法（東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等

の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律） 

○  平成 24 年 6 月 21 日、子ども・被災者支援法が成立した。この法律は、原発事故によ

り放出された放射性物質が広く拡散していること、放射線が人の健康に及ぼす危険について

科学的に十分に解明されていないことから、議員立法により、被災者の不安の解消及び安定

した生活の実現に寄与するため、子どもに特に配慮して行う被災者の生活支援等に関する施

策の基本となる事項を定めるため制定された。本法に基づく具体的な施策の内容は、政府が

定める「基本方針」によって決定されることとなっている。現在進められている基本方針の

策定に当たっては、本県の実情に沿ったものとなるよう働きかけを継続するとともに、同基

本方針に盛り込まれる施策・事業が着実に実施されるよう、市町村や団体等とともに取組を

進めていく。 

オ 原子力損害賠償に関する特別法 

○ 県民が第一に望むことは、原子力発電所事故以前の生活に戻ることであり、県民が被った全

損害が賠償されることが大原則である。このため、今後新たに生じることとなった損害も含

め、それぞれの損害に応じた迅速かつ完全な賠償が最後まで行われるよう引き続き要求等を

行うとともに、原子力損害賠償紛争審査会での審議、指針の策定状況等を見極めながら、県

民に対する被害の現状、県民の立場を第一に考えた上で、損害賠償に関する特別法の制定を

求めていく。  
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(1) 推進体制  

○  本計画については、平成 23 年 5 月 20 日に設置された「福島県東日本大震災復旧・復

興本部」(※４)において協議調整等を行い、県としての施策の整合性を確保しながら進行管理

を行い、全庁一体的に推進する。 

○  避難指示区域の見直しに伴う避難地域市町村の帰還及び復興支援については、平成24年

4 月に新設した「避難地域復興局」において総合調整を行いながら推進する。特に密接に

関係する課室については職員を兼務するとともに、帰還支援及び生活拠点の整備に係るプ

ロジェクトチームを設置し、庁内連携体制を強化。また、関係市町村に駐在員を配置する

とともに、関係地方振興局等の職員を兼務とし、市町村とともに取組を進める。 

帰還支援プロジェクトチーム 生活拠点プロジェクトチーム 

市町村と連携してインフラ復旧等を

迅速かつ着実に進め、住民や事業所等の

帰還を加速する。 

（構成機関） 総務部、避難地域復興局、生活

環境部、保健福祉部、商工労働部、農林水産

部、土木部、教育庁

帰還を希望する長期避難者や帰還を希望しない避難

者に対して、地域コミュニティに配慮した復興公営住

宅の整備及び必要となる機能の整備を進めていく。 

（構成機関） 総務部、避難地域復興局、企画調整部、文化ス

ポーツ局、生活環境部、保健福祉部、商工労働部、農林水産

部、土木部、教育庁

６ 実効性の確保 

※４ 「福島県東日本大震災復旧・復興本部」は 2013 年 3月 11 日から、「新生ふくしま復興推進本部」に改称。 

国・市町村対応窓口の一元化、総合調整機能の強化、復興に係る取組の一元管理等、全庁一体となって 

復興・再生を推進する体制を整備。 
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 (2) 計画の進行管理

○  復興計画に盛り込まれた各取組が計画どおりに実施されているか、随時、進捗状況を管理

するとともに、毎年度点検を行い、有識者や県内各種団体の代表者、県内外に避難してい

る方を含む県民などで構成する第三者機関による評価を受ける。 

○  評価結果や社会経済状況の変化等を踏まえて、主要事業の加除・修正を図るなど、適切な

進行管理を行う。 

○  評価の結果は、県民にわかりやすく公表する。 

(3) 復興に向けた取組への重点的対応

○  重点プロジェクトに盛り込んだ事業等は、重点事業と位置づけ、財源の優先的な配分など

により、取組を強化する。 

(4) 復興計画の柔軟な見直し

○  今後の原子力発電所事故の収束状況、避難区域の変更や進行管理の結果等を踏まえて、復 

興に向けて必要な取組が行われるよう、重点プロジェクトや復興のための取組を加除・修正

するなど、復興計画は、適時、柔軟に見直しを行う。 
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○福島県復興ビジョン・復興計画策定経過等 

○高校生に対するアンケート調査結果 

Ⅴ 付属資料 
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１ 福島県復興ビジョン・復興計画策定経過 

平成 23 年

3 月 11 日  東日本大震災発生 

4 月 11 日  復興に向けた知事メッセージ 

5 月 1   ～ 6日  関係市町村との意見交換 

5 月 13 日  第１回福島県復興ビジョン検討委員会 

 今後の進め方   災害の状況及び県の取組 

 意見交換 

5 月 19 日 福島県議会 第１回東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

5 月 19 日  第２回福島県復興ビジョン検討委員会 

 現地視察（いわき方部） 

5 月 21 日  第２回福島県復興ビジョン検討委員会 

現地視察（相双方部） 

5 月 29 日  第３回福島県復興ビジョン検討委員会 

復興ビジョンの構成と論点整理 

6 月 2 日 双葉地方８町村との意見交換 

6 月 5 日  県市長会と知事との意見交換会 

6 月 8 日  県町村会役員と知事との復興ビジョンに関する意見交換会 

6 月 9 日  第４回福島県復興ビジョン検討委員会 

復興ビジョンの論点ごとの議論 

6 月 13 日  福島県議会 第２回東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

6 月 15 日  第５回福島県復興ビジョン検討委員会 

復興ビジョンの論点ごとの議論 

6 月 22 日  福島県議会 第３回東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

7 月 2 日  第６回福島県復興ビジョン検討委員会 

福島県復興ビジョンに関する提言（案） 

7 月 6 日 福島県議会 第４回東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

7 月 8 日  福島県議会東日本大震災復旧復興対策特別委員会から知事への申入れ 

7 月 8 日 復興ビジョン検討委員会から知事への提言 

7 月 15 日  福島県東日本大震災復旧・復興本部会議 

福島県復興ビジョン（素案）決定 

7 月 15 日  パブリックコメント（ ～ 8 月 3 日） 

7 月 19 日  福島県議会 第５回東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

8 月 8 日  福島県議会 第６回東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

8 月 11 日  福島県東日本大震災復旧・復興本部会議 

 福島県復興ビジョン決定 
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9 月 12 日  第１回福島県復興計画検討委員会 

福島県復興計画（第１次）の構成（案） 

 福島県復興計画（第１次）等策定スケジュール 

9 月 24 日  第１回福島県復興計画検討委員会第３分科会 

具体的取組と主要事業 

新たな時代をリードする産業の創出 

再生可能エネルギーの飛躍的推進による新たな社会づくり

9 月 26 日  第１回福島県復興計画検討委員会第２分科会 

具体的取組と主要事業

未来を担う子ども・若者の育成 

地域のきずなの再生・発展 

災害に強く、未来を拓く社会づくり

10 月 2 日  第１回福島県復興計画検討委員会第１分科会 

具体的取組と主要事業 

応急的復旧・生活再建支援・市町村の復興支援 

原子力災害の克服

10 月 18 日  福島県議会 第７回東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

10 月 19 日  福島県議会 第８回東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

10 月 20 日  福島県議会東日本大震災復旧復興対策特別委員会から知事への申入れ 

10 月 23 日  第２回福島県復興計画検討委員会第３分科会 

 具体的取組と主要事業 

10 月 24 日  第２回福島県復興計画検討委員会第２分科会 

 具体的取組と主要事業 

10 月 28 日  第２回福島県復興計画検討委員会第１分科会 

 具体的取組と主要事業 

11 月 14 日 第２回福島県復興計画検討委員会 

 福島県復興計画（第１次）たたき台 

11 月 25 日  第３回福島県復興計画検討委員会 

 福島県復興計画（第１次）素案 

11 月 30 日 福島県復興計画検討委員会から知事への申入れ 

12 月  1 日  福島県東日本大震災復旧・復興本部会議 

 福島県復興計画（第１次）素案決定 

12 月  1 日  パブリックコメント（ ～ 12 月 16 日） 

12 月1  ～  8日  関係市町村との意見交換 

12 月 28 日  福島県東日本大震災復旧・復興本部会議 

 福島県復興計画（第１次）決定 
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２ 復興ビジョン・復興計画に対する意見 

(1) 復興ビジョン 

○ 県議会東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

東日本大震災復旧復興対策に関する要請（平成２３年７月８日）

福島県知事 佐藤雄平 様 

     福島県議会東日本大震災復旧復興対策特別委員長 加藤貞夫

１ 基本理念

基本理念として掲げる項目は、次のとおりとすべきである。 

(1) これまでの原子力政策から脱却し、再生可能エネルギーの推進など新たなエネ

ルギー政策を推進し、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり 

(2) ふくしまを愛し、心を寄せるすべての人々の力を結集した復興 

(3) 生命を大切にし、誇りあるふるさと再生・創造的復興の実現 

(4) 原子力災害の克服 

２ 主要施策

主要施策に、次の内容が盛り込まれるべきである。 

(1) 緊急的対応及び原子力災害対応について

○ 災害対応には、原子力のみならず「地震・津波災害」も含めること。 

○ 県土の放射線の除染を進め、長期にわたる県民の健康管理体制を整備するこ 

と。 

○ 市町村における権限拡充、財源及び人材の確保を図ること。 

○ 原子力災害における国及び事業者の責任を明確にし、原発事故による全損害 

を賠償させること。 

○ 復旧・復興及び原子力損害賠償に関する新たな特別法の制定を国に求めるこ

と。 

(2) ふくしまの未来を見据えた対応について

○ 教育の復興等による人づくり、基盤整備と地域づくり、雇用の確保、産業の 

振興、芸術文化・スポーツの振興を図ること。 

○ 被災者の生活再建を進め、ふるさとへの帰郷を実現すること。 

○ 住民、コミュニティ、行政の協働による復興を図ること。 

○ 多様なエネルギー源を組み合わせるなど新たなエネルギー政策を構築するこ 

と。 

○ 全県及び広域的な市町村における復興特区が設置されるようにすること。 

３ 復興ビジョンの策定にあたって

○ 復興ビジョン決定までの段階において、市町村や団体等からの意見聴取を十

分行うこと。 

○ 福島県長期総合計画の見直しについては、議会の議決を経るとともに、復興

計画を盛り込んだ指標を作成し、年度目標を示すこと。 

○ 復興計画を、議会の議決事項とすることを今後検討すること。 
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○ 福島県復興ビジョン検討委員会からの提言 

福島県知事 佐 藤 雄 平 様 

福島県復興ビジョンについての提言 

本検討委員会では、これまで、現地調査を含め６回にわたり、福島県の復旧・復興

について検討を重ねてまいりました。その中で、今後、福島県が原子力にどのように

向き合っていくかを抜きにしては、福島県の復旧・復興は考えられないという数多く

の意見が出されました。議論を深める中で、深刻な原子力発電所事故が起きた場所と

して、その名が世界に広まってしまった「ふくしまの地」であるからこそ、原子力に

依存しない新たな社会を目指す必要があるという結論に達しました。 

また、福島県は未だ原子力災害が進行中であり、何より原子力発電所事故の早期収

束が復興の前提です。 

県内外で不自由な避難生活を強いられている県民への支援などの緊急的対応とと

もに、環境・健康・産業・教育等あらゆる分野に大きな影響が及んでいる原子力災害

の克服が重要であるとの認識の下、これらを提言にしっかりと位置付けました。 

同時に、将来の人づくりや、人と人とのきずなの維持、復興へのまちづくり、再生

可能エネルギーの推進による新たな産業のあり方等について議論してまいりました。 

このような議論や意見を集約し、福島県復興ビジョンの基本理念と主要な施策につ

いて別紙のとおり提言いたします。 

また、福島県における被害はあまりにも甚大であり、国の全面的な支援が必要不可

欠であることから、 

（１）復旧・復興のための十分な財政的支援 

（２）不利な条件を抱えざるを得ない福島県の地域再生や原子力損害賠償法の枠を

超える損害賠償などについての特別法の制定 

（３）復興特区の設置 

等について、国に対し強く要請するとともに、制度をしっかりと活用すべきであるこ

とを申し添えます。 

復興ビジョンが県民の希望の旗となり、美しく豊かなふるさとを取り戻し、必ずや

ふくしまが復興することを強く願っております。そのためにも、福島県においては、

本提言を踏まえ復興ビジョンを策定することを求めます。 

また、本検討委員会では、本提言に盛り込んだ内容以外にも、具体的な復興の取組

みなどについて、様々な議論をしてまいりました。今後、県においては、これらの議

論の結果もできる限り取り入れながら、復興計画を策定し、復興ビジョンを具体化す

ることを求めます。 

平成２３年７月８日 

福島県復興ビジョン検討委員会座長 鈴木 浩
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(2) 復興計画 

○ 県議会東日本大震災復旧復興対策特別委員会 

東日本大震災復旧復興対策に関する要請（平成２３年１０月２０日）

福島県知事 佐藤雄平 様

   福島県議会東日本大震災復旧復興対策特別委員長 加藤貞夫

〔復興計画への提言〕

 復興計画の策定及びその後の推進に向けて、次のとおり提言するものである。 

(1) 復興計画全般について

○ 計画の進行管理の方法及びその状況を公開する仕組みを明確にすること。 

○ 地域別計画について具体化するとともに、年次計画を明確にすること。 

○ 復興基金の創設など国の支援により予算を確保すること。 

○ 県民一人ひとりの生活再建を基本とした計画とすること。 

(2) 緊急的対応

① 応急的復興・生活再建支援・市町村の復興支援

○ 被災者の立場に立った仮設住宅や公営住宅を初めとする住環境の整備を進

めること。 

○ 市町村における権限拡充及び財源・人材の確保を図るとともに、市町村の

復興に向けた取組を支援すること。 

○ 保健・福祉・医療サービスの提供体制の構築、特に避難区域の医療体制の

再生を図ること。 

(3) ふくしまの未来を見据えた対応

① 未来を担う子ども・若者の育成

○ 学力向上対策、教職員体制、サテライト校、心のケア等、子どもの教育環

境の充実を図ること。 

② 地域のきずなの再生・発展

○ 避難住民のふるさとへの帰還に向けたロードマップを示すとともに、受入

体制を整備すること。 

○ 復興に向けて、観光交流の推進及び文化スポーツの振興に重点的に取り組

むこと。 
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③ 新たな時代をリードする産業の創出

○ 本県への国の機関の設置等による国と連携した産業創出を検討すること。 

○ 復興特区の活用や新たな産業に対応する人材の育成等、社会状況の変化に

柔軟に対応した施策を講ずること。

④ 災害に強く、未来を拓く社会づくり

○ 住居のあり方も含めた護岸等の津波対策や災害に強いエネルギー供給体制

の整備等、防災・減災の観点から住民の立場に立ったまちづくりを進めるこ

と。 

○ ＪＲ常磐線の復旧について、早期開通を目指すことを明確にし、将来構想

として複線化やミニ新幹線の導入を検討すること。 

○ 公共施設の耐震化を早急に進めること。 

⑤ 再生可能エネルギーの飛躍的推進による新たな社会づくり

○ 再生可能エネルギーの導入推進による産業創出を図るとともに、ロードマ

ップや雇用目標を明記すること。 

○ 各家庭が再生可能エネルギーを導入しやすい仕組みを講ずること。 

○ 水力発電等、既存の再生可能エネルギーのさらなる活用を図ること。 

(4) 原子力災害対応

① 原子力災害の克服

○ 除染を着実に進めるための実施計画及び推進体制を整備し、放射線の低減

対策を進めるとともに、モニタリング体制等の充実を図ること。 

○ 放射性物質に汚染された廃棄物の中間貯蔵施設については、国における計

画を含め、県としての方針を盛り込むべきである。 

○ 長期にわたる県民の健康管理に取り組むこと。 

○ 原子力損害賠償について、請求手続きの簡素化や随時仮払いを求めるとと

もに全面賠償に向けて取り組むこと。 

○ 原子力発電所のあり方について、県としての考え方を盛り込むべきである。
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○ 福島県復興計画検討委員会からの意見 

平成２３年１１月３０日 

福島県知事 佐藤 雄平 様 

福島県復興計画検討委員会会長 鈴木 浩 

福島県復興計画（第１次）についての意見 

福島県復興計画（第１次）について、福島県復興計画検討委員会及び同分科会に

より９回にわたり議論を行いました。 

その結果、県民一人一人が復旧・復興の主役であることを基本としスピード感を

持って各施策を実施すること、また、進捗状況をしっかりと管理するとともに、災害

の状況や真の県民ニーズを踏まえ柔軟な見直しを行うこと、さらに、本県の復興の実

現に向けて、真に必要な施策を検討するとともに、財源措置及び法的措置等を国に強

く要請していくことを本検討委員会の意見とします。 

なお、県におかれましては、県民や市町村等の意見を十分に反映し、復興計画を

策定するよう要請します。
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３　検討委員会名簿

(1)　福島県復興ビジョン検討委員会

（敬称略）

氏　名 役　　職　　名

座　長 鈴　木　　　浩 福島大学名誉教授

座長代行 山　川　充　夫 福島大学経済経営学類教授

委　員 赤　坂　憲　雄 福島県立博物館長

安　部　義　孝 財団法人ふくしま海洋科学館理事長兼館長

石　森　　　亮 株式会社日本政策投資銀行常務執行役員

伊　藤　房　雄 東北大学大学院農学研究科教授

鎌　田　真理子 いわき明星大学人文学部教授

清　水　愼　一 立教大学観光学部特任教授

髙　橋　迪　夫 日本大学工学部教授

角　山　茂　章 会津大学理事長兼学長

福　井　邦　顕 日本全薬工業株式会社代表取締役会長

横　山　　　斉 福島県立医科大学医学部心臓血管外科学講座主任教授兼附属病院副病院長
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（敬称略）

氏　名 役　職　名

会　長
第１分科会 座長

鈴　木　　　浩 福島大学名誉教授

第２分科会 座長 髙　橋　迪　夫 日本大学工学部教授

第３分科会 座長 伊　藤　房　雄 東北大学大学院農学研究科教授

委　員 石　森　　　亮 株式会社日本政策投資銀行常務執行役員

岩　瀬　次　郎 会津大学理事

太　田　久　弥 福島県中小企業団体中央会事務局長

金　子　真理子 ＮＰＯ法人うつくしまＮＰＯネットワークプログラムオフィサー

川　上　雅　則 福島県農業協同組合中央会参事

川　口　孝　司 福島県保育協議会会長

栗　原　清一郎 福島県私立中学高等学校協会会員（学校法人松韻学園福島高等学校校長）

佐　藤　正　博 福島県町村会長（西郷村長）

清　水　愼　一 立教大学観光学部特任教授

鈴　木　哲　二 福島県漁業協同組合連合会業務部長

鈴　木　文　男 財団法人福島県観光物産交流協会常務理事兼事務局長

瀬　戸　孝　則 福島県市長会長（福島市長）

髙　木　明　義 社団法人福島県建設業協会専務理事

田　中　俊　一 NPO法人放射線安全フォーラム副理事長（福島県除染アドバイザー）

東　　　之　弘 いわき明星大学科学技術学部教授

藤　原　　　聡 福島県ＰＴＡ連合会理事（福島市小中学校ＰＴＡ連合会会長）

星　　　光一郎 福島県社会福祉施設経営者協議会長

星　　　北　斗 福島県医師会常任理事

本　田　政　博 福島県商工会議所連合会事務局長

横　山　　　斉 福島県立医科大学医学部心臓血管外科学講座主任教授兼附属病院副病院長

特別委員 遠　藤　勝　也 富岡町長

菅　野　典　雄 飯舘村長

島　田　マリ子 社団法人福島県建築士会女性委員会委員長

立　谷　秀　清 相馬市長

野　崎　吉　郎 矢吹町長

横　田　純　子 NPO法人素材広場理事長

渡　辺　敬　夫 いわき市長

(2)　福島県復興計画検討委員会
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４ 福島県復興計画(第１次)の進行管理及び見直し経過等 

平成 24 年 

6 月 10 日 第１回福島県復興計画評価・検討委員会 

・復興計画の進行管理等 

・復興計画平成 23 年度実施結果及び平成 24 年度実施予定 

6 月 18 日 福島県東日本大震災復旧・復興本部会議 

・復興計画の進行管理等 

・復興計画平成 23 年度実施結果及び平成 24 年度実施予定 

8 月 27 日 福島県東日本大震災復旧・復興本部会議 

・復興計画の見直し 

9～10 月 

金融機関等ヒアリング（9/12～9/13） 

福島県総合計画地域懇談会（9/24～10/15） 

福島大学県民意見募集結果報告書（10/10） 

9 月 21 日 第２回福島県復興計画評価・検討委員会 

・復興計画の見直し 

・復興計画の進行管理〔課題等と取組の方向性〕 

9 月 24 日 福島県東日本大震災復旧・復興本部会議 

・復興計画の進行管理〔委員会意見及び意見への対応〕 

11 月 4 日 第３回福島県復興計画評価・検討委員会 

・復興計画の見直し〔論点〕 

11月26日 第４回福島県復興計画評価・検討委員会 

・復興計画の見直し〔素案〕 

11月19日

～30 日
市町村意見照会及び関係市町村長との意見交換 

12月28日 福島県東日本大震災復旧・復興本部会議 

・復興計画（第２次） 

○福島県復興計画評価・検討委員会名簿 

(委嘱期間：平成 24 年 5 月 11 日～平成 25 年 5 月 10 日） 

氏名 役職名 備考 

会  長 鈴木  浩 国立大学法人福島大学名誉教授  

会長代行 石森  亮 苫小牧港開発株式会社代表取締役社長  

川上 雅則 福島県農業協同組合中央会参事  

佐藤 正博 福島県町村会長（西郷村長）  

田中  知 東京大学大学院工学系研究科教授 H24.8.24 委嘱 

（田中 俊一  ＮＰＯ法人放射線安全フォーラム副理事長 ） H24.8.23 まで委嘱

中村 美紀 山形避難者母の会代表  

蜂須賀禮子 大熊町商工会長  

樋口 利行 社団法人相馬郡医師会長  

樋口 葉子 ふくしま子育て支援ネットワーク代表世話人  

檜沢 久子 福島県女将の会副会長  
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（参考：平成２０年１２月）

１．調査概要

（１）調査の目的
　　　　復興計画の策定にあたって、将来の復興の担い手となる若年層の意見を計画内容及び実
　　　施段階における事業の重点化等に反映させるための取組として、県内在住の高校生を対象
　　　にアンケート調査を実施しました。
（２）調査時期
　　　　平成２３年１０月～１１月
（３）調査対象者
　　　　県内の高等学校に在学する２年生１，５５７名
（４）調査方法
　　　　県内の高等学校の中から、県内７地域の人口バランス、立地状況、学科の別、及びサテ
　　　ライト校の設置状況等を考慮の上３９校を選定し、アンケート調査を依頼。

２．調査結果　（１）本県への定着意識と定着阻害要因

○問１　あなたは福島県に将来も住みたいと思いますか。
（４肢から１つを選択、回答者数１，５５７名）

高校生に対するアンケート調査

「ずっと住みたい」、「一度は県外へ離れても将来は戻ってき

たい」を合わせると、６割が本県への定着を希望。

3年前のアンケート回答の５割から、1割増加している。

約２割は「住みたくない」。

（参考：平成２０年１２月）

　福島県総合計画に関する

　高校生アンケート

ずっと住み続

けたい 14%

一度は県外

へ離れても将

来は戻ってき

たい 46%

住みたくない

17%

わからない

23%

高校生に対するアンケート調査

「ずっと住みたい」、「一度は県外へ離れても将来は戻ってき

たい」を合わせると、６割が本県への定着を希望。

3年前のアンケート回答の５割から、1割増加している。

約２割は「住みたくない」。

定着希望の割合は県中、会津、県北地域で高い。

10

14

24

13

7

15

18

43

47

27

50

38

50

44

20

18

22

14

30

11

18

27

21

27

23

25

24

20

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いわき

相双

南会津

会津

県南

県中

県北

ずっと住み続けたい 一度は県外へ離れても将来は戻ってきたい 住みたくない わからない

ずっと住み

たい 10%

一度県外へ

出ても、将

来は福島県

に戻ってき

たい 40%住みたくな

い 21%

わからない

29%
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○問２　問１で「住みたくない」と回答した理由は何ですか。
（７肢から該当する全てを選択、回答者数２６５名）

○問３　１０年度、福島県がどのような県になっていることを望みますか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２肢から３つを選択、回答者数１，５５７名）

3．調査結果　（２）１０年後の福島県

「安全で快適な生活環境の中で暮らせる県」、「豊かな自然環境が回復している県」の上

位２位が突出。

49%

18%

28%

32%

44%

43%

59%

⑦放射線量が高く、環境の安全に不安があるから

⑥その他

⑤親と離れて住みたいから

④県に活気がないから

③日常の買い物、通学、通勤など生活が不便だから

②魅力のあるイベント、施設が少ないから

①希望する進学先や就職先がないから

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

「⑥その他」として、「都会に住みたい」、「県外に住みたい」（18件）、「原発事故が起こり不安」、「風評被害がある」（10件）、「地元

に戻る」、「家の都合」（６件）、「海外に住みたい」（４件）などの回答があった

住みたくない理由としては、「希望する進学先や就職先がないから」、「放射線量が高

く、環境の安全性に不安があるから」、「日常の買い物、通学、通勤など生活が不便だか

ら」、「魅力のあるイベント、施設が少ないから」の順に多い。

「安全で快適な生活環境の中で暮らせる県」、「豊かな自然環境が回復している県」の上

位２位が突出。

49%

18%

28%

32%

44%

43%

59%

⑦放射線量が高く、環境の安全に不安があるから

⑥その他

⑤親と離れて住みたいから

④県に活気がないから

③日常の買い物、通学、通勤など生活が不便だから

②魅力のあるイベント、施設が少ないから

①希望する進学先や就職先がないから
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21%
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①豊かな自然環境が回復している県

②災害や犯罪が少なく、安心して暮らせる県

③買い物が便利で、市街地に活気のある県

④安全で快適な生活環境の中で暮らせる県

⑤道路や鉄道などの交通が整備され、どこにでも気軽に行き来できる県

⑥福祉や医療サービスが充実し、高齢者や障害者が大切にされる県

⑦若者が多く、遊ぶところがたくさんある県

⑧祭りや伝統芸能などの地域文化が守られている県

⑨産業が盛んで、働く場に恵まれている県

⑩教育環境が整い、子供たちをのびのび育てることができる県

⑪自分の能力を十分に発揮することができる県

⑫その他

「⑥その他」として、「都会に住みたい」、「県外に住みたい」（18件）、「原発事故が起こり不安」、「風評被害がある」（10件）、「地元

に戻る」、「家の都合」（６件）、「海外に住みたい」（４件）などの回答があった

「⑫その他」として、

○「震災前の平和な県」、「日本のエネルギー問題に中心となって携わる県」、など復興を願う回答（12件）

○「放射能の心配がない県」、「自分達の子供が安心して暮らせる県」など福島原子力発電所の事故の収束を願う回答（11件）

○「東京、大阪、名古屋に並ぶ東北の中心になる県」、「条件のほとんどが揃っている素敵な県」など福島県の発展を願う回答（９件）

○「放射性物質ゼロの県、原発がない県」、「原発廃止を先頭に立って訴える県」など脱原発を願う回答（７件）

住みたくない理由としては、「希望する進学先や就職先がないから」、「放射線量が高

く、環境の安全性に不安があるから」、「日常の買い物、通学、通勤など生活が不便だか

ら」、「魅力のあるイベント、施設が少ないから」の順に多い。

以下、「災害や犯罪が少なく、安心して暮らせる県」、「買い物が便利で、市街地に活気のあ

る県」、「産業が盛んで、働く場に恵まれている県」が、それぞれ僅差で５位までに収まる。
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○問４　復興に向けて、あなたはどのようなことをしたいですか。
（記述式、回答者数１，２５８名）

○問５　何かに取り組もうとしたときに、問題となることはありますか。
（記述式、回答者数８６４名）

４．調査結果　（３）復興に向けて取り組みたいこと

就職したい
福島県内での就職

回答を要約・分析すると、左の項目を高校生が実行に移すに

は、右の項目が課題になっているという関係が読み取れる。

ボランティア活動をしたい
・がれきやゴミの撤去、募金、動物保護

そ
の
た
め
に
必
要

省資源化をしたい
・電気と水の節約、太陽光パネル設置

風評被害を解消したい
・ＰＲ、知り得る情報の発信、人を呼ぶ

除染活動をしたい
・国や自治体主体の活動

安全・安心
・放射線による影響の払拭、

除染体制、定期的検査に

よる心身のケア

絆
・協力者、指導者、団結力

情報
・正確・的確な情報提供

就職先
・産業再生、新産業創出

啓発活動

やりたいこと 課題

○問６　その他、東日本大震災からの復興や将来の福島県について、あなた
　　　が思うことを自由にお書きください。　　（記述式、回答者数１，１６５名）

５．調査結果　（４）自由意見

就職したい
・福島県内での就職

回答を要約・分析すると、左の項目を高校生が実行に移すに

は、右の項目が課題になっているという関係が読み取れる。

ボランティア活動をしたい
・がれきやゴミの撤去、募金、動物保護

そ
の
た
め
に
必
要

代表的な意見を整理すると次のようになります。

省資源化をしたい
・電気と水の節約、太陽光パネル設置

風評被害を解消したい
・ＰＲ、知り得る情報の発信、人を呼ぶ

除染活動をしたい
・国や自治体主体の活動

進学したい
・進学し復興に役立つ力を身につける

小さなことでもしたい
・自分にできることがあればしたい

みんなで安全・安心、しあわせをとり戻す

復興を絶対にあきらめない

放射線、風評被害問題を克服する

脱原発・新エネルギー立県を推進する

安全・安心
・放射線による影響の払拭、

除染体制、定期的検査に

よる心身のケア

絆
・協力者、指導者、団結力

情報
・正確・的確な情報提供

就職先
・産業再生、新産業創出

啓発活動
・イベント、マスメディア

経済援助
・各種費用、奨学金

やりたいこと 課題
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６．主な記述意見

　今回のアンケート調査の問４～６で、記述式で意見を募った結果、延３，２８７件の回答をい

ただきました。

　主な内容は４、５の調査結果のとおりですが、回答の多くには、現状にはためらいつつも、人

やふるさとに対する思いやりが込められた復興への力強い気持ちや決意などがつづられています。

　その内の主なものを紹介します。

今自分ができることはとても限られていると思います。建物を建てることも、道路を工事す

ることも、放射能を下げることもできません。だからといって、祈ることや願うことだけでは

何も変わらないと思います。募金やボランティア等、行動に移して少しでも役に立てるように

したい。将来、自分が働くことになってもこの状態が続いているのなら、仕事上で役に立てる

のなら役に立ちたい。

自分ができることは本当に僅かなことですが、その僅かなことを少しずつやっていき、やが

て大きなものにしていきたい。また、今しか学ぶことのできない知識を蓄えて、これからの福

島の復興に貢献できるような力を身に付けたい。

まず、たとえ県外に住んだとしても、福島県民であったことを恥だと思わない。そして、時

が流れ、今回の大震災が風化しないようにする。そのために、自ら積極的に復興支援を行い、

他の人にも支援してもらえるように働きかけていきたい。

東日本大震災で多くの物、人、時間、思い出等が奪われました。けど、これからは今まで以

上に人との関わりに感謝しながら、一歩一歩頑張っていきたいです。

きっと明るく楽しく人との繋がりが固い福島になっていってほしいです。

また大震災がおきても屈しない県。その時、皆が皆を助け合える県。そして、強い団結力、

高い志でどんなことにも立ち向う県。

周りの人達にはとても感謝をしている。こんな状況の中で学校に通わせてくれる両親や教え

てくれる先生方、募金や物資を送ってくれた人達に感謝の気持ちでいっぱいです。ただ、政治

をもう少ししっかりやってほしい。

現在も徐々に復興してきているので、将来は絶対にもっと良い県になっていると思う。頑張

れ福島！

政府がサポートをするだけではなく、サポートするということをもっと被災者に情報伝達

をしっかりすべき。世界が福島の動向に注目している。県知事がしっかりとリーダーシップ

を発揮し、県全体で復興、そして、明るい未来の構築へ。大人が思っているほど、福島の若

者達は暗い気持ちではない。将来、福島を立て直し、新たな未来を創ろうとしている人が沢

山いる。

今自分ができることはとても限られていると思います。建物を建てることも、道路を工事す

ることも、放射能を下げることもできません。だからといって、祈ることや願うことだけでは

何も変わらないと思います。募金やボランティア等、行動に移して少しでも役に立てるように

したい。将来、自分が働くことになってもこの状態が続いているのなら、仕事上で役に立てる

のなら役に立ちたい。

自分ができることは本当に僅かなことですが、その僅かなことを少しずつやっていき、やが

て大きなものにしていきたい。また、今しか学ぶことのできない知識を蓄えて、これからの福

島の復興に貢献できるような力を身に付けたい。

まず、たとえ県外に住んだとしても、福島県民であったことを恥だと思わない。そして、時

が流れ、今回の大震災が風化しないようにする。そのために、自ら積極的に復興支援を行い、

他の人にも支援してもらえるように働きかけていきたい。

東日本大震災で多くの物、人、時間、思い出等が奪われました。けど、これからは今まで以

上に人との関わりに感謝しながら、一歩一歩頑張っていきたいです。

きっと明るく楽しく人との繋がりが固い福島になっていってほしいです。

多くの人が福島のために頑張ってくれています。多くの人の努力に報いることができたらい

いと思います。

私が大人になって“私は福島県出身です”と誇りを持って言いたいです。
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